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マニフェスト評価のルール（案）について 

 

マニフェスト項目毎の評価方法を以下の通りルール化するものとする。 

 

(評価例) 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価 

Ｂ Ａ 

実施率 数値目標(達成率) その他指標 満足度（得点） 

１－① 

来訪者・観光客の招

致と「御もてなしサ

ービス」の推進 
95.2.% Ａ（114.6%） （Ｂ）→Ａ ↑（1.36） 

Ａ 
 

１．評価要素 

 (1)「公約事業の実施率」 

  ①実施率の算式 

マニフェスト項目に関連する実施事業(「実施済」＋「実施中」)／全事業 

  ②評価方法 

    公約事業はマニフェスト掲載事項であることから、50％の状    

態を「Ｃ(普通）」の区分の下限とし、また、100％に達した状

態のみを「Ａ(達成）」として、右表のとおりＡ～Ｅの評価を

付す。 

 

(2)「関連指標」 

      関連指標は以下の1)から3)で構成される。 

１)「数値目標(達成率)」 

   ①達成率の算式 

マニフェスト項目に関連する数値目標の最新値／数値目標の目標値 

   ②評価方法 

公約事業はマニフェスト掲載事項であることから50％、の

状態を「Ｃ(普通）」の区分の下限とし、また、100％に達し

た状態のみを「Ａ(達成）」として、右表のとおりＡ～Ｅの

評価を付す。 

 

  ２)「その他指標」（委員会が独自に設定した指標） 

    ①指標の内容 

     八戸市と他団体（国・県・他市）との比較ができる指標（１つ或いは複数） 

     例）県内主要駅１日平均乗車人員、人口10万人当たりの市内医師数など 

②評価方法 

     ①の指標それぞれについて、次のとおり評価する。 

イ）指標に絶対水準又は最低水準がある場合は、市の数値をその水準と比較

する。 

ロ）上記イ）の水準が設定できない場合、或いは、上記イ）の水準に達してい

ない場合は、市の数値と他団体（国・県・他市）の数値を比較する。 

公約事業(実施率)

Ａ：    100％ 

Ｂ： 75～99％ 

Ｃ： 50～74％ 

Ｄ： 25～49％ 

Ｅ： ０～24％ 

数値目標(達成率)

Ａ：    100％ 

Ｂ： 75～99％ 

Ｃ： 50～74％ 

Ｄ： 25～49％ 

Ｅ： ０～24％ 
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    ⅰ) 市の数値が絶対水準以上の場合     → 「Ａ｣ 

        ⅱ) 他団体より全て上回っている場合    → 「Ｂ」 

        ⅲ) 他団体と同水準の場合         → 「Ｃ」 

        ⅳ) 他団体より全て下回っている場合    → 「Ｄ」 

        ⅴ) 市の数値が最低水準以下の場合     → 「Ｅ」 

 

    また、指標が複数あり、評価が異なる場合は、次のとおり評価する。 

    ⅰ) 最も多い評価を採用する。（例：Ｂ・Ｂ・Ｃ → Ｂ） 

        ⅱ) 評価が同数の場合は、中央または低い方の評価を採用する。 

（例：Ｂ・Ｃ → Ｃ） 

                  （例：Ｂ・Ｄ → Ｃ） 

                      （例：Ｂ・Ｂ・Ｃ・Ｃ → Ｃ） 

                  （例：Ｂ・Ｃ・Ｄ → Ｃ） 

 

３)「満足度（得点）」 

   ①得点の算式 

満足度アンケート調査結果に基づく、マニフェスト項目毎の満足度を、「十分

満たされている」を３点、「まあまあ満たされている」を２点、「あまり満たさ

れていない」を１点、「満たされていない」を０点とし、当該回答者数（「わか

らない」を除く）で除した数値。 

   ②評価方法 

次の２つの項目により評価する。 

ｱ) 平成21年度満足度得点の対19年度比の増減 → ↑・↓ 

        ｲ) 平成21年度満足度得点の水準       → 0～3（平成21年満足度得点

の平均値） 

 

以上、上記に基づいた評価区分の一覧は下表のとおりとなる。 

 

(各項目の評価区分) 

関連指標 
全体評価公約事業(実施率) 

数値目標(達成率) その他指標 満足度(得点) 

Ａ：    100％ Ａ：    100％ Ａ:絶対水準以上（ある場合） 下記参照  

Ｂ： 75～99％ Ｂ： 75～99％ Ｂ:他団体より全て上回る 〃 ↑・↓ 

Ｃ： 50～74％ Ｃ： 50～74％ Ｃ:他団体と同水準 〃  

Ｄ： 25～49％ Ｄ： 25～49％ Ｄ:他団体より全て下回る 〃 （0～3） 

Ｅ： ０～24％ Ｅ： ０～24％ Ｅ:最低水準以下（ある場合） 〃 
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２．関連指標の評価について 

   関連指標の評価は、①「数値目標(達成率)」、②「その他指標」、③「満足度」の

評価結果に基づき、次の手順により行う。 

  

(1)「満足度」による「その他指標」の評価補正 

②「その他指標」及び③「満足度」は、マニフェスト項目の成果と完全に一致する

ものではないことから、③「満足度」により②「その他指標」を次のとおり補正する。 

補正①：「満足度」が増加傾向（↑）で、平成21年平均値1.19以上あるもの 

上方補正する →「その他指標」の評価区分を１段階

補正②：「満足度」が減少傾向（↓）で、平成21年平均値1.19未満のもの  

下方補正する →「その他指標」の評価区分を１段階

   ※その他のケースは、「その他指標」の補正は行わない。 

 

(2)関連指標の評価 

   関連指標の評価は、マニフェスト掲載事項である①「数値目標（達成率）」に比重

を置くものとし、①「数値目標（達成率）」と上記(1)による補正後の②「その他指

標」の評価により、下記のとおりとする。 

  ⅰ)①と②の評価が同じ場合       → 当該評価 

  ⅱ)①と②の評価が１段階違う場合    → ①の評価 

（例：①Ａ・②Ｂ → Ａ） 

ⅲ)①と②の評価が２段階以上違う場合  → ①と②の中間の評価 

（※中央がない場合は、①寄りの評価） 

                         （例：①Ａ・②Ｄ → Ｂ） 

ⅳ)①「数値目標（達成率）」がない場合 → ②の評価 

 

 

（例示） 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価 

Ｂ Ａ 

上記(2)関連指標の評価ⅰ）

に該当 

１－① 

実施率 数値目標(達成率) その他指標 満足度（得点） Ａ 来訪者・観光客の招

致と「御もてなしサ

ービス」の推進 
95.2.% Ａ（114.6%） （Ｂ）→Ａ ↑（1.36） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当初の「その他指標」の

評価 
上記(1)の補正①

に該当 

補正後の「その他指標」

の評価 
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３．全体評価について 

   マニフェスト項目の全体評価は、①「公約事業の実施率」と②「関連指標」の評価

の組み合わせにより、下表のとおりＡ～Ｅの５段階評価を行う。 

   なお、②「関連指標」の評価がないマニフェスト項目は、①「公約事業の実施率」

の評価を「全体評価」とし、括弧書き（例えば（Ａ））で表記する。 

 

A B C D E

A A A B C C

B A B C C D

C B C C D D

D C C D D E

E C D D E E

関連指標の評価ランク

公
約
事
業
の
評
価
ラ
ン
ク

 

 

 （例示） 

 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価 

Ｂ Ａ 

実施率 数値目標(達成率) その他指標 満足度（得点） 

１－① 

Ａ 
来訪者・観光客の招

致と「御もてなしサ

ービス」の推進 
95.2.% Ａ（114.6%） （Ｂ）→Ａ ↑（1.36） 
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資料１０

パブリックコメントの実施について（案）

 

 

１．目  的：マニフェストの達成状況に対する市民意見の聴取 

        

 

２．実施期間：平成21年６月１７日（水）頃 ～ ６月３０日（水） 

※委員会のマニフェスト評価がまとまり次第） （

 

３．実施方法：①郵送、Ｅメール、ＦＡＸ、持参による。 

       ②電話での意見は受け付けない。 

 

４．閲覧場所：①市のホームページへの掲載 

②南郷区役所、市庁本館・別館案内及び政策推進課 

③各支所、各地区公民館 

 

５．関連資料：①概要説明資料（経緯・趣旨等） 

②これまでの委員会の会議資料 

③委員会で作成したマニフェスト評価 

④意見応募用紙（氏名・住所明記） 

 

６．意見の取扱い 

①提出された意見をとりまとめ、ホームページ上で公表する。 

②氏名（団体名）・住所・電話番号は公表しない。 

  ③提出された意見に対する回答はしない。 

 

７．寄せられた意見の整理方法 

  ①第４回委員会（7/3開催予定）で、各意見の整理方法を検討・決定する。 

  （整理例） 

   ・趣旨に沿わないもの、意味不明のものを削除する。 

   ・マニフェスト項目等により分類して整理する。 

②整理した意見は、市のホームページに掲載する。 

 

８．その他 

①「委員会で作成したマニフェスト評価」に対する市民意見を聴取するものではない

ことを明記する。 
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ママニニフフェェスストト評評価価書書（（案案））  
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

平平成成 2211 年年 77 月月  
  

  

八八戸戸市市市市政政評評価価委委員員会会  

資料８ 

※平成 21 年 6 月 16 日 提出 
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１１．．活活力力のの創創出出  
 

■市政評価委員会総括評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ｂ Ａ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

１－① 

来訪者･観光客の招致と「御も

てなしサービス」の推進 95.2% Ａ（114.6%） （Ｂ）→Ａ ↑（1.36） 

Ａ 

 マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ｂ Ｃ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

１－② 

中心市街地の活性化・用途地域 

の見直し 83.3% Ｃ（51.5%） Ｃ ↑（0.94） 

Ｃ 

 マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ｂ Ａ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

１－③ 

八戸ブランドの育成とトップ

セールスの展開 83.3% Ａ（330.0%） （Ｃ）→Ｂ ↑（1.27） 

Ａ 

 マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ｂ Ｂ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

１－④ 

企業誘致と新規産業の育成・雇

用の創出 
88.9% 

Ｂ（99.4%） 

Ｂ(96.0%) 
Ｂ ↑（0.71） 

Ｂ 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ Ａ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

１－⑤ 

地場産業の強化と中小企業の

安定化 100% Ａ（133.3%） Ｂ ↓（1.33） 

Ａ 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ Ｂ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

１－⑥ 

｢攻めの水産業｣｢攻めの農業｣

の確立 100% Ａ（103.5%） Ｄ ↑（1.01） 

Ａ 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ｂ Ｂ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

１－⑦ 

新たな時代に向けた人材の育

成 91.7% ― （Ｃ）→Ｂ ↑（1.31） 

Ｂ 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ｂ Ｃ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

１－⑧ 

多文化都市の推進とスポーツ

の振興 88.9% ― Ｃ ↑（1.18） 

Ｃ 
 

 

マニフェスト項目の取組状況や達成状況をもとに、
マニフェストの３つの公約毎に総括します 
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１ 活力の創出（総括） 

 

 八戸市には、観光、商工業、農林水産業などの多様な産業が集積する地域特性があることから、人々

が生き生きと働き、豊かな暮らしを営むためには、地域特性を 大限に活用した産業の振興が必要であ

る。また、個性豊かで、魅力にあふれ活力に満ちたまちづくりを進めるためには、次代を担う人材の育

成が必要である。 
 マニフェストは、「活力の創出」のため、8つの項目を掲げ、45の公約事業に取り組んできた。 
 各項目における公約事業については、すべての項目で実施率がＢ以上となっており、概ね実施されて

いる。なかでも、八戸ブランドの育成や企業誘致に力を入れて取り組み、成果が現れているとともに、

（仮称）八戸市中心市街地地域観光交流施設や魚市場機能統合整備事業など、これまで困難であった課

題についても積極的に進めている。一方、「海洋資源活用型バイオ先端技術関連産業振興研究事業」や

「田向土地区画整理事業における用途地域の見直し」など、実施に至っていないものも見受けられる。

 関連指標のうち、公約に含まれている 7 つの数値目標については、「観光客入り込み数」、「地域団体

及び一般商標登録件数」、「年間倒産件数」、「水産加工品生産高」の４項目が達成されており、「有効求

人倍率」、「事業所数」の２項目については、目標値には到達していないものの目標値との乖離は小さい

ことから、今後、目標の達成は可能と考えられる。一方、「中心商店街通行量」については、増加の目

標に対して減少しており、現時点では目標の達成は困難となっている。 
 また、満足度については、H19年と比較して7項目で増加するとともに、3項目で平均を上回っている

。なかでも、「来訪者・観光客の招致と「御もてなしサービス」の推進」と「地場産業の強化と中小企

業の安定化」、「新たな時代に向けた人材の育成」の満足度が高くなっている一方で、「中心市街地の活

性化・用途地域の見直し」や「企業誘致と新規産業の育成・雇用の創出」、「「攻めの水産業」「攻めの農

業」の確立」の満足度が低くなっている。 
 以上の取り組みの結果、公約全体の数値目標である「市民一人当たりの所得」は、目標値である259
万円に対して、 新値の平成18年度は274万円で、平成17年度と比較して27万円増加しており、現時点

において、数値目標は達成している。しかし、現在の厳しい経済情勢のもとでは、市民の実感とは乖離

があることから、引き続き、活力の創出に向けて取り組む必要がある。 
公約全体を総括すると、「中心市街地の活性化・用途地域の見直し」のように今後の成果を待って評

価すべき項目もあるものの、６項目で全体評価がＢ以上となっており、概ね達成されているものと考え

られる。 
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１１．．活活力力のの創創出出  
 

■マニフェスト本文 

 五年前、八戸市民一人当たりの所得は、平均で 280 万円でした。しかし、新幹線が開業したにもかかわ

らず、今日では 250 万円を大きく下回っています。私は八戸の市民力を結集し、また郷土の潜在力を引き

出しながら、減少傾向にある市民所得を一刻も早くプラスに転じさせ、4 年間で 5％以上増加させます。

このため、市長が先頭に立ち、観光客や企業の積極的誘致、八戸ブランドの確立、トップセールス、さら

には新たな時代に向けた人材の育成に全力で取り組みます。 

 
 
■関連指標 

① ５年前、八戸市民一人当たりの所得は平均で 280 万円でしたが、今日では 250 万円を大きく下回って

います。そこで、減少傾向にある市民所得を一刻も早くプラスに転じさせ、４年間で５％以上増加させ

ます。 

【数値目標１（マニフェスト掲載）】

平成 21 年 3 月に公表された平成 18 年度の市民所得では、平成 8 年度以降の市民所得の数値が遡及して改訂

されました。 

これによると、八戸市の一人当たり市民所得は、平成 12 年度の 262 万円を境に減少が続き、平成 16 年度に

は 238 万円まで減少しましたが、平成 17 年度以降は上昇に転じ、平成 18 年度は前年度比 11.0%増の大きな伸び

となる 274 万円となりました。  

（出典：平成 18 年度青森県市町村民経済計算） 

【データ】市民 1人あたり所得 

【基準値】H17 年度：247 万円 

【目標値】H21 年度：259 万円（H17 年度所得×1.05） 

【最新値】H18 年度：274 万円 

【達成率】105.8% 

【推 移】H11 年度：255 万円、H12 年度：262 万円 

H13 年度：250 万円、H14 年度：246 万円 

H15 年度：241 万円、H16 年度：238 万円 

H17 年度：247 万円、H18 年度：274 万円 

※ H19 年度の所得は H22 年 3 月に、H21 年度の

所得は H24 年 3 月公表予定 

関連指標①

259

262
255

246

250 247

238

241

274

200

220

240

260

280

300

H11 H13 H15 H17 H19 H21

（万円）

市 県 国

【参 考】 「市民所得」は、市内の雇用者報酬の他、財産所得、法人企業所得、個人企業所得の合計であり、

これを人口で割った「一人当たりの市民所得」は、企業所得が含まれるため個人の所得水準を示すも

のではありませんが、市の経済力を示す有効な指標として用いられています。 
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１-① 来訪者・観光客の招致と「御もてなしサービス」の推進 

 
■マニフェスト本文 

 現在、八戸への来訪者は年間約 450 万人です。私は「三社大祭」や「えんぶり」、種差海岸芝生地、蕪

島、縄文学習館、義経伝説ゆかりの地などの貴重な観光資源を最大限に活用・整備するとともに、郷土の

誇れる食文化を内外に積極的に宣伝して、この 4 年間で来訪者数を 500 万人台に乗せます。このためにも、

南郷区におけるグリーンツーリズムの本格的な展開、三陸海岸の資源を活かしながら、八戸が三陸観光の

起・終点となるような開発整備にも積極的に取り組むとともに、新井田川の都市内親水空間として位置づ

け、館鼻のビュースポット化を含めた新たな観光拠点構想を検討します。同時に、アンケートを実施しな

がら、また市民の皆さまのご協力を得ながら、来訪者・観光客にやさしい「まちづくり」に努めます。さ

らに、浦和レッズのサポーターや札幌よさこい祭りに匹敵するような、若者が夢中になれるような仕掛け

を、地元大学のアドバイスもいただきながら若い皆さまと相談し、早期に編み出します。 

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
１ 貴重な観光資源を最大限に活用・整備（「三社大祭」、「えんぶり」、種差海岸芝生地、蕪島、縄文学習館、

義経伝説ゆかりの地など） 

01 八戸市観光推進本部の設置 実施中 新規 0 観光課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 当市の一層の観光振興を図る

ため、市長を本部長とした庁

内組織を設置 

H18.5.9：本部組織会、第 1 回会議 
H18.8.8：第 2 回会議 
H18.12.19：第 3 回会議 
H19.5.8：第 4 回会議 
H19.11.6：第 5 回会議 
H20.2：第 6 回会議 
H21.3：第 7 回会議 

H21 年度以降：年３回程度、会議を

開催し、全庁的な連携体制のもと、

観光振興に向けて取り組む 

02 ｢八戸市種差海岸観光ビジョン｣策定事業 実施中 新規 0 観光課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 三陸海岸との連携を視野に入

れた種差海岸の観光振興ビジ

ョンの策定し、自然環境を計

画的に保全・維持しながら、

観光地としての施設整備を進

める 

H18.12.19：策定済 
H20 年度：「名勝・県立自然公園種差海岸の

整備」により種差海岸施設等改修事業を実

施、「渚ミュージアム魅力ブラッシュアップ

事業」によりトレッキングイベント等を実施

H21 年度：「名勝・県立自然公園種

差海岸の整備」により種差海岸遊歩

道改修を実施予定、「渚ミュージアム

魅力ブラッシュアップ事業」により

トレッキングイベント等を実施予定

03 ｢フィールドミュージアム八戸｣策定事業 実施中 新規 0 観光課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市内に点在する観光資源を連

携させるための｢フィールド

ミュージアム八戸｣構想を策

定 

H18.12：構想策定済 構想に基づき「渚ミュージアム魅力

ブラッシュアップ事業」を推進 

24 のマニフェ
スト項目毎に
作成します 

マニフェストに設定された、公約事業
（及び実施事業）の取組状況です 

特筆事項について
太字で記載 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
04 観光戦略アドバイザー事業 実施中 新規 4,255 観光課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 「観光戦略アドバイザー」を

委嘱（3 名）し、当市の観光

戦略の計画立案及び実施に対

する指導・助言を得る 

H19 年度：観光戦略アドバイザー会議を 5 回

開催 
H20 年度：観光戦略アドバイザー会議を 3 回

開催 
特に観光圏整備事業、八戸広域観光推進協議

会及びＪＴＢ首都圏の３店における「えんぶ

りキャラバン」などについて、助言が大いに

参考になった 
※市観光施策のほか観光圏整備事業、八戸広

域観光、いわて平泉キャンペーン等について

も随時助言 
<アドバイザー> 
１．創観光研究所代表 佐藤克夫氏 
２．㈱ＪＴＢ東北本社交流文化事業部地域貢

献推進部長 阿部昌孝氏 
３．東日本旅客鉄道㈱青森支店副支店長 奈

良隆模氏 

H21 年度まで実施予定 

05 天然記念物蕪島ウミネコ繁殖地保護事業 実施中 継続 13,002 文化財課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 天然記念物「蕪島ウミネコ繁

殖地」を適切に保護管理する

ための保護監視及びウミネコ

の生態調査の実施により、貴

重な観光資源を 大限に保

存・活用する 

S57 年度～：「ウミネコ繁殖地蕪島を守る会」

へ業務委託（ウミネコの外敵捕獲、イタズラ

等の監視、島内清掃、草刈り、保存・活用研

修会の実施） 

例年、ウミネコが飛来する 4～8 月

まで実施 

06 是川縄文の里整備事業 実施中 継続 199,973 文化財課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 是川遺跡及び遺跡周辺を生涯

学習及び観光・まちづくりの

拠点として整備するととも

に、縄文文化の情報を発信す

る 

H14～20 年度：是川遺跡の史跡指定地の買上

げ 
H15～19 年度：「縄文シンポジウム」開催 
H16～20 年度：出土木製品の復元製作 
H17・18 年度：木製遺物復元製作（5 点） 
H19 年度：史跡指定地の買上げ、出土木製品

の復元製作（10 点）、「縄文シンポジウム」開

催（入場者数 300 名） 
H20 年度：史跡指定地の買上げ、木製遺物復

元製作（6 点）、 
是川遺跡ＰＲ事業（是川公開トーク事業（4
回）、是川遺跡パネル展（3 回）） 

H21 年度：是川遺跡 PR 事業 
・「鼎談 縄文土偶の魅力」開催（市

制施行 80 周年記念） 
・是川公開トーク（3 回） 
・史跡是川遺跡草刈等委託（年 3 回）

・イメージキャラクター制作（公募）

H22 年度以降：史跡の追加指定と指

定地の買上げ 
・遺跡の復元整備事業等を実施 
・是川公開トークの実施 

07 博物館建設事業 実施中 継続 2,171,210 文化財課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 是川遺跡、風張遺跡などの発

掘成果を活用した展示や体験

交流などを行う（仮称）是川

縄文館（埋蔵文化財センター

併設）の建設 
・敷地面積 約 13,750 ㎡ 
・延床面積 約 4,593 ㎡ 
・工事費  約 26 億円 

H17～18 年度：建設予定地約 13,750 ㎡を取

得 
H18 年度：建築及び展示の基本設計、木製遺

物のレプリカ製作（12 点） 
H19 年度：建築及び展示の実施設計、木製遺

物のレプリカ製作（9 点） 
H20 年度：造成工事、建築工事、木製遺物の

レプリカ製作（9 点）、埋蔵文化財データベー

ス化の作業（～23 年度まで予定） 

H21 年度：建築・展示工事 
H22 年度：展示工事、外構・駐車場

工事 
H23 年度：開館 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
２ 郷土の誇れる食文化を内外に積極的に宣伝 

01 八戸ブランド商標登録支援事業 実施中 新規 718 商工労政課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 潜在的な地域資源をブランド

化に繋げるための支援 
・①地域団体商標、②「地域

名」＋「商品名」＋「識別力

のある図形や特殊文字」から

なる一般商標の出願及び登録

に対する支援（補助率 1/3、
10 万円上限） 

H18.8：5 つの商店街振興組合等が、当制度

を利用して連名で「八戸せんべい汁」の地域

団体商標を出願したが、登録ならず 
H20 年度：補助対象を、「地域団体商標」の

みから一般商標を含めた「地名入り商標」に

拡充 
八戸前沖さばブランド推進協議会が、当制度

を利用して一般商標「八戸前沖さば」他 1 件

を出願 

H21 年度 
・地域ブランドの構築に向けたコン

セプトづくりや計画策定などのブラ

ンド化の初期段階について支援を拡

充 
H22 年度以降 
・継続して支援を実施 

02 ＩＣＴ活用地域産業支援実証実験事業 実施済 新規 12,000 商工労政課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 ブログやＳＮＳ等のＩＣＴの

活用により、消費者と生産者、

支援する第三者等の情報とコ

ミュニケーションをつなぎ、

地場産業振興とブランド化を

促す実証実験の実施 

H19.7.18：（財）地方自治情報センターより、

H19 年度[e-コミュニティ形成支援事業]が採

択される 
H19.10.5：協同組合八食センターと委託契約

を締結 
H20.3.31：実証実験終了 

・実証実験の結果、ホッキガイ等の

販売ルートの開拓につながった。 
・八食センターのホームページで、

インターネット通販を実施中。 

03 八戸せんべい汁の普及活動支援 実施中 新規 1,500 観光課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 当市を代表する地域ブランド

である「八戸せんべい汁」の

振興のため、「八戸せんべい汁

研究所」の活動を支援 

支援に伴う「八戸せんべい汁研究所」の活動

実績 
H18 年度：八戸せんべい汁の取り組みについ

てＰＲ 
H19.6.2～6.3：「第２回Ｂ－１グランプリ in
富士宮」出展、「八戸せんべい汁」が準グラン

プリ獲得、来場者数 約 25 万人 
H20.3：「八戸せんべい汁飲食店ガイドマッ

プ’08 年版」完成、作成部数 ３万部（補助

対象） 
H20.11「第 3 回Ｂ－１グランプリ in 久留米」

出展、2 大会連続で準グランプリ獲得、「八戸

せんべい汁」及び「八戸市」の認知度アップ

につながった 

H21.9「第 4 回Ｂ－１グランプリ」

への参加等、八戸せんべい汁研究所

の活動に対して助成・八戸せんべい

汁だけでなく、南部せんべい文化、

さらには八戸の食文化まで拡大し、

その普及活動を支援することで、さ

らなる観光・物産振興を図る。 

04 はちのへ朝市マップ作成事業 実施中 新規 2,042 観光課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 郷土の食文化を積極的にＰＲ

するため、市内で開催されて

いる朝市を紹介するマップを

作成 

H19.7：青森県地域づくり推進ソフト事業助

成金交付決定 
H19.10：朝市と横丁マップ作成業務委託契約

H20.2：「朝市と横丁マップ」10,000 印刷、

市内ホテル等に配布、市 HP 掲載 
H20 年度：朝市の先進地視察、ビジネス客を

中心とした観光客に非常に人気があり「朝市

と横丁マップ」を 6,000 部増刷 
H20.10.18～19：全国朝市サミット 2008ｉｎ

もりおか参加 

・「朝市と横丁マップ」20,000 部増

刷 
・旅行ＡＧＴへのＰＲ活動 
・旅行商品造成 
・朝市サミットの開催誘致 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
３ 南郷区におけるグリーンツーリズムの本格的な展開 

01 観光農園振興補助金 実施中 拡充 1,150 農林建設課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 地場産品の消費拡大及びグリ

ーンツーリズムの促進のた

め、観光農園のＰＲ活動（看

板、のぼり、ポスター、チラ

シの製作やラジオＣＭ放送な

ど）に対し助成 

～H17 年度：事業主体：八戸市南郷区果樹振

興協議会 
H18.4：八戸市南郷観光農業振興会が設立さ

れ、事業主体が変更。 
H19 年度：新たにラベンダー観光農園及びい

ちご観光農園が加入したことから、区内の観

光農園入園者数は、6,300 人を超え過去最高

を記録（H17 年度までは、4,000 名前後で推

移） 
H20 年度：観光農園（６月 さくらんぼ、７

月 ブルーベリー、10 月 りんご、１月 い

ちご）のＰＲ（表示看板やのぼりの製作、観

光農園ポスターやチラシの製作、ラジオＣＭ

放送等）チラシの配布先を旧八戸市公民館に

も拡大しＰＲ。霜雹被害により作柄に影響が

出たため、入園者数が 5,200 人に減少した。

観光農園地の表示看板製作やのぼり

製作、観光農園ポスターやチラシの

製作、ラジオＣＭ放送等、観光農園

をＰＲする 
H21 年度：・事業内容や補助率の見

直しを予定 

 
４ 三陸海岸の資源を活かしながら、八戸が三陸観光の起・終点となるような開発整備 

01 渚ミュージアム魅力ブラッシュアップ事業 実施中 新規 23,995 観光課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 名勝・県立自然公園種差海岸

の認知度向上のためのソフト

事業（トレッキングイベント、

講演会の開催、音声ガイダン

スシステムの導入）の実施 

H19.7：「黛まどか」と種差海岸俳句 ing 実施

H19.9：「山村レイコ」とエコウォークｉｎ種

差海岸 
H19.9：ＦＭ電波を利用した音声ガイダンス

システムを 10 カ所に設置 

H20 年度：椎名誠と行く！デジカメ片手の種

差海岸「みちくさトレッキング」、種差海岸地

区再生計画策定、種差海岸「磯っ食物語＆グ

ルメ童話」食楽ＰＲ大作戦、種差海岸案内パ

ンフレット作成 

21 年度 
・種差海岸トレッキングイベント事

業 
・種差海岸音声ガイダンスシステム

保守委託 
・種差地区再生計画策定業務 
・種差海岸案内パンフ作成事業 
・八戸港みなとの賑わい・交流づく

り支援事業 
22 年度以降 
・「種差海岸観光ビジョン」に基づき

事業展開 

02 旅行雑誌「北三陸・八戸」発行連携事業 実施済 新規 4,000 観光課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 代表的な旅行雑誌「るるぶ岩

手」の別冊版（ブックインブ

ック）の発行 

H19.4～久慈・宮古・八戸地域で発行に向け

ての打合せ開催 
H19.5： 契約先決定（JTB パブリッシング）

H19. 6～7： 出版社と各協議会と掲載内容に

ついて協議 
H19. 8～9： 取材及び情報提供 
H20.2：発売（初回 8.1 万部）、配布用別冊

版（1.5 万部） 
H21.2：「るるぶ岩手」発行（15 万部） 

―――― 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
03 三陸・八戸観光キャンペーン事業 実施中 新規 1,300 観光課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 当市と三陸海岸地域の市町村

による広域観光の共同ＰＲ 

H19.9.28～30：横浜駅にておんでやぁんせ八

戸キャンペーン開催（えんぶり披露、八戸・

久慈地域観光 PR、クイズ、じゃんけん大会）

H20.9：おんでやぁんせ八戸・久慈キャンペ

ーン（大宮駅） 

・八戸と三陸地域の連携強化を図る

・H22 年度は新青森駅開業キャンペ

ーン、H23 年度は開業アフターキャ

ンペーンが企画されており、H23 年

度までは事業継続予定 

04 名勝・県立自然公園種差海岸の整備 実施中 継続 20,660 観光課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 来訪者が快適に散策できるよ

うに、遊歩道（補修、拡充）、

東屋、ベンチ、トイレ（改修）、

案内板等を段階的に整備 

H18 年度：◆種差海岸遊歩道路盤改修工事 
・深久保漁港付近及びコウモリ穴付近遊歩道

にボードウォークを設置 
H19 年度：◆種差海岸遊歩道等改修工事 
・深久保漁港付近の階段に手摺り設置 
・コウモリ穴付近遊歩道に木質系舗装敷設等

H20 年度：◆種差海岸施設等改修事業 
・種差キャンプ場炊事場の改修整備 
・葦毛崎展望台付近の遊歩道に木質系舗装敷

設 
・葦毛崎身障者用展望台に車椅子のまま利用

できるテーブル、ベンチを設置 

21 年度 
・種差海岸遊歩道改修工事 
22 年度以降 
・種差海岸遊歩道整備工事 
・高岩展望台付近の遊歩道整備工事

・東屋、ベンチ、トイレ等の段階的

整備 

 
５ 新井田川を都市内親水空間として位置付け 

01 新井田川河口部憩いの空間整備事業 実施中 新規 33,923 道路建設課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 新井田川流域のうち湊橋から

下流域について、景観に配慮

した憩いの空間整備による回

遊性の向上 

H18 年度：関係機関、庁内関係課との打ち合

わせ 
H19.7～12：新井田川河口部への憩いの空間

整備計画検討委員会（4 回） 
H20.3：市長へ「新井田川河口部憩いの空間

整備計画」報告 
H20.9～：関係機関との協議、地域住民との

合意形成 
H20.11：白銀湊臨港線測量・設計委託契約（設

計完了） 

H21 年度： 
右岸（750m）：用地買収、移転補償

着手 
左岸（500m）：右岸の整備進捗を見

極めて着手 
・右岸の整備期間は概ね 5 年程度 
・左岸は右岸の整備進捗を見極めて

から着手 

 
６ 館鼻のビュースポット化を含めた新たな観光拠点構想を検討 

01 館鼻公園整備事業 実施中 拡充 310,000 公園緑地課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 観光ビュースポットとして八

戸港や市内一円が見渡せる展

望塔を核施設とした、湊地区

のシンボルとなる館鼻公園の

整備 

H8 年度：事業着手 
H17 年度：展望塔実施設計 
H18 年度：展望塔の建設・完成 
H19.4.25：展望塔（グレットタワーみなと）

オープン 
H20.3：公園南側駐車場整備完了 
H20 年度：大型観光バス対応として公園北側

に駐車場用地購入、階段の改修工事 
H21 年度：前年度に引き続き駐車場の整備 

H24 年度事業完了予定 
今後、測候所官舎跡地 400 ㎡購入、

休憩所の整備、急傾斜法面の防護を

行う予定 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
７ 来訪者・観光客にやさしい「まちづくり」（アンケートの実施、市民の協力も得ながら） 

01 観光ボランティアガイド育成事業 実施中 新規 600 観光課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 八戸観光コンベンション協会

が開催する、観光ボランティ

アガイド団体対象の講習会、

市民も対象としたホスピタリ

ティ向上セミナーに対する補

助金 

H19 年度 
・観光ガイド体験会・情報交換会、おもてな

しセミナー等 
H20 年度 
・観光先進地ガイド体験会（黒石市） 
・魅力発見ツアー観光ガイド体験会（種差海

岸・中心街） 
・おもてなしセミナー 
・日本交通公社の「児童･生徒たちによるボラ

ンティアガイド普及促進事業」に採択（郷土

の学習、おもてなしセミナー、ガイド実践、

パンフレット作成） 

当事業を継続し、各ガイド団体間の

連携強化、ガイドのレベルアップと

ガイドの有料化、会員数の増加を図

る 

02 観光シーズ募集発掘事業 実施中 新規 400 観光課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市民や観光客から、観光情報

（自然・店・食べ物・隠れた

観光スポット等）やモデルコ

ースを募集 

H19.6.20～9.30：第 1 回「こんなにもある！

八戸」観光情報募集 
１ 私だけのとっておき観光スポット募集 
２ 私がトラベルプランナー八戸観光モデル

コース 
応募数： 観光スポット 58 件、モデルコース

20 件（HP で公開中） 
H19.11：優秀作品記念品贈呈（17 名） 
H19.12.3～H20.3.2：第 2 回募集開始 
H20 年度：H19 年度実施の観光情報を分析

し、観光資源あるいは観光コースとなりうる

か検討 

H21 年度：H22 以降の事業の実施方

法を検討 

 
８ 浦和レッズサポーター、札幌よさこい祭りに匹敵するような、若者が夢中になれるような仕掛けを、地元

大学のアドバイスもいただきながら若い皆様と相談し、早期に編み出す 

01 若者が夢中になれるような仕掛けの創出 検討中 新規 0 政策推進課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 大学、学生との意見交換の場

の整備及びアンケート調査の

実施により、八戸ならではの

若者が夢中になれるような仕

掛けを創出する 

H19.1:学生アンケート調査実施（「若者が夢

中になれる仕掛け」の提案） 
H19.3:アンケート結果・提案内容の取りまと

め 
H19.10.31：若者の交流拠点となっていたエ

スタシオン（三日町の空き店舗を活用した施

設の名称）閉館（八戸ＴＭＯ推進会議主催）

H21 年度 
・（仮称）八戸市中心市街地地域観光

交流施設の施設活用基本計画の策定

を通じて、エスタシオンの様な若者

の交流拠点としての機能を設ける 

 

事業費計 2,800,728  

 
着 手 率  実 施 率 

100％  95.2％ 

当該マニフェスト項目に関連する
実施事業の実施率です 

(実施済＋実施中)／全事業 

当該マニフェスト項目に関連する実施事業の着手率です
(実施済＋実施中＋実施予定＋検討中)／全事業 

※進捗状況「未定」は除く 
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■関連指標 

① 八戸への来訪者数は年間約 450 万人ですが、４年間で来訪者数を 600 万人台に乗せます。 

【数値目標２（マニフェスト掲載）】

「来訪者数」の把握として、「観光客入り込み数」を用いています。 

平成 17 年当時、旧八戸市分のデータ（H16 年：458 万人）をもとに目標値を設定していたことから、市全体

の目標値を 500 万人から 600 万人に再設定しました。 

平成 19 年の観光客入り込み数は 573 万人となっており、対前年比で 28 万人の増加となっています。  
（出典：青森県観光統計概要） 

【データ】観光客入り込み数 

【目標値】H21 年：500 万人台 

【最新値】H19 年：573 万人（H20.11 公表） 

【達成率】114.6% 

【推 移】H16 年：506 万人 

（旧八戸市：458 万人、旧南郷村 48 万人）

H17 年：590 万人 

H18 年：545 万人 

H19 年：573 万人 

関連指標①

600

573
545

590

506

400

500

600

700

800

H16 H17 H18 H19 H20 H21

（万人）

4,000

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000
（県：万人）

青森県 八戸市

青森市 弘前市

 
② 県内主要駅 1日平均乗車人員（評価 Ｂ）  

関連指標②

4,9504,903
4,626

5,145

4000

5000

6000

7000

8000

9000

H16 H17 H18 H19

（人）

八戸駅 青森駅 弘前駅

 

 

【出典】JR 東日本ホームページ 

【Ｈ19 増減率（対 H17）】 

八戸駅 4.9%、青森駅△0.7%、弘前駅 0.0%で、八戸駅が

最も高くなっている。 

 

 
③ 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

１-① 来訪者・観光客の招致と「御もてなしサービス」

の推進 
1.15 1.30 1.36 ↑ 

（行政分野別の内訳） 
八戸ブランドの育成 1.08 1.28 1.49 ↑ 
観光ＰＲの推進 1.13 1.26 1.26 ↑ 
受入体制の充実 1.52 1.64 1.58 ↑ 
観光資源の充実 0.80 0.95 1.02 ↑ 
良質な都市空間の整備（水辺空間） 1.24 1.36 1.43 ↑ 

 

数値目標（マニフェスト掲載）や、当該マニフェスト項目に
関連する指標を掲載します 

平成 19 年度より毎年実施している有識者
のアンケート調査の結果を掲載します 

アンケートの推移は、H19 数値と H21 数値を
比較し、増減を表したものです 



１．活力の創出 

①来訪者・観光客の招致と「御もてなしサービス」の推進 

11 

 
■マニフェスト項目の評価 

 

 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ｂ Ａ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

１－① 

来訪者・観光客の招致と「御も

てなしサービス」の推進 95.2.% Ａ（114.6%） （Ｂ）→Ａ ↑（1.36） 
Ａ 

 

 

 

 

平成14年の東北新幹線八戸駅の開業を契機に、多くの来訪者・観光客が八戸市に訪れている。また、平

成22年の東北新幹線新青森駅の開業にともない、さらに多くの人々が県内に訪れることが予想されるため、

八戸市の多くの資源を 大限に生かしていくことが求められている。 
マニフェストは、来訪者・観光客の招致と「御もてなしサービス」の推進のため、８つの公約事業を掲

げ、八戸市は21の実施事業に取り組んできた（2,800,728千円）。 
主な事業内容として、八戸市全体を屋根のない大きな博物館に見立て、種差海岸をはじめ市内に点在す

る観光資源を連携させる「フィールドミュージアム八戸」構想を平成18年12月に策定し、効果的な観光Ｐ

Ｒを展開している。平成19年４月に八戸港や市内一円が見渡せる展望塔（館鼻公園：グレットタワーみな

と）がオープンしたほか、（仮称）八戸市中心市街地地域観光交流施設や（仮称）是川縄文館などの観光拠

点の整備を積極的に進めてきており、学生アンケート調査結果等を参考に検討中である「若者が夢中にな

れるような仕掛けの創出」をのぞいて、公約事業はすべて実施されている（実施率95.2％）。 
 これに対して、数値目標である「観光客入り込み数」の目標値500万人（再設定目標値600万人：南郷村

との合併前の旧八戸市分のデータをもとに目標値を設定していたため、目標値を再設定）に対して、 新

値の平成19年は573万人と、目標を達成している。県全体の動向と同様に増加傾向にあるなか、平成17年
と比較し、平成18年及び平成19年ともに減少となっているが、主な要因として、天候によるイベントの開

催数や集客数への影響などが考えられる。また、県内三市との比較では、全国的な桜の名所などのある弘

前市と大きな差はあるものの、ねぶた祭で有名な青森市との差は少なくなってきている状況である。 
 「県内主要駅１日平均乗車人員」では、青森駅及び弘前駅がほぼ横ばいで推移している中、八戸駅は年

々増加傾向にある。 
満足度では、年々上昇傾向にあり、平成21年は1.36で、平成19年と比較して0.21ポイント増加している。

関連する全ての分野において、平成19年との比較では上昇しており、特に「観光資源の充実」の分野で高

い上昇率となっている。 
以上、公約事業は概ね実施されており、数値目標は達成され、その他の指標も高い水準にあることから、

マニフェスト項目全体の評価はＡといえる。 
 

 

公約事業の取組状況や、関連指標の動向をもとに、
マニフェスト項目毎に、達成状況を総括します 

マニフェスト項目の各項目の評価を一覧表に
して掲載します 

関連指標（数値目標、その他
指標、満足度）を総括した評
価を表します 

当初の「その他指標」の評価
を表します 

満足度により補正した後の「そ
の他指標」の評価を表します 
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１-② 中心市街地の活性化・用途地域の見直し 

 
■マニフェスト本文 

 中心市街地の多くの方々は、通行量の著しい減少で苦しんでいます。場所によっては過去 4 年間で半減

しており、商店街は寂れ、市全体のイメージを著しく低下させる要因にもなっています。私は、商工会議

所の TMO 構想を大いに推進するとともに、快適な歩道空間の整備や市街地でのイベント開催、南郷区産農

産物のマーケット開催に積極的に取り組みます。また、地元大学等のサテライト機能も有する生涯学習セ

ンターや「三社大祭」、「えんぶり」の実演を紹介する体験型複合観光センターなどの中核的な施設を市の

中心部に整備します。さらに、中心市街地を「八戸の顔」に位置づけた観光拠点化を推進し、「全ての観光

客が必ず訪れるまち」となるようテーマ性のある中心市街地構想を平成 18 年度中に策定し、この構想に

添って商店街の再整備に協力いただける商店への助成制度を創設するとともに、バリアフリー化の推進、

居住空間確保のための助成制度の創設、福祉施設の市街地移転にも取り組みます。これからの 4 年間で通

行量を 2 割以上増加させ、市街地を活性化させます。 

 また、区画整理による計画的な市街地整備を進めている地域において、当該区画整理が財政的に破綻す

ることのないよう、都市計画全体との整合性を図りつつ、必要性が高いと判断された場合においては、用

途地域の見直しについて柔軟に対応します。 

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
９ 商工会議所のＴＭＯ構想を大いに推進 

01 まちづくり推進事業 実施中 拡充 27,150 商工労政課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 中心市街地活性化の推進を図

るための八戸商工会議所内

「まちづくり推進室」への市

派遣職員の人件費補助 

H17.12～：ＴＭＯ推進会議への参画 
H18 年度：ＴＭＯ運営事業補助金によりＴＭ

Ｏ推進室（八戸商工会議所）に派遣した市職

員人件費相当分を補助 
H19 年度：TMO 推進室から「まちづくり推

進室」へ改称。引き続き派遣市職員人件費相

当分を補助 
H19.10.25：㈱まちづくり八戸設立 
H19.11.7：八戸市中心市街地活性化協議会設

立（事務局：まちづくり推進室） 
H20 年度：引き続き市職員をまちづくり推進

室へ派遣 

H21 年度：引き続き市職員をまちづ

くり推進室へ派遣 
H22 年度以降の取り扱いについて

は、まちづくり推進室の業務等勘案

しつつ、商工会議所との協議により

検討 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
02 中心市街地活性化協議会運営補助金 実施中 新規 4,525 中心市街地活性化推進室

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 中心市街地活性化の推進を図

るための、八戸市中心市街地

活性化協議会への運営費補助

（補助率 1/3、上限 3,000 千

円）を行う 

H19.11：八戸市中心市街地活性化協議会 設

立 
H20.5：八戸市中心市街地活性化協議会 幹

事会、臨時会 
H20.7：内閣総理大臣による八戸市中心市街

地活性化基本計画の認定 
H20.9：八戸市中心市街地活性化協議会 IC
カード部会 
H20.10：中心市街地テナントミックス調査研

究事業開始 
 八戸市中心市街地活性化協議会幹事会 
 八戸市中心市街地活性化協議会 
H20.11：タウンマネージャー設置 

H21、22 年度：引き続き運営費を補

助 
当事業は 22 年度で終了 

 
10 快適な歩道空間の整備 

01 交通安全施設整備事業（くらしのみちゾーン） 実施中 継続 489,938 道路建設課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市道上組町湊線及び鷹匠小路

線の電線共同溝整備、歩道拡

幅及びバリアフリー化（十一

日町～十六日町、鷹匠小路） 

H16 年度：「くらしのみちゾーン基本計画」

策定 
H17 年度～：市道上組町湊線の整備開始 
H19 年度： 
・市道上組町湊線における電線共同溝整備

（L=153m、完 
了）、歩道整備（L=116m、完了） 
H19～20 年度： 
・市道鷹匠小路線における電線共同溝整備

（H19：L=93m、H20：L=157m) 

H21 年度： 
・市道上組町湊線における電線共同

溝整備（L=157m）、電線協働溝詳細

修正設計（L=330m）、車道の切削オ

ーバーレイ（L=184m) 
・市道鷹匠小路線における電線共同

溝の引込管、連係管路、連係設備の

施工実施 

02 国道 340 号特定交通安全施設等整備事業 実施中 継続 0 道路建設課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 県による電線共同溝・歩道の

整備（廿三日町、事業費 4
億 7,193 万円、延長 280m） 

H13 年度～：実施中 
H19 年度：事業費 1 億 4 千万円 
 北側：歩道工事、八戸テレビケーブル移設、

通線、抜柱 
 南側：下水道汚水枡移設、水道管移設、ガ

ス管移設、電線共同溝本管設置工事 
H20 年度：事業費 1 億 5,193 万円 
 電線共同溝本管設置工事（H19 繰越）、引

込管・連系管路工事・連系設備工事、南側通

線、抜柱、北側歩道残部工事（H19 繰越）及

び南側歩道工事 
H21.3 月末までに歩道工事完了 

H21.7 月末までに、車道切削オーバ

ーレイを施工し、事業完了予定 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
11 市街地でのイベント開催 

01 中心市街地商業等活性化事業 実施中 継続 3,500 商工労政課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 八戸中心商業街区活性化協議

会が開催する「にぎわいスト

リートフェスティバル」に対

する助成 

H15 年度：実験事業として開始 
H16～18 年度：年 3 回開催したフェスティバ

ルに助成 
H19 年度：年 2 回開催（6/24、9/9）のフェ

スティバルに助成 
H20 年度：年 2 回開催（6/29、9/7）のフェ

スティバルに助成 

H21 年度： 
実施主体…未定（八戸中心商業街区

活性化協議会が 21 年 4 月に解散予

定のため、当該団体に代わる新たな

商店街団体が実施する予定。） 
イベント内容…三日町、十三日町の

国道 340 号を歩行者天国とし、市民

グループのライブパフォーマンス

等、多彩なイベントを行うことで、

中心市街地の活性化を図る。 

 
12 南郷区産農産物のマーケット開催 

01 観光農園振興補助金 実施中 拡充 1,150 農林建設課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 地場産品の消費拡大及びグリ

ーンツーリズムの促進のた

め、観光農園のＰＲ活動（看

板、のぼり、ポスター、チラ

シの製作やラジオＣＭ放送な

ど）に対し助成 

～H17 年度：事業主体：八戸市南郷区果樹振

興協議会 
H18.4：八戸市南郷観光農業振興会が設立さ

れ、事業主体が変更。 
H19 年度：新たにラベンダー観光農園及びい

ちご観光農園が加入したことから、区内の観

光農園入園者数は、6,300 人を超え過去最高

を記録（H17 年度までは、4,000 名前後で推

移） 
H20 年度：観光農園（６月 さくらんぼ、７

月 ブルーベリー、10 月 りんご、１月 い

ちご）のＰＲ（表示看板やのぼりの製作、観

光農園ポスターやチラシの製作、ラジオＣＭ

放送等）チラシの配布先を旧八戸市公民館に

も拡大しＰＲ。霜雹被害により作柄に影響が

出たため、入園者数が 5,200 人に減少した。

・観光農園地の表示看板製作やのぼ

り製作、観光農園ポスターやチラシ

の製作、ラジオＣＭ放送等、観光農

園をＰＲする 
H21 年度：・事業内容や補助率の見

直しを予定 

 
13 地元大学等のサテライト機能も有する生涯学習センターや体験型複合観光センターなどの中核的な施設を

市の中心部に整備 

01 （仮称）地域観光交流施設整備事業 実施中 新規 3,438,948 中心市街地活性化推進室

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 「中心市街地を再生させ、ま

ちに賑わいを取り戻す。」契機

となるよう、（仮称）八戸市中

心市街地地域観光交流施設を

整備 

H18.9：基本構想策定 
H18 年度：用地取得（2 件）、基本設計開始 
H19 年度：用地取得完了（2 件）、基本設計

完了、実施設計開始、解体工事開始 
H20 年度：実施設計完了、解体工事完了、修

正設計完了、施設活用基本計画等策定開始、

整備工事発注 

H21 年度 
・ソフト関連（施設活用実施計画等

策定）（～9 月） 
・調査業務（電波障害調査、実際に

障害物件が発生した場合の補償工

事） 
H22 年度 
・整備工事（建設工事、施設内の情

報・映像ｼｽﾃﾑ（ﾊｰﾄﾞ･ｿﾌﾄ）整備） 
・開館準備（各種広報 PR 事業、ﾌﾟ

ﾚｲﾍﾞﾝﾄ･ｵｰﾌﾟﾆﾝｸﾞｲﾍﾞﾝﾄ･開館ｾﾚﾓﾆｰ

等） 
・その他（施設管理者選定） 
※H22 年度開館予定 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
14 中心市街地を「八戸の顔」に位置付けた観光拠点化を推進し、「全ての観光客が必ず訪れるまち」となるよ

うテーマ性のある中心市街地構想の策定 

01 中心市街地活性化基本計画策定事業 実施中 新規 10,341 中心市街地活性化推進室

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 改正中心市街地活性化法に基

づく中心市街地活性化基本計

画の策定 

H19.10：㈱まちづくり八戸 設立 
H19.11：八戸市中心市街地活性化協議会 設

立 
H20.7：内閣総理大臣よる八戸市中心市街地

活性化基本計画の認定 

H21.4：計画変更手続 開始 
H21.7：計画変更 認定（予定） 
計画のフォローアップ、新規事業の

掘り起こしのほか、基本計画に掲載

された各事業について、国の戦略補

助金等各種助成制度の申請へ向け

て、国・県と協議 

02 本八戸駅通り地区整備事業 実施中 拡充 12,126 都市政策課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 八戸市中心市街地の玄関口で

ある本八戸駅から都心地区を

結ぶ都市計画道路 3・5・1 号

（県道）の整備促進 
本八戸駅通り地区のにぎわい

創出に関わる計画の策定 

H18 年度 
・寄り合い（まちづくりワークショップ）開

催（７回） 
・内丸地区（本八戸駅通り）まちづくり基本

構想策定 
H19 年度 
・「本八戸駅通りまちづくり促進協議会」設

立 
・「本八戸駅通りまちづくり促進協議会」定

例会開催（毎月１回） 
・寄り合い（ワークショップ）開催（3 回）

・「本八戸駅通りまちづくり基本計画」策定 
H20 年度 
・事業計画の骨子（案）を含む調査報告書を

作成 
・本八戸駅通りまちづくり促進協議会で県要

望実施 

H21 年度： 
・（仮）まちづくり景観フォーラム開

催 
・寄り合いの継続開催と、まちづく

り協定の検討 

 
15 （上記の）構想に添って商店街の再整備に協力する商店への助成制度創設 

01 商店街ビジョン策定等支援事業 実施中 新規 3,500 商工労政課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 商店会等が実施する、地域住

民と一体となって今後の商店

街のあり方やその実現に向け

て自らが取組める事業を盛り

込んだビジョンの策定経費に

対する補助 

H20 年度：4 商店会（十三日町商店街振興組

合、商店街振興組合三日町三栄会、鷹匠小路

商業振興会、長横町商店会）が将来ビジョン

策定 

H21 年度：2 商店会（十八日町商店

会、湊商栄会）で事業実施予定 
H22 年度以降：商店街等にヒアリン

グ調査、アンケート調査を行いなが

ら、当制度の見直しも含めたより効

果的な商店街支援施策を検討 

02 商店街再整備支援事業 検討中 新規 0 商工労政課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 商店街将来ビジョン策定等支

援事業を実施し、将来ビジョ

ンを策定した商店会等に対

し、当該ビジョンに基づくハ

ード整備事業について支援 

H18～20 年度：支援スキームの検討 引き続き支援スキームを検討 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
16 バリアフリー化の推進（中心市街地） 

01 交通安全施設整備事業（くらしのみちゾーン） 実施中 継続 489,938 道路建設課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市道上組町湊線及び鷹匠小路

線の電線共同溝整備、歩道拡

幅及びバリアフリー化（十一

日町～十六日町、鷹匠小路） 

H16 年度：「くらしのみちゾーン基本計画」

策定 
H17 年度～：市道上組町湊線の整備開始 
H19 年度： 
・市道上組町湊線における電線共同溝整備

（L=153m、完 
了）、歩道整備（L=116m、完了） 
H19～20 年度： 
・市道鷹匠小路線における電線共同溝整備

（H19：L=93m、H20：L=157m) 

H21 年度： 
・市道上組町湊線における電線共同

溝整備（L=157m）、電線協働溝詳細

修正設計（L=330m）、車道の切削オ

ーバーレイ（L=184m) 
・市道鷹匠小路線における電線共同

溝の引込管、連係管路、連係設備の

施工実施 

02 国道 340 号特定交通安全施設等整備事業 実施中 継続 0 道路建設課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 県による電線共同溝・歩道の

整備（廿三日町、事業費 4
億 7,193 万円、延長 280m） 

H13 年度～：実施中 
H19 年度：事業費 1 億 4 千万円 
 北側：歩道工事、八戸テレビケーブル移設、

通線、抜柱 
 南側：下水道汚水枡移設、水道管移設、ガ

ス管移設、電線共同溝本管設置工事 
H20 年度：事業費 1 億 5,193 万円 
 電線共同溝本管設置工事（H19 繰越）、引

込管・連系管路工事・連系設備工事、南側通

線、抜柱、北側歩道残部工事（H19 繰越）及

び南側歩道工事 
H21.3 月末までに歩道工事完了 

H21.7 月末までに、車道切削オーバ

ーレイを施工し、事業完了予定 

03 バリアフリー化推進事業 実施中 新規 580 健康福祉政策課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 バリアフリー店舗、安全・安

心な散策コースなどの情報提

供、バリアフリー講習会の開

催、体験学習の推進 

H18～19 年度：民間ボランティア団体による

ＨＰ上でのバリアフリー店舗情報の提供、Ｎ

ＰＯ法人及び市社会福祉協議会による散策

支援のための四輪駆動電動車椅子の無料貸

出 
H19.11～12：バリアフリー講習会開催（5 回、

87 名参加） 
H20 年度：バリアフリー講習会開催（5 回、

101 名参加） 

H21 年度以降： 
障害者による講義、実技体験（高齢

者疑似体験、車椅子操作体験）を引

続き実施予定 



１．活力の創出 

②中心市街地の活性化・用途地域の見直し 

17 

 
公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
17 居住空間確保のための助成制度の創設 

01 中心市街地居住促進事業 実施中 新規 256 建築住宅課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 中心市街地における民間事業

者建設による借上市営住宅の

導入 

H19 年度 
・他都市事例調査研究、導入検討 
H20 年度 
・借上市営住宅制度要綱、補助金交付要綱等

の制定 
・プロポーザル方式による募集 
・事業者選定（21 年 3 月） 

Ｈ21 年度 
・借上市営住宅供給事業者と協定書

の締結、実施設計、建築確認申請 
Ｈ22 年度 
・補助金交付申請、工事着工 
Ｈ23 年度 
・工事竣工、賃貸借契約の締結、入

居開始（～Ｈ43 まで管理運営） 

02 中心市街地まちなか住宅取得支援事業 実施中 新規 20,029 中心市街地活性化推進室

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 中心市街地内における定住を

促進するため、住宅の取得等

をする者に対して補助金を交

付する 

H20.7：八戸市中心市街地活性化基本計画の

認定 
H20.8～：制度設計開始 
H21.3：制度設計完了 

H21 年度 
・補助事業開始（40 戸、上限 500
千円） 
H22 年度以降 
・引続き事業実施 
・補助金が交付された者に対してア

ンケートを実施し、施策の効果等の

調査を実施 

 
18 福祉施設の市街地移転 

01 中心市街地における福祉施設の立地促進 検討中 新規 41 健康福祉政策課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 中心市街地における福祉関連

施設の立地促進 

H19.2：障害者まちなか交流スペース「みな

と」（廿三日町）の開設、中心市街地での福

祉関連施設の立地状況調査 
H19.6：福祉施設市街地移転に関する意見・

要望調査 
 対象：市内に本部を置く医療法人又は医療

施設の代表者 265 名と、市内に本部を置く社

会福祉法人の代表者 79 名 
H19.8：調査結果のホームページ公開 
 回収率：医療機関代表者（42.64％）、社会

福祉法人代表者（回収率 48.10％） 
【調査結果概要】 
医療機関及び社会福祉法人代表者の８割以

上が、「中心市街地に当該施設を新改築・移

転する考えがない」とする回答 
理由： 医療機関代表者の高齢化、後継者不

足 
  ： 中心市街地での医療機関の飽和状態 
  ： 中心市街地の低い集客力 

・当面、中心市街地の状況を注視し

ながら、今後の個別具体的事例が起

こった場合に、支援策について対応

を検討 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
19 都市計画全体との整合性を図りつつ、区画整理地域における用途地域見直しについて柔軟に対応 

01 田向土地区画整理事業における用途地域の見直し 検討中 拡充 0 区画整理課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 保留地処分の促進方策とし

て、区画整理区域内の幹線道

路沿いの土地利用の増進を図

るため、用途地域の見直し 
（現在の用途地域：第 1 種低

層住居専用地域・第 2 種低層

住居専用地域） 

H18.7.10：八戸市商業アドバイザリー会議初

会合 
H19.1.26：アドバイザリー会議の検討結果を

受け、市長が大型店舗立地を容認しない方針

を市議会議員全員協議会で報告 
H19.6.26：組合が地区内及び周辺地区住民か

ら商業施設に関する意見を聴取 
H19 年度：住民の意見を踏まえて組合と用途

地域の変更について協議、具体的な施設（の

配置）の案・用途地域の変更案を検討 
H20.6：消防本部・八戸消防署庁舎の老朽化

による新庁舎建設用地決定 
H20.9.30：組合が商業施設誘致による保留地

売却の促進のための用途地域の変更につい

て八戸商工会議所に説明し、意見を求める 

・組合の土地利用計画が固まり次第、

用途地域の見直しの手続きを進める

予定 

 

事業費計 4,012,084  

 
着 手 率  実 施 率 

100％  83.3％ 
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■関連指標 

① ４年間で中心市街地の通行量を２割以上増加させます。 

【数値目標３（マニフェスト掲載）】

数値目標の「２割増」は、日曜日と月曜日の平均で８万人台に減少した通行量を 10 万人へ回復するという目

標からきたものですが、ここでは、調査値との整合上、日曜日と月曜日の２日間合計通行量で 200,000 人以上

（＝10 万人×２日）を目標値とします。 

平成 20 年の中心市街地の通行量は 102,289 人となっており、前年比で 49,505 人のマイナスとなっています。 

（出典：八戸市中心商店街通行量調査結果報告書） 

【データ】中心商店街通行量 

（各年特定の日曜日と月曜日の 2日間合計）

【目標値】H21 年：200,000 人以上 

【最新値】H20 年：102,289 人（H20.12 公表） 

【達成率】51.1％ 

【推 移】（各年 10 月調査。ただし H15 年は 9月調査）

H13 年：239,548 人、H14 年：159,555 人 

H15 年：197,157 人、H16 年：167,275 人 

H17 年：181,227 人、H18 年：163,548 人 

H19 年：151,794 人、H20 年：102,289 人 

1-③

102,289

151,794

163,548159,555

181,227

167,275

197,157

239,548

200,000

100,000

150,000

200,000

250,000

H13 H15 H17 H19 H21

（人）

 

 

【参 考】中心市街地通行量の県内 3市比較 

（出典：各市中心市街地活性化基本計画より抜粋） 

 

※関連指標①は、各年特定の日曜日と月曜日の 2 日間合

計値であるのに対し、各市中心市街地活性化基本計画

における通行量は、以下基準による 

 ・八戸市：月曜日と日曜日の平均値 

 ・青森市：平日の通行量 

 ・弘前市：平日と休日の平均値 

（参考）

98,579
83,638

90,614
81,774

75,897

51,145

10,000

30,000

50,000

70,000

90,000

110,000
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（人）

八戸市 青森市 弘前市

 

関連指標① 
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② 中心市街地活性化基本計画における夜間人口達

成増加率（評価 Ｃ） 

③ 中心市街地活性化基本計画における空き店舗率

（評価 Ｃ） 

関連指標④

-1.8

0.0

-3.2

0.3

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

八戸市 甲府市 福井市 鳥取市

（％）

※中心市街地活性化基本計画における現状の値を基準としている。

 

関連指標③

11.8

17.1 17.1

11.7

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

八戸市 甲府市 福井市 鳥取市

（％）

 
【出典】各市中心市街地活性化基本計画 【出典】各市中心市街地活性化基本計画（H18） 

【H20 数値の比較】 

八戸市△1.8%、甲府市 0.0%、福井市△3.2%、鳥取市 0.3%

で、八戸市は他団体の中位に位置している。 

【数値の比較】 

八戸市11.8%、甲府市17.1%、福井市17.1%、鳥取市11.7%

で、八戸市は他団体の中位に位置している。 

 
④ 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

１-②中心市街地の活性化・用途地域の見直し 0.76 0.89 0.94 ↑ 
（行政分野別の内訳） 
魅力ある商業空間の形成 0.42 0.57 0.62 ↑ 
観光資源の充実 0.80 0.95 1.02 ↑ 
社会参加の促進（障がい者） 0.70 0.73 0.73 ↑ 
交通安全対策の充実 0.86 1.03 1.15 ↑ 
快適でうるおいのある市街地の形成 1.03 1.19 1.21 ↑ 

 
 

(H19)
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■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ｂ Ｃ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

１－② 

中心市街地の活性化・用途地域 

の見直し 83.3% Ｃ（51.1%） Ｃ ↑（0.94） 
Ｃ 

  
八戸市の中心市街地は、古くから八戸都市圏の「顔」としての役割を担ってきた。しかし、車社会の進

展や消費者ニーズの多様化、大型店等の郊外進出などを背景に、商業機能の空洞化が進行し、その活性化

が課題となっている。 
マニフェストは、中心市街地の活性化・用途地域の見直しのため、11の公約事業を掲げ、八戸市は18の

実施事業に取り組んできた（4,012,084千円）。 
なかでも、「中心市街地の活性化に関する法律」(平成18年８月施行)を受け、平成20年７月に新たな中心

市街地活性化基本計画を策定した。平成24年度までの概ね５年間における目標として、来街者の増加、定

住の促進及び商店街の活力回復を掲げ、新たな交流拠点として、（仮称）八戸市中心市街地地域観光交流施

設の整備を進めている。同時に、基礎的な購買人口である居住人口の確保に向け、借上市営住宅整備事業

や住宅取得者に対する新たな補助制度を創設しており、実施体制の構築に時間を要している「商店街再整

備支援事業」、特段の促進策を講じていない現況において、既に進んできている「中心市街地における福祉

施設の立地」、及び現在協議中である「田向土地区画整理事業における用途地域の見直し」をのぞいて、公

約事業はすべて実施されている（実施率83.3％）。 
 数値目標の達成は極めて厳しい状況となっている。事業が期待される成果を挙げるまでまだ時間を要す

る側面もあるが、「中心商店街通行量」の数値目標値200,000人以上に対して、平成20年の 新値は102,289
人と、逆に減少している。平成19年には三日町の中核的商業施設の一つである「Rec.(レック)」が閉店し

たことから、減少傾向に歯止めが掛からない状態が続いている。調査方法が違うため、数値の多寡を単純

比較できないが、通行量の数値の推移を見ても、青森市、弘前市が、ほぼ横ばいであるのに対し、八戸市

は減少傾向が目立っている。 
「中心市街地活性化基本計画における夜間人口達成増加率」は、中活計画で数値目標としている他都市

が微増或いは大幅な減少傾向にあるなか、八戸市は中位の減少傾向となっている。また、「中心市街地活性

化基本計画における空き店舗率」の平成18年の状況は、他都市と同様に10％台となっている。 
一方、満足度は、「魅力ある商業空間の形成」「快適でうるおいのある市街地の形成」をはじめ、関連す

る全ての分野において、平成19年との比較では上昇している。 
 以上、公約事業は概ね実施されつつあるのに対して、成果を評価するには時期尚早の側面はあるが、数

値目標の達成は困難と考えられ、その他指標も一定の水準にとどまることから、マニフェスト項目全体の

評価はＣといえる。 
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１-③ 八戸ブランドの育成とトップセールスの展開 

 
■マニフェスト本文 

 八戸には数多くの特産物があります。しかし、残念ながら、全国での知名度が高いものばかりではあり

ません。商標法が改正された今こそ、八戸の特産物を積極的に商標登録し、商品価値を一層高め、国内の

みならず、海外市場においても売り込むことが不可欠です。私は、市の東京事務所をまさに全国展開のた

めの前線基地に位置づけ、また、みずからトップセールスを行い、郷土の特産物の販売ルートの増加に努

めます。4 年間で少なくとも 10 件の特産物を商標登録します。 

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
20 八戸ブランドの育成（八戸の特産物を積極的に商標登録し、商品価値を一層高める） 

01 八戸ブランド商標登録支援事業 実施中 新規 718 商工労政課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 潜在的な地域資源をブランド

化に繋げるための支援 
①地域団体商標、②「地域名」

＋「商品名」＋「識別力のあ

る図形や特殊文字」からなる

一般商標の出願及び登録に対

する支援（補助率 1/3、10
万円上限） 

H18.8：5 つの商店街振興組合等が、当制度

を利用して連名で「八戸せんべい汁」の地域

団体商標を出願したが、登録ならず 
H20 年度：補助対象を、「地域団体商標」の

みから一般商標を含めた「地名入り商標」に

拡充 
八戸前沖さばブランド推進協議会が、当制度

を利用して一般商標「八戸前沖さば」他 1 件

を出願 

H21 年度 
・地域ブランドの構築に向けたコン

セプトづくりや計画策定などのブラ

ンド化の初期段階について支援を拡

充 
H22 年度以降 
・継続して支援を実施 

02 ＩＣＴ活用地域産業支援実証実験事業 実施済 新規 12,000 商工労政課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 ブログやＳＮＳ等のＩＣＴの

活用により、消費者と生産者、

支援する第三者等の情報とコ

ミュニケーションをつなぎ、

地場産業振興とブランド化を

促す実証実験の実施 

H19.7.18：（財）地方自治情報センターより、

H19 年度[e-コミュニティ形成支援事業]が採

択される 
H19.10.5：協同組合八食センターと委託契約

を締結 
H20.3.31：実証実験終了 

・実証実験の結果、ホッキガイ等の

販売ルートの開拓につながった。 
・八食センターのホームページで、

インターネット通販を実施中。 

03 知的所有権対策支援事業 実施中 継続 14,370 産業政策課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 ㈱八戸インテリジェントプラ

ザの弁理士(非常勤)による無

料相談事業、セミナー・講習

会の開催 

H13 年度 相談件数=135 件 
H14年度  〃   =210件（講演会等 3回）

H15年度  〃    =253件（講演会等 3回）

H16年度  〃    =224件（講演会等 3回）

H17年度  〃    =236件（講演会等 3回）

H18年度  〃    =240件（講演会等 4回）

H19年度  〃    =235件（講演会等 3回）

H20年度  〃    =238件（講演会等 3回）

・引き続き、地域企業の知的財産権

に対する理解を深めるため、権利取

得・保護に繋がる支援（無料相談）

を実施 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
04 農業新ブランド育成事業 検討中 新規 0 農業振興課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 農産物の産地化を推進し、八

戸産農産物のブランド化に繋

げる 

H19.10.2：八戸市環境保全型農業普及推進協

議会の中で、流通関係者を交え、ブランド化

へもつながる「 近の消費動向の変化」等の

検討会を実施 
H20.1：「八戸市農業講座」受講者のうち 81
名から農業新ブランド育成に係るアンケー

ト回収（ブランド化へ繋がる農産物：「いち

ご」、「ねぎ」、「ブルーベリー」など） 

・商工労政課で実施している地域ブ

ランドへの支援事業と連携を図りな

がら、八戸市の農産物でブランドと

して定着させる品目の選定と PR 方

法を検討 

 
21 トップセールスの展開（特産物について、国内のみならず、海外市場においても売り込む） 

01 海外ポートセールス事業 実施中 継続 24,329 産業政策課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 八戸港国際物流拠点化推進協

議会（会長：八戸市長）主催

の海外ポートセールスミッシ

ョンにおける地場産品のＰＲ 

H19.11：東南アジアコンテナ定期航路交流ミ

ッション 2007（台湾、八戸港セミナー参加者

43 名） 
H20.10：「中国・韓国コンテナ定期航路交流

ミッション 2008」（韓国、八戸港セミナー参

加者 94 名） 

・今後も引き続き、海外ポートセー

ルスミッション等において、地場産

品のＰＲを行い、地場産品の輸出を

促進予定 

 
22 東京事務所を全国展開のための前線基地に位置づけ、自らのトップセールスで、郷土の特産物の販売ルー

トの増加 

01 物産販売促進事業 実施中 拡充 34,590 観光課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 物産協会員による首都圏での

物産展における当市の特産品 
販売の支援を、東京事務所と

連携しながら実施 
（(社)八戸市物産協会への継

続支援） 
在京関係者（八戸大使等）へ

の情報提供など 

H19 年度：協会主催大催事 23 回（青森単県

7 回・北東北 3 回・青森岩手 1 回・東北六県

12 回）、大催事共催出展 20 回、工芸品個展 6
回、食品売場催事 25 回、地元行催事に伴う

出張販売・特産品キャンペーン 19 回、合計

93 回の物産関係事業を実施 
H20 年度：物産展での特産品販売、三社大祭

ミニ山車出張展示、物産展でのえんぶり披

露、東京ドーム「ふるさと祭り東京 2009」出

展 

H21 年度：市制施行 80 周年記念の

オリジナルラベル瓶ビールの発売、

発売元のアサヒビール本社における

ロビーコンサートの実施、市長のト

ップセールスによる当市の食のＰ

Ｒ、八戸市物産協会への継続支援 

 

事業費計 86,007  

 
着 手 率  実 施 率 

100％  83.3％ 
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■関連指標 

① ４年間で 40 件以上の特産物を商標登録します。 

【数値目標４（マニフェスト掲載）】

商標登録件数については、これまで目標値を「4年間で少なくとも 10 件」としていましたが、平成 19 年度

で目標値を超えたことから、「4年間で 40 件以上」に再設定しました。 

平成 18 年度から平成 20 年度までの 3カ年の商標登録は 33 件となっています。  

（出典：特許庁公表、商工労政課調べ） 

【データ】地域団体及び一般商標登録件数 

【目標値】H18～21 年度累計：10 件以上 

【最新値】H18～20 年度累計：33 件（H21.1 時点） 

【達成率】330.0% 

【推 移】H16 年度：7件、H17 年度：7件、H18 年度：10 件

H19 年度：16 件、H20 年度：7件（H21.1 時点） 

【参 考】一般商標登録については、 
・商標区分が第 29 類～33 類に該当する(食品)商
標で出願人が市内住所を有するものをカウント

・「登録」自体を目的とするものは除外 
・商品化が確認できないものは除外 

関連指標①

10 10 10

16 16

7

40

0

10
20

30
40

50

H18 H19 H20 H21

（件）

H18 H19 H20 目標値

 

 
② 地域団体商標出願・登録件数（参考） ③ 物産展及び行催事開催売上（評価 Ｃ） 

出願件数 登録件数

市 1 0

県 9 3

全国 879 427

関連指標②
登録状況

「八戸せんべい汁」を出願
したが、登録ならず。

①たっこにんにく、②大間
まぐろ、③嶽きみ

 
（平成 21 年 3 月末） 

関連指標③

429,562 411,991

409,782

360,494

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

H17 H18 H19 H20

（千円）

青森県 八戸市
青森市 弘前市

 
【出典】特許庁ホームページ 【出典】各物産協会決算書 

 【H20 数値の比較】 

青森県 405,657 円、八戸市 460,494 円、青森市 27,588

円、弘前市 168,591 円で、八戸市は他団体の中位に位

置している。 

 
④ 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

１-③八戸ブランドの育成とトップセールスの展開 1.08 1.19 1.27 ↑ 
（行政分野別の内訳） 
八戸ブランドの育成 1.08 1.28 1.49 ↑ 
貿易支援体制の充実 1.36 1.35 1.30 ↓ 
観光資源の充実 0.80 0.95 1.02 ↑ 
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■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ｂ Ａ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

１－③ 

八戸ブランドの育成とトップ

セールスの展開 83.3% Ａ（330.0%） （Ｃ）→Ｂ ↑（1.27） 
Ａ 

  
 八戸市は、北東北屈指の工業都市、国際物流拠点として、また、日本有数の水産都市として発展してき

た。国際間・産地間の競争がますます激化するなかで、市場で安定的な評価を獲得するためには、地域ブ

ランドとして認知される必要がある。 
マニフェストは、八戸ブランドの育成とトップセールスの展開のため、３つの公約事業を掲げ、八戸市

は６つの実施事業に取り組んできた（86,007千円）。 
 平成18年度から地域ブランド確立のための一般商標の出願及び登録に対する補助を実施し、「八戸せんべ

い汁」や「八戸前沖さば」等の出願に結びついた。このほか、物産協会会員による首都圏での物産展にお

ける販売支援や八戸港国際物流拠点化推進協議会主催の海外ポートセールスミッションにおける地場産品

のＰＲなどを実施し、販売ルートの拡大に努めており、具体策を検討中の「農業新ブランド育成事業」を

のぞいて、公約事業はすべて実施されている（実施率83.3％）。 
これに対して、数値目標である「地域団体及び一般商標登録件数」の目標値10件以上（再設定目標値40

件以上：平成18年度で目標値を達成したため、再設定）に対して、 新値の平成18年度から平成20年度ま

での累計は33件となっており、現時点で、当初設定の数値目標は達成しており、平成19年度の16件を 多

に、毎年度7件以上の増加を維持している。 
 「物産展及び行催事開催売上」では、県及び県内三市とも全体的に横ばいから微減傾向にあるが、八戸

市の平成20年の減少が目立っている。これは、 も大きな売上げ割合を占めていた高島屋横浜店の大催事

が開催されなかったことが主な要因として考えられる。「地域団体商標出願・登録件数」に関しては、県内

の出願・登録件数がまだ少ない状況にある。平成21年３月末現在で、八戸市では、登録にはいたらなかっ

たが、１件の出願があった。 
満足度は年々上昇しており、平成21年は1.27と、平成19年と比較して0.19ポイント増加している。なか

でも、「八戸ブランドの育成」の分野が大きく増加し、関連する分野の中で も平均点が高くなっている。

 以上、公約事業は概ね実施されており、数値目標は達成され、その他指標も一定の水準にあることから、

マニフェスト項目全体の評価はＡといえる。 
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１-④ 企業誘致と新規産業の育成・雇用の創出 

 
■マニフェスト本文 

 かつて 1 万 3000 を超していた市内の事業所数は、現在では 1 万 1000 台にまで落ち込んでいます。廃

業事業所数が新設事業所数を大きく上回っているからです。市内の有力造船会社が久慈への進出を決めた

ことなどは、まさに象徴的な出来事です。私は企業誘致においてもトップセールスを思い切って展開する

とともに、海洋資源を材料としたバイオ先端技術関連産業の育成、大学などの研究開発施設との連携によ

る技術開発、商品開発を積極的に奨励し、4 年間で事業所数を少なくとも 1 万 2000 台に回復させるとと

もに、0.34 にまで落ち込んだ有効求人倍率を 0.5 近くまで回復させます。また、起業の芽を育てるため、

行財政改革の進捗状況を踏まえ、「地域発展基礎資金」（仮称）の創設も検討します。 

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
23 企業誘致においてもトップセールスを思い切って展開 

01 企業誘致セミナー開催事業 実施中 拡充 20,399 産業政策課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 企業誘致セミナーにおける市

長自らのプレゼンテーション 
これまで隔年開催だった大阪

セミナーを拡充し、自動車関

連産業が集積する名古屋セミ

ナーを毎年開催 
市長による企業訪問 

H18 年度：東京セミナー（参加者 331 名）

H19 年度：東京セミナー（参加者 316 名）、

名古屋セミナー（参加者 82 名） 
H20 年度：東京セミナー（参加者 319 名）、

名古屋セミナー（参加者 84 名） 
・名古屋セミナー参加企業が八戸進出する

等、企業誘致に効果あり（誘致企業：マネッ

クス証券、スズキ） 
・セミナー参加企業の中から、随時企業訪問

を実施 

H21 年度：名古屋セミナー、東京セ

ミナー 
H22 年度：東京で開催 
H23 年度：東京と他１都市で開催 

 
24 海洋資源を材料としたバイオ先端技術関連産業の育成 

01 海洋資源活用型バイオ先端技術関連産業振興研究事

業 

未定 新規 0 水産振興課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 海洋資源活用型バイオ先端技

術関連産業の育成のための基

本構想策定 

H20.3：「はちのへ海業振興会議」から市長へ

答申書（海洋バイオ産業の育成などの事業提

案を含む）提出 

現在、当市水産分野においては、生

産から流通加工に至るまでの抜本的

な構造改革を 優先課題として取り

組んでいる状況にあることから、バ

イオ先端技術関連産業の育成につい

てはこの推移を見ながら、引き続き

関連情報の収集等に努める 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
25 大学などの研究開発施設との連携による技術開発、商品開発の奨励 

01 産学官共同研究開発支援事業 実施中 拡充 15,750 産業政策課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 八戸市内の企業が大学等及び

公設試験研究機関と連携して

行う共同研究開発に対し、対

象経費の 1/2（上限 300 万円）

を財政支援（㈱八戸インテリ

ジェントプラザに委託） 

H10 年度～：実施中 
H19 年度：助成金総額を 200 万円から 300
万円に増額。採択枠を 1 増。3 件採択 
H20 年度：2 件採択 

・継続 

02 人材育成支援事業 実施中 拡充 0 産業政策課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 高等教育機関（八戸高専、八

工大）、(株)八戸インテリジェ

ントプラザと連携した地元企

業の人材育成 

H18 年度：事業開始 
H19 年度： 
イ）高専等を活用した中小企業人材育成事業

（事業主体：八戸 IP・HC・八戸高専）、主に

機械設計・加工業の技術者を対象とした

CAD/CAM 講座開催（全 6 コース 177 名受

講） 
ロ）地域再生人材創出拠点の形成プログラム

（事業主体：八戸工業大学・青森県）、液晶

関連産業（FPD 関連産業）の研究開発技術者

の養成（被養成者 8 名） 
ハ）青森県県南・下北地域産業活性化人材養

成等支援事業（事業主体：八戸 IP）、地域の

産業活性化を担う人材を養成するために必

要なプログラムの検討、機械加工業の技術者

を対象にした生産改善及び技術研修会等の

実施 
H20 年度： 
イ）高専等を活用した中小企業人材育成事業

（事業主体：八戸 IP・HC・八戸高専）（全 2
コース 30 名受講） 
ロ）地域再生人材創出拠点の形成プログラム

（事業主体：八戸工業大学・青森県）（被養

成者 5 名） 
ハ）青森県県南・下北地域産業活性化人材養

成等支援事業（事業主体：八戸 IP） 

H21 年度： 
・青森県県南・下北地域産業活性化

人材養成等支援事業を継続 
・国の公募事業を活用し、事業終了

後は、各機関の役割を分担しながら

関係機関に対する支援を検討 

 
26 起業の芽を育てる「地域発展基礎資金」（仮称）創設の検討 （行財政改革の進捗状況を踏まえ） 

01 創業支援資金 実施中 継続 0 商工労政課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市内で新たに事業を開始しよ

うとする起業家・創業者への

資金の円滑な供給を図り、も

って起業家精神に富み、経済

環境の変化に対応できる創

意・工夫と活力のある中小企

業者の育成を図ることを目的

とし、当制度を利用した場合

には信用保証料の全額補給を

行う。 

H9 年度～：実施中 
H18 年度：9 件、37,850,000 円 
H19 年度：6 件、27,100,000 円 
H20 年度：13 件、60,800,000 円 

・引き続き実施予定 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
02 新分野進出支援資金 実施中 新規 0 商工労政課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 経済環境の変化に即応して新

分野進出を図ろうとする市内

中小企業者に対し、所要資金

の円滑な供給を行うことによ

り、市内中小企業者の経営力

の向上と創意ある発展に資す

ることを目的とし、当制度を

利用した場合には、信用保証

料の全額補給を行う。 

H9 年度～：実施中 
H18 年度：1 件、6,000,000 円 
H19 年度：1 件、6,000,000 円 
H20 年度：融資実績なし 

・引き続き実施予定 

03 新事業活動に対する助成 実施中 新規 9,695 商工労政課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 中小企業者が行う新事業活動

で、市の事業認定を受けた事

業について助成 

H18 年度：制度創設 
・パンフレット、チラシ、融資説明会等によ

る制度 PR 
・相談事例（相談件数 18 年度：4 件、19 年

度：4 件）はあるものの、制度活用に至った

案件なし 
H20 年度：相談件数 4 件、助成 2 件 

引き続き実施。 
予算については、案件が発生した際

に補正で対応 
H21～22 年度 
20 年度事業認定済みの 1 件につい

て助成予定 

04 起業家育成事業 実施済 継続 9,999 商工労政課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 まちの駅はちのへを活用した

起業家の育成、起業意欲の高

揚（委託先：あおもりＮＰＯ

サポートセンター） 

H15～17 年度：相談件数 614 件、セミナー

実施回数 16 回（参加者約 400 人）、起業実

績 11 件 
H18 年度：相談件数 223 件、セミナー実施

件数 6 回（参加者約 150 人）、イベント開催

6 回、 起業実績 5 件 
H19 年度：相談件数 201 件、セミナー実施

件数 5 回（参加者 71 人）、イベント開催 4
回、起業実績 2 件 

当事業は 19 年度で廃止、20 年度か

ら、当事業のもつ「ミニチャレンジ

ショップ（Mixbox)」機能を、まち

の駅はちのへへ移行 
⇒新規事業として、アントレプレナ

ー情報ステーション事業立ち上げ 
（Mixbox 機能については、中心商

店街活性化拠点整備事業へ移行） 

05 アントレプレナー情報ステーション事業 実施中 新規 7,431 商工労政課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 八戸市中心商店街に創業支援

の拠点となる「アントレプレ

ナー情報ステーション」を設

置し、創業に向けた情報発信、

マーケティング強化等、スム

ーズな創業をサポートに取組

む 

H20.5.15：「アントレプレナー情報ステーシ

ョン」を「まちの駅はちのへ」2 階にオープ

ン。 
H20 年度：起業者 2 件 

・当事業は 21 年度までの県との協

調事業であり、22 年度以降の事業の

あり方について検討していく必要が

ある。 

 

事業費計 63,274  

 
着 手 率  実 施 率 

88.9％  88.9％ 
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■関連指標 

① かつて 1 万 3000 を超していた市内の事業所数は、現在では 1 万 1000 台にまで落ち込んでいます。そ

こで、４年間で事業所数を少なくとも１万 2000 台に回復させます。 

【数値目標５（マニフェスト掲載）】

「事業所・企業統計調査」については、全ての事業所が対象となる大規模調査を５年毎（H8、H13、H18）に、

民営のみの事業所が対象となる簡易調査を大規模調査の３年後（H11、H16）に実施してきましたが、国による

大規模調査等の統廃合に伴い「事業所・企業統計調査」は廃止され、「経済センサス」として平成 21 年度に実

施されることになりました。 

この「経済センサス」では、全ての事業所を対象として調査することとされていることから、過去の調査結

果についても大規模調査における総事業所数の数値を用いるように改めました。  
(出典:事業所・企業統計調査) 

【データ】事業所数 

【目標値】H21 年：12,000 以上 

【最新値】H18 年：11,922（H19.10 公表） 

【達成率】99.4% 

【推 移】（H13 年以前は旧南郷村分含む） 

H8 年：13,419、H13 年：12,917、H18 年：11,922

【参 考】民営の事業所数（昨年度公表値） 

H8 年：13,342、H11 年：12,427、H13：12,832 

H16 年：11,766、H18 年：11,836 

 

関連指標②
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② 有効求人倍率を４年間で 0.5 近くまで回復させます。 

【数値目標６（マニフェスト掲載）】

有効求人倍率には、「全数」（正社員の他にパート等もすべて含む）と「常用」（正社員のみ。パート等を含

まない）の２種類がありますが、ここでは「全数」を用いています。 

平成 19 年度には 0.53 まで回復しましたが、平成 20 年度は 0.48 となっています。  
（出典：八戸公共職業安定所調べ） 

【データ】管内の有効求人倍率 

【目標値】H21 年度：0.50 

【最新値】H20 年度：0.48 

【達成率】96.0% 

【推 移】（年度ごと） 

H15 年度 0.37、H16 年度 0.43、H17 年度 0.47 

H18 年度 0.50、H19 年度 0.53、H20 年度 0.48 

 

関連指標②
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【参 考】厚生労働省では、全国・県の有効求人倍率を全数（正社員の他にパート等もすべて含む）で公表して

いる。また、八戸公共職業安定所では、八戸管内の数値について全数及び常用（正社員のみ）の 2つ

の数値を公表しているものの、常用の数値を主要な指標として取り扱っている。 
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③ 県・県内 3市誘致企業数（累計）（評価 Ｂ）  

関連指標③
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【出典】産業政策課資料 

【H20 増減数（対 H17）】 

八戸市 9 社、青森市 7 社、弘前市 3 社で、八戸市は最

も高くなっている。 

 

 
④ 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

１-④企業誘致と新規産業の育成・雇用の創出 0.66 0.81 0.71 ↑ 
（行政分野別の内訳） 
産業間連携の推進 0.69 0.82 0.67 ↓ 
地域産業の高度化 0.70 0.86 0.75 ↑ 
中小企業の経営支援 0.74 0.80 0.70 ↓ 
企業誘致の推進 0.57 0.66 0.60 ↑ 
新産業の創出 0.87 1.11 1.06 ↑ 
就業機会の拡大 0.41 0.63 0.49 ↑ 
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■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ｂ Ｂ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

１－④ 

企業誘致と新規産業の育成・雇

用の創出 
88.9% 

Ｂ（99.4%） 

Ｂ(96.0.%) 
Ｂ ↑（0.71） 

Ｂ 
 

 近年、企業誘致をめぐっては、全国の都市間で激しい競争が繰り広げられており、八戸市には充実した

高速交通網などの立地優位性を生かした戦略的な誘致施策の展開が求められている。また、同時に、産学

官の交流・連携を強化し、次代の活力を担う新しい地域産業の創出を図る必要がある。 
マニフェストは、企業誘致と新規産業の育成・雇用の創出に向け、４つの公約事業を掲げ、八戸市は９

つの実施事業に取り組んできた（63,274千円）。 
 なかでも、東京以外は隔年開催であった企業誘致セミナーについて、平成19年度から自動車関連産業が

集積する名古屋で毎年開催しており、参加企業のマネックス証券やスズキの誘致につながった。このほか、

新分野進出や新事業展開を図る中小企業への融資・助成制度の創設に加え、平成20年5月には、県と協調

し、創業支援の拠点となる「アントレプレナー情報ステーション」を設置しており、情報収集の段階であ

る「海洋資源活用型バイオ先端技術関連産業振興研究事業」をのぞいて、公約事業は概ね実施されている

（実施率88.9％）。 
 これに対して、数値目標である「事業所数」の目標値12,000以上に対して、平成18年の 新値は11,922
と、わずかに目標値に届かない状況となっている。また、もう一つの数値目標である「有効求人倍率」の

目標値0.50に対して、平成18年以降、0.5の水準まで一時回復しており、平成20年の 新値は0.48となって

いるものの、平成20年の全国及び県内に比べると、落ち込みは小さい状況となっている。 
 「誘致企業数」の推移を見ても、青森市、弘前市と比較して約２倍となっており、特に、平成19年は6
件と大きな伸びを見せている。 
満足度は、低位で推移しており、平成21年は0.71で、平成19年と比較して0.05ポイント増加しているが、

対前年比で0.10ポイント減少している。なかでも「新産業の創出」の分野が比較的満足度得点が高くなっ

ているが、「企業誘致の推進」や「就業機会の拡大」の分野では、満足度得点は低位にとどまっている。 
 以上、市行政の影響度合が限られている分野だが、公約事業は概ね実施されており、数値目標は達成さ

れていないものの、その他指標は一定の水準を上回っていることから、マニフェスト項目全体の評価はB
といえる。 
 

 
 
 



１．活力の創出 

⑤地場産業の強化と中小企業の安定化 

32 

 

１-⑤ 地場産業の強化と中小企業の安定化 

 
■マニフェスト本文 

 40 年前の新産業都市の指定以来、八戸は確実に発展を遂げ、北東北で抜きん出た工業集積力を誇るに至

っています。しかし、私たちは今、本当にそれを実感していますでしょうか。その力を発揮していますで

しょうか。この 4 年間で倒産した企業は合計 100 社を超えています。私は新たに制定された金融機能強化

法を活用しながら地域密着型金融を推進し、まずは年間倒産件数を半減させます。また、地域力をより発

揮するため、港湾関連受入体制の整備拡充にも積極的に取り組みます。 

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
27 港湾関連受入体制の整備拡充 

01 「八戸港を活用した地域産業振興戦略」策定事業 実施中 新規 0 産業政策課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 八戸港を活用した産業振興の

ためのビジョン策定 

H19.1：ビジョン策定 ビジョンに基づく各種施策を実施

（八戸港国際物流拠点化推進協議会

（会長：八戸市長）によるものを含

む） 
・北東北におけるコンテナ貨物の集

約を目指した首都圏セミナー、海外

ポートセールスの実施 
・日本貿易振興機構（ジェトロ）八

戸情報デスク設置 
・特定重要港湾指定に向けた八戸港

シンポジウム開催 

02 港湾施設整備事業 実施中 継続 1,208,278 港湾河川課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 物流需要の増大、船舶の大型

化やコンテナ化に対応するた

めの国・県による港湾整備 

・新産業都市の指定により、平成 17 年度ま

では負担が免除 
・H20 年度末までの進捗率： 
 中 央 第 一 防 波 堤   2,237m/2,800m
（79.9%) 
 中 央 第 二 防 波 堤   1,221m/1,670m
（73.1%） 
 ポートアイランド第二期計画 50ha のう

ち 21ha について埋立護岸が完成 
 航路・泊地の浚渫土砂を受入中（H16～）

 河原木２号埠頭緑地、八太郎緑地を整備中

・引き続き、防波堤の延伸、航路・

泊地の浚渫及びポートアイランドの

埋立並びに緑地の整備を実施 
・その他の施設整備については、

H21.11 港湾計画改訂後に具体化 

 

事業費計 1,208,278  

 
着 手 率  実 施 率 

100％  100％ 
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■関連指標 

① 過去 4 年間で 100 社を超えた年間倒産件数をまずは半減させます。 
【数値目標７（マニフェスト掲載）】

平成 17 年の就任当時、過去４年間の倒産件数は 100 件を越えていたことから、平均の年間倒産件数を 25 件、

その半減として 12 件を目標値に設定しています。 

平成 19 年度の年間倒産件数は 15 件、平成 20 年度は 9件となっています。  
（出典：㈱東京商工リサーチ調べ） 

【データ】負債総額 1千万円以上の倒産件数 

【基準値】25 件（H16 年度以前の 4年間の倒産件数を 100 件と

し、その年平均を算出） 

【目標値】H21 年度：12 件以下 

【最新値】H20 年度：9件 

【達成率】133.3% 

【推 移】H13 年度：30 件、H14 年度：38 件、H15 年度：24 件

H16 年度：21 件、H17 年度：10 件、H18 年度：32 件

H19 年度：15 件、H20 年度：9件 

【参 考】H13～16 年度の 4年間の計：113 件 

関連指標①
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② 製造品出荷額（評価 Ｂ） ③ 年間商品販売額（評価 Ｂ） 

関連指標②
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関連指標③

825483358733
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【出典】工業統計調査 【出典】商業統計調査 

 
【H20 増減率（対 H17）】 

八戸市 26.4%、青森市△8.2%、弘前市 14.8%で、八戸市

は最も高くなっている。 

【H19 増減率（対 H16）】 

八戸市△1.0%、青森市△15.1%、弘前市△7.8%で、八戸

市は最も高くなっている。 

 
④ 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

１-⑤地場産業の強化と中小企業の安定化 1.37 1.37 1.33 ↓ 
（行政分野別の内訳） 
貿易支援体制の充実 1.36 1.35 1.30 ↓ 
貿易基盤の整備 1.38 1.39 1.37 ↓ 
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■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ Ａ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

１－⑤ 

地場産業の強化と中小企業の

安定化 100% Ａ（133.3%） Ｂ ↓（1.33） 
Ａ 

 
長引く景気低迷により、中小企業の経営環境は厳しい状況にある。経済活動のグローバル化や消費者ニ

ーズの変化など、市場を取り巻く環境の変化に的確に対応できるよう、地域産業の高度化を促進し、中小

企業の競争力を高めていく必要がある。 
 マニフェストは、地場産業の強化と中小企業の安定化のため、１つの公約事業を掲げ、八戸市は２つの

実施事業に取り組んできた（1,208,278千円）。 
 平成19年１月には、新たな港湾活用型産業の誘導や輸出ビジネスの創出などに向けた「八戸港を活用し

た地域産業振興戦略」を策定するとともに、物流需要の増大、船舶の大型化やコンテナ化に対応するため

の港湾整備も進められ、公約事業はすべて実施されている（実施率100％）。 
 これに対して、数値目標である「年間倒産件数」は、年度によってばらつきはあるものの、目標値12件
以下に対して、 新値の平成20年度は９件となっており、現時点で目標は達成している。 
 「製造品出荷額」は、平成19年に鉱工業分野で輸出が伸びたため大きく上昇し、「年間商品販売額」も県

内動向と同様にでもほぼ横ばいの状況となっている。 
満足度は、平成21年は1.33で、平成19年、平成20年に比較して0.04ポイント減少はしているものの、比

較的高い水準を保っており、なかでも「貿易支援体制の充実」や「貿易基盤の整備」の分野では高い満足

度となっている。 
 以上、公約事業はすべて実施されており、また、数値目標は達成され、その他指標も一定の水準を上回

っていることから、マニフェスト項目全体の評価はＡといえる。 
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１-⑥ 「攻めの水産業」「攻めの農業」の確立 

 
■マニフェスト本文 

 海に面した八戸には、無限の資源があります。知恵と工夫により、「水揚げのまち」に「食のまち」とい

ったイメージを付加することもできます。私は水産業のみならず、流通業、飲食業、さらには海洋レジャ

ー産業を「海業」として位置づけ、八戸を「海業のまち」として内外に認知させ、観光客の誘致はもとよ

り、八戸海業ブランドの育成、ヒット商品の開発に積極的に取り組みます。具体的な方法を検討するため、

平成 18 年度中のできるだけ早い時期に、各界の代表および市民で構成する「海業検討会議」（仮称）を設

置します。また、魚市場の統合・近代化なども含めた漁港のグランドデザインを平成 18 年度中に策定し、

さらに、各種漁船に係る融資拡充の実現など「攻めの水産業」の展開を図ります。一つの数値目標として、

たとえば現在、7 万トン台まで落ち込んでいる水産加工品生産高を、4 年以内に 8 万トン台に回復させま

す。 

 八戸は多種多様な農産物の宝庫でもあります。安心・安全、そして美味を売り物に消費地と直結した販

売ルートの確立、観光農園や南郷区におけるグリーンツーリズム（都市住民のための自然農業体験）の本

格展開、大規模市民農園などの導入検討、U ターン者への就農援助などの施策を幅広く積極的に推進する

など「攻めの農業」の展開も図ります。さらに飼料コンビナートの活用による等、畜産振興に努めます。

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
28 各界の代表および市民で構成する「海業検討会議」（仮称）の設置 

01 はちのへ海業振興会議の設置 実施済 新規 505 水産振興課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 海の資源を活用した海業の振

興を目的とした検討会議の設

置 

H18.12：「はちのへ海業振興会議」設置 
H18～19 年度：会議開催（6 回） 
H20.3：市長へ答申（マスタープラン、事業

提案、キックオフ事業計画） 

H20 年度～：提案事業の「マニア向

けマリンレジャーの環境整備」につ

いて、県や関係漁協と沈船ダイビン

グの可能性について協議 

 
29 魚市場の統合・近代化なども含めた漁港のグランドデザイン策定 

01 八戸漁港グランドデザイン策定事業 実施中 新規 11,081 水産振興課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 ３つの魚市場の機能の統合・

流通体系のあり方と施設の老

朽化問題についての調査・検

討 

H18.8：八戸漁港検討会議及び実行委員会設

置 
H18～19 年度：検討会議 6 回、実行委員会 7
回開催 
H19.10：「八戸漁港流通構造改革拠点漁港整

備事業基本計画」を水産庁に提出 
H20.2：「八戸漁港流通構造改革拠点漁港整備

事業基本計画」が水産庁から承認 
H20 年度：検討会議 4 回、実行委員会 9
回開催 
H21.3：荷捌き施設Ａ棟の基本設計完了 

「八戸漁港流通構造改革拠点漁港整

備事業基本計画」及び荷捌き施設Ａ

棟の基本設計に基づき、今後も八戸

漁港検討会議で魚市場の機能統合・

衛生高度化の具体的方策や施設整備

内容を検討 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
02 魚市場機能統合整備事業 実施中 新規 125,078 水産振興課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 魚市場機能の高度化（衛生面、

効率化など）についての具体

的計画の策定と施設整備 

H19.10：「八戸漁港流通構造改革拠点漁港整

備事業基本計画」を水産庁に提出 
H20.2：「八戸漁港流通構造改革拠点漁港整備

事業基本計画」が水産庁から承認 
H20.2：「八戸地区広域漁港整備計画」の変更

H20.9：Ａ棟（新築・ハサップ対応）の基本

設計に着手 
H21.3：荷捌き施設Ａ棟の基本設計完了 

H21 年度：荷捌き施設Ａ棟（新築・

ハサップ対応）実施設計着手 
Ｈ22～23 年度：荷捌き施設Ａ棟の建

設工事  

 
30 各種漁船に係る融資拡充の実現 

01 老朽化漁船代船対策事業 実施中 新規 0 水産振興課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 国に対して支援制度（漁船建

造への融資など）の拡充を要

望した結果、平成 19 年度に

「漁船漁業構造改革総合対策

事業」が創設された。 
将来にわたり水産物の安定供

給を担う漁船漁業者に対し

て、収益性向上のための総合

対策を重点的に講じることに

より、国際競争力のある経営

体を育成する 

H18.8：「八戸漁港検討会議」設置 
・漁船漁業の再生について国・県も参画して

の検討 
・国に対して支援制度（漁船建造への融資な

ど）の拡充を要望 
H19.4：国の「漁船漁業構造改革総合対策事

業」に、「八戸地域プロジェクト」が承認を

得る（全国第 1 号） 
H19.4：「八戸地域プロジェクト協議会」設置

・改革計画の指導助言 
H19.5：「八戸地域中小漁業経営支援協議会」

設置 
・漁業者への経営改善計画の策定支援、実行

指導 
H19.6：八戸地域プロジェクト改革計画（大

中型まき網漁業）認定 
H20.3：改革型まき網漁船「第８３惣寶丸」

竣工 
H20 年度：八戸地域プロジェクトの「大中型

まき網漁業に関する改革計画」に基づき、実

証事業を実施 

・大中型まき網漁業の改革計画に引

き続き、いかつり漁業、沖合底曳網

漁業、沿岸漁業について検討 

02 漁業系統金融機関などに対する貸付事業 実施中 継続 420,000 水産振興課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 金融機関などに対する漁業者

向け融資原資の一部貸付 

H19 年度：3 団体（青森県漁業信用基金協会、

青森県信用漁業協同組合連合会、八戸信用金

庫）に貸付 
H20 年度：3 団体（青森県漁業信用基金協会、

青森県信用漁業協同組合連合会、八戸信用金

庫）に貸付、貸付期間 H20.4.1～H21.3.31

・引き続き実施予定 

03 漁業系統保証機関に対する出資事業 実施中 継続 2,800 水産振興課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 漁業者の債務保証を行う漁業

系統保証機関に対する出資 

S31 年度～実施中 
H20 年度：出資額 700 千円（50 千円×14 口）

・H21 年度：引続き同額出資 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
31 （農産物）安心・安全、美味を売り物に消費地と直結した販売ルートの確立 

01 環境保全型農業普及促進事業 実施中 新規 1,576 農業振興課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 環境保全型農業（堆肥等の使

用による土づくりや､化学肥

料・農薬の使用低減等を行う

農業）の普及促進により､環境

悪化を抑制するとともに､消

費者ニーズの高い「安全・安

心な農産物」の供給を目指す｡ 

H18.12.26：「八戸市環境保全型農業普及推進

協議会」設立 
（県、市、農協等で組織。事務局：市） 
H19 年度：実証展示ほ（水稲、りんご）設置、

八戸市農業講座開催 
H20 年度：実証展示ほ（りんご）設置､エコ

ファーマー認定取得申請手続き説明会、環境

保全型農業の講演会、環境保全型農業ＨＰ開

設、意見交換会の開催 
H20 年度末時点：県特別栽培農産物 1 組織

4 個人（計 8 名）、エコファーマー認定取得

者 37 名 

・引き続き､実証展示ほ設置や栽培講

習会、講演会の開催により生産者へ

環境保全型農業（エコファーマー）

の普及拡大を進める 

02 ＩＣＴ活用地域産業支援実証実験事業 実施済 新規 12,000 商工労政課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 ブログやＳＮＳ等のＩＣＴの

活用により、消費者と生産者、

支援する第三者等の情報とコ

ミュニケーションをつなぎ、

地場産業振興とブランド化を

促す実証実験の実施 

H19.7.18：（財）地方自治情報センターより、

H19 年度[e-コミュニティ形成支援事業]が採

択される 
H19.10.5：協同組合八食センターと委託契約

を締結 
H20.3.31：実証実験終了 

・実証実験の結果、ホッキガイ等の

販売ルートの開拓につながった。 
・八食センターのホームページで、

インターネット通販を実施中。 

 
32 観光農園や南郷区におけるグリーンツーリズムの本格展開 

01 観光農園振興補助金 実施中 拡充 1,150 農林建設課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 地場産品の消費拡大及びグリ

ーンツーリズムの促進のた

め、観光農園のＰＲ活動（看

板、のぼり、ポスター、チラ

シの製作やラジオＣＭ放送な

ど）に対し助成 

～H17 年度：事業主体：八戸市南郷区果樹振

興協議会 
H18.4：八戸市南郷観光農業振興会が設立さ

れ、事業主体が変更。 
H19 年度：新たにラベンダー観光農園及びい

ちご観光農園が加入したことから、区内の観

光農園入園者数は、6,300 人を超え過去最高

を記録（H17 年度までは、4,000 名前後で推

移） 
H20 年度：観光農園（６月 さくらんぼ、７

月 ブルーベリー、10 月 りんご、１月 い

ちご）のＰＲ（表示看板やのぼりの製作、観

光農園ポスターやチラシの製作、ラジオＣＭ

放送等）チラシの配布先を旧八戸市公民館に

も拡大しＰＲ。霜雹被害により作柄に影響が

出たため、入園者数が 5,200 人に減少した。

・観光農園地の表示看板製作やのぼ

り製作、観光農園ポスターやチラシ

の製作、ラジオＣＭ放送等、観光農

園をＰＲする 
H21 年度：・事業内容や補助率の見

直しを予定 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
33 大規模市民農園などの導入検討 

01 市民農園の整備 実施中 継続 1,284 農業交流研修ｾﾝﾀｰ

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 農業体験を通じた農業に対す

る知識向上、理解醸成を図る

ための市民農園の開設（H2 年

度） 

H19 年度：農業交流研修センター250 区画、

新たに、舘のやかた 42 区画(29 区画利用)（南

郷区島守）が開設 
H20 年度：農業交流研修センター263 区画、

舘のやかた 42 区画（34 区画利用）、食育に関

連した農業体験の場の提供として体験農園

整備（対象人数 1,000 人）、連作障害対策と

しての土壌改良（約 6,000 ㎡） 

農業交流研修センターの整備予定 
H21 年度：農業用水道設備修繕 
H22 年度：水洗式トイレ工事 
H23 年度：休憩所・物置設置 
H24 年度：駐車場舗装工事 

 
34  U ターン者への就農援助 

01 担い手総合支援事業 実施中 継続 867 農業振興課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 効果的で安定した農業経営を

目指す農業者の育成・確保 
市内 9 地区における農業経営

移動相談の実施、関係機関で

の新規就農等の窓口設置など 

・「八戸地域担い手育成総合支援協議会」

（H17.5 設立）が、新規就農希望者（Ｕター

ン者を含む）等への支援として、農業経営移

動相談を実施 

・引き続き、各種研修・説明会時に

おける新規就農者の開拓を進めると

ともに、就農促進事業等制度の周知

や活用促進を図る 

02 農業分野進出支援資金 実施中 新規 142,500 商工労政課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 経済的環境の変化に即応して

農業経営へ参入し、経営の多

角化を図る中、中小企業者へ

の円滑な資金供給を図り、経

営の安定・向上、地域農業の

振興、雇用の維持・安定に資

することを目的とし、当制度

の原資を一部預託すること

で、制度の円滑な運用、また

当制度を活用して融資を受け

る中小企業者に対して貸付利

率の 2.0%を補給する 

H18 年度～：実施中 
・当制度の相談はあるが、融資実効まで至っ

た案件はない 

H22 年度以降：制度の廃止・継続も

含め、現在の中小企業者の現状に合

った制度となるよう見直しを行う 



１．活力の創出 

⑥「攻めの水産業」「攻めの農業」の確立 

39 

 
35 飼料コンビナートの活用による等、畜産振興に努める 

01 畜産関連産業集積促進事業 実施中 新規 587 農業振興課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 畜産関連産業の連携強化を促

進し、当地域の特色を生かし

た畜産業の発展を目指した畜

産振興策を策定 

H20 年度：「三八地域養豚・養鶏協議会」と

意見交換 
H20.2：市内畜産農家に対する飼料稲の需要

調査実施（稲ＷＣＳ、飼料用米、稲わら） 
H20.5：家畜由来の堆肥活用推進のため、堆

肥マップ作成、全農家に配布 
H21.2：畜産農家の飼料米受入方法について

の要望調査 

H21 年度：飼料用米栽培実証試験（3
品種、60a） 
H22 年度：家畜由来の堆肥活用に向

けた施用試験を追加 

 

事業費計 719,428  

 
着 手 率  実 施 率 

100％  100％ 

 
 
■関連指標 

① ４年以内に水産加工品生産高を 80,000 トン台に回復させます。 

【数値目標８（マニフェスト掲載）】

平成 17 年の水産加工品生産高は 75,009 トンでしたが、平成 20年は 82,766 トンとなっており、8万トン台

に回復しています。  

（出典：水産事務所調べ） 

【データ】水産加工品生産高 

【目標値】H21 年：80,000 トン台 

【最新値】H20 年：82,766 トン（H21.6 発表） 

【達成率】103.5% 

【推 移】H15 年：88,919 トン、H16 年：89,892 トン 

H17 年：75,009 トン、H18 年：78,680 トン 

     H19 年：80,458 トン、H20 年：82,766 トン 

 
 

1-⑧
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関連指標① 
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② 漁業生産額（評価 Ｄ） ③ 農業産出額（評価 Ｄ） 

関連指標②

16,007 16,066 16,539
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関連指標③
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【出典】水産振興課資料 【出典】農林水産統計 

【H19 増減率（対 H17）】 

全国 3.3%、青森県 0.5%、八戸市 0.4%で、八戸市は最も

低くなっている。 

【H18 増減率（対 H17）】 

全国△2.0%、青森県 3.1%、八戸市△3.9%で、八戸市は

最も低くなっている。 

 
④ 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

１-⑥「攻めの水産業」「攻めの農業」の確立 0.79 0.92 1.01 ↑ 
（行政分野別の内訳） 
八戸ブランドの育成 1.08 1.28 1.49 ↑ 
多様な担い手の育成 0.45 0.43 0.52 ↑ 
持続性の高い農林業生産の推進 0.92 1.13 1.20 ↑ 
経営体質の強化 0.48 0.56 0.55 ↑ 
水産業の拠点整備 1.03 1.19 1.31 ↑ 
観光資源の充実 0.80 0.95 1.02 ↑ 
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■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ Ｂ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

１－⑥ 

｢攻めの水産業｣｢攻めの農業｣

の確立 100% Ａ（103.5%） Ｄ ↑（1.01） 
Ａ 

  
 水揚げ量の減少や国際的な漁業環境の変化、海外からの輸入農産物の増加など、水産業及び農業を取り

巻く環境は厳しい状況が続いている。消費者の食に対する安全・安心志向が高まるなか、地場産品の高付

加価値化や戦略的な販売体制の構築など、産地間競争を勝ち抜くための転換が求められている。 
 マニフェストは、「攻めの水産業」「攻めの農業」の確立に向け、８つの公約事業を掲げ、八戸市は13の
実施事業に取り組んできた（719,428千円）。 
 なかでも、平成18年度に「はちのへ海業振興会議」を設置し、マリンレジャーの可能性等について協議

した。また、３魚市場の機能統合・流通体系について検討を行い、平成20年２月に「八戸漁港流通構造改

革拠点漁港整備事業基本計画」が水産庁から承認され、同３月に、ハサップ対応型の荷捌き施設Ａ棟の基

本設計が完了した。一方、農業分野では、安全・安心な農産物の供給を目指し、エコファーマーの普及拡

大を進めるほか、南郷区における観光農園のＰＲ活動に対し助成を行っており、これら公約事業はすべて

実施されている（実施率100％）。 
 これに対して、数値目標である「水産加工品生産高」の目標値80,000トン台に対して、 新値の平成20
年は82,766トンと回復傾向にあり、現時点で目標値は達成している。 
 県全体の４割以上を占める「漁業生産額」については、全国が微増傾向にあるなか県と同様にほぼ横ば

いで推移している。一方、「農業産出額」に関しても、全国の減少傾向に比較し、県同様、ほぼ横ばいの状

況である。 
満足度は、年々上昇傾向にあり、平成21年は1.01で、平成19年と比較して0.22ポイント上昇している。

分野別に見ても概ね上昇傾向にあり、特に「水産業の拠点整備」や「持続性の高い農林業生産の推進」の

分野で比較的高い得点となっている。 
 以上、公約事業はすべて実施されており、数値目標も達成されていることから、その他指標は一定の水

準を下回るものの、マニフェスト項目全体の評価はＡといえる。 
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１-⑦ 新たな時代に向けた人材の育成 

 
■マニフェスト本文 

 活力の源は、人間に他なりません。地域の活力の源は市民力であり、そのためには新たな時代に向けた

人材の育成に取り組まなければなりません。教育現場の活性化を図るため、私はこの 4 年以内に、各小中

学校の現場における裁量権を拡大し、教師と生徒、保護者、そして地域の連携のもと、各校が独自性を発

揮できるよう所要の制度改正を行います。また、小中学生に人生の先輩の方々の「生の声」を聞く体験学

習の場の提供、地域の文化・伝統を学ぶ機会の拡充、教員の質を高めるための表彰制度の導入を図ります。

市内在住の外国人、留学生、研修生、海外体験者等にボランティア登録をしていただき、「国際先生」とし

て外国のことばと文化を教えていただくようにするなど、国際化に対応した教育の充実も図ります。 

 さらに、地元大学等が八戸における若者の定着と人材の育成に果たす役割を重視し、今後とも八戸の活

力向上の担い手として発展していくよう、市としての協力・支援制度を創設します。 

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
36 各小中学校の現場の裁量権を拡大し、教師と生徒、保護者そして地域の連携のもと、各校が独自性を発揮

できるよう所要の制度改正 

01 地域密着型教育推進事業 実施中 新規 952 教育指導課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 「地域学校連携協議会」を学

校に設置し、家庭・地域の願

いや要望を学校運営に反映で

きる体制作りを進める。当面

モデル的に試行し、その成果

をもって全市展開を検討する 

H16 年度：国によるコミュニティ・スクール

制度の導入 
H18 年度： 
・コミュニティ・スクールに関する各種調査

検討 
・コミュニティ・スクールの先進地視察（京

都市） 
H19.3～H20.3：庁内検討委員会の開催（4 回）

H19 年度： 
・先進地視察及び調査（川崎・京都・三鷹・

岩泉・大館等） 
・モデル校指定（柏崎小、第一中） 
・モデル校に「地域学校連携協議会」設置 
H20 年度：モデル校 2 校における実践、H21
年度モデル指定校の決定 

H21 年度：新規に 9 校をモデル校に

指定し、計 11 校による実施 
・モデル事業の成果と課題を十分に

分析し、平成 22 年度から漸次市内

各校で実施 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
02 学校支援地域本部事業 実施中 新規 30,915 社会教育課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 地域全体で学校教育の支援体

制を整備することにより、「地

域の教育力」の再生や教員が

子どもと向き合う時間の拡充

を図る。 
各地域本部に地域教育協議会

を設置、学校支援ボランティ

ア事業の企画立案、事業評価、

人材バンクの作成等を実施 
各地域本部に、学校支援コー

ディネーターを配置、事業の

実施、人材バンクの作成事務、

学校と学校支援ボランティア

や地域との調整役などを行う 

H20 年度：7 地域本部、12 小・中学校で実

施 
・第一中学校区（第一中、吹上小、中居林小）、

柏崎小学校区（柏崎小）、北陵中学校区（北

陵中、根岸小、日計ヶ丘小）、小中野中学校

区（小中野中、小中野小）、白山台小学校区

（白山台小）、明治小学校区（明治小）、根城

中学校区（根城中） 

H21 年度：新たに第三中学校と明治

中学校を加え 14 校で実施 
H22 年度まで、国の委託事業として

継続 
終的に各地域に人材バンクを設置

する 

 
37 小中学生に人生の先輩の「生の声」を聞く体験学習の場の提供 

01 八戸大使ふるさとセミナー開催事業 実施中 新規 2,243 政策推進課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 各分野で活躍している八戸特

派大使を講師として招聘し、

市内の小・中学校での講演会

を開催 

H19 年度：小・中学校など 11 校で開催 
H20 年度：小･中学校 6 校で開催 

・H21 年度は 15 回程度開催予定 

 
38 地域の文化・伝統を学ぶ機会の拡充 

01 特色ある学校づくり支援事業 実施中 拡充 15,781 教育指導課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 地域の人材を積極的に活用

し、小・中学校の生活科や「総

合的な学習の時間」、特別活動

において地域の伝統芸能を取

り上げる 

H12 年度～：実施中 
H17～18 年度：南郷区を含む全 73 校（小学

校 48 校、中学校 25 校） 
H19 年度：45 校（小学校 29 校、中学校 16
校） 
H20 年度：46 校（小学校 29 校、中学校 17
校） 

・引き続き実施予定 

02 郷土芸能ビデオライブラリー事業 実施中 新規 7,968 文化財課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 民俗芸能のデジタル映像記録

による保存・活用 

H19 年度：鮫神楽 10 演目について作成（DVD
は市図書情報センター、南郷図書館に常設）

H20 年度：えんぶり 2 団体（中居林組、大久

保組）について DVD を作成 

H21 年度 
・えんぶり２団体（重地組、仲町組）、

及び笹ノ沢神楽を撮影、デジタル映

像として記録保存 
H22 年度以降 
・矢沢大仏神楽、浜市川神楽、白銀

四頭権現神楽、法霊神楽、高館駒踊

その他郷土芸能の撮影 
・年間２～３団体ずつ撮影 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
03 先人周知事業 実施中 新規 2,013 文化財課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市が誇る先人の功績を伝える

パネルの作成・展示、（仮称）

ネット先人館の開設 

H18 年度： 
・先人パネル 10 枚製作 
・市民ホール展示 
H19 年度： 
・公会堂ロビー・エントランスホール、グラ

ンドホテルロビー等で展示 
・先人パネル 10 枚製作（計 20 枚） 
H20 年度： 
・公会堂エントランスホールでパネル展開催

・中心市街地活性化推進室、大祐神社等に貸

出 
・先人パネル 10 枚製作（計 30 枚） 

H21：パネル展開催や先人資料所在

調査を継続実施 
H22：「（仮称）ネット先人館」の製

作 

04 民俗芸能の夕べ開催事業 実施中 継続 1,451 文化財課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 民俗芸能団体の活性化及び後

継者育成に寄与するととも

に、市民の民俗芸能に対する

理解と関心を喚起させるた

め、八戸に古くから伝わる民

俗芸能の公開を実施 

S53 年度～：実施中（29 団体出演） 
H19 年度：30 周年記念として７団体出演、

観客数 492 人（公会堂文化ホール） 
H21.2.14：３団体出演（公会堂文化ホール）

・前年度までと同様、出演団体は３

団体で継続 

05 無形民俗文化財保護事業 実施中 継続 2,280 文化財課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 貴重な民俗芸能を後世へと引

き継ぐため、後継者養成及び

保存・伝承に要する経費の一

部を補助する 

S54 年度～：市内の無形民俗文化財保存団体

へ後継者養成及び保存・伝承に要する経費の

一部を補助 
高館駒踊保存会、鮫神楽保存会、おがみ神社

法霊神楽保存会、白銀四頭権現神楽保存会、

八戸藩伝神道無念流居合保存会、八戸徒打毬

会、八戸騎馬打毬会 
H16 年度～：八戸三社大祭山車祭り行事保存

会運営費補助 
H20 年度：中野神楽、大平大神楽、泉清水え

んぶり、島守小学校神楽、島守駒踊、島守虎

舞 の 6 団体を追加 

・引き続き実施予定 

 
39 教員の質を高めるための表彰制度の導入 

01 教育実践功労表彰制度の創設 実施中 新規 0 総合教育ｾﾝﾀｰ 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 実践的な教育活動を展開し顕

著な成績をあげた学校・教師

並びに教職員グループを表彰 

H19.8：「八戸市教育プラン後期基本計画」策

定に当り、本制度の導入について検討（青森

県教育委員会の「教職員の人材育成・評価制

度」の完全実施を踏まえて実施に移す） 
Ｈ20 年度：表彰制度の原案を作成 

H21 年度：学習指導や生徒指導、進

路指導等で成果を上げている学校及

び各種諸団体等から広く公募を行

い、審査・表彰を実施 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
40 国際化に対応した教育の充実（外国人等のボランティアが「国際先生」として外国のことばと文化を教え

る） 

01 ボランティアを活用した国際化に対応した教育の充

実 

実施中 新規 0 総合教育ｾﾝﾀｰ 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市内各小・中学校における英

語活動・英語授業での外国語

指導助手（ＡＬＴ）、教育支援

ボランティア（国際先生）の

活用 

H18 年度：派遣体制及び必要なボランティア

登録数の把握等の調査・検討 
・19 年 7 月号の広報はちのへで教育支援ボラ

ンティアとして外国の言葉や文化を教えた

い人を募集（1 名登録） 
H19 年度：国際先生 9 人登録、小学校英語

クラブ 2 件で活用 
・ボランティア再募集や八戸国際交流協会が

設置する国際交流ボランティアバンクとの

連携も検討 
H20 年度：教育支援ボランティアとして外国

の言葉や文化を教えたい人を募集（1 名新規

登録） 
・小学校英語クラブ 2 件で活用 

・引き続き、ボランティア募集や派

遣希望の把握等の調査・検討 
・国際ボランティアバンクの活用（国

際交流協会） 

 
41 地元大学等が活力向上の担い手として発展するよう市で協力・支援制度を創設 

01 学生ボランティアネットワークの構築 検討中 新規 0 広報市民連携課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 学生自身がボランティアをコ

ーディネートする「学生ボラ

ンティアネットワーク」を構

築し、ボランティアを通じた

学習により地域社会の一員と

しての意識と能力を高め、併

せて地域の活性化に貢献する

仕組みを検討 

H19 年度：仕組みの検討開始 
H20.8：第 2 回３機関（八大、八工大、高専）

連絡協議会へ素案説明 

・引き続き、仕組みを検討 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
02 （仮称）都市研究検討会の設置 実施中 新規 2,000 政策推進課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 八戸工業大学、八戸大学、八

戸工業高等専門学校の 3 校と

八戸市が連携して、地域が有

する政策課題等について、質

の高い調査研究活動や提言等

を行うことを目的として、シ

ンクタンクを設置する 

H19.10：八戸工業大学、八戸大学、八戸高専

の３校が、学術交流協定締結 
H20.1～：市から３校へシンクタンク構想案

を説明 
H20 年度：シンクタンク設置に向けた「組織

体制」や「研究分野の方向性」等を協議 
H20.11：学術交流協定締結１周年記念フォー

ラム 
H21.2：シンクタンク構想懇談会開催（３校

と市による合意形成） 

H21 年度： 
・（仮称）都市研究検討会の開催 
・プロジェクトチーム（PT）の設置

（シンクタンクの組織） 
（仮称）都市研究検討会 
・八工大学長、八大学長、高専校長、

市長の４名で構成 
・地域の政策課題を協議、調査研究

のテーマを選定 
プロジェクトチーム（PT） 
・シンクタンクは常設機関ではなく、

テーマ毎の PT 
・３校及び市から選出された職員で

構成（兼務体制） 
・テーマ毎の調査研究期間は１～２

年を基本とし、終了後、その成果を

検討会へ報告 

 

事業費計 65,603  

 
着 手 率  実 施 率 

100％  91.7％ 

 
 



１．活力の創出 

⑦新たな時代に向けた人材の育成 

47 

■関連指標 

① 「勉強は将来役に立つと思う」と回答した児童・

生徒の割合と、児童・生徒数（参考） 

② 人口10万人当たりのALT(外国語指導助手)人数

（評価 Ｂ） 

関連指標①

14,411

15,519 15,251
14,819

8,0248,0788,196 7,971

88% 72%
66%

87%

47%63%

72%

77%

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

H17 H18 H19 H20

（人）

20%

40%

60%

80%

100%

児童数 生徒数 小学6年生 中学3年生  
 

関連指標②

3.6 3.6 3.6 3.7

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

H17 H18 H19 H20

（人）

八戸市 青森市 弘前市

 

【出典】教育指導課資料 【出典】総合教育センター・県国際交流課資料  

 【H20 数値の比較】 

八戸市 3.7 人、青森市 1.3 人、弘前市 2.2 人で、八戸

市は最も高くなっている。 

 
③ 子ども(小 6)の体力・運動能力平均(50m 走) 

（評価 Ｃ） 

④ 青少年(中高生)の地域活動実績人数（参考） 

関連指標③

9.3

9.2

9

9.29.2

9.4

9.1

8.9

9.3

9.1

9.4

8.6

8.7

8.8

8.9

9

9.1

9.2

9.3

9.4

9.5

市（男） 市（女） 県（男） 県（女） 国（男） 国（女）

（秒）

H17 H18 H19 H20
 

関連指標④

1,039

1,197 1,244

554

400

600

800

1,000

1,200

1,400

H17 H18 H19 H20

（人）

青少年（中高生）の地域活動実績人数
 

【出典】八戸市児童・生徒の健康と体力 
  

【H20（県）及び H19（国）数値の比較】 

県との比較（H20）では、男 9.1 秒、女 9.4 秒に対し、

八戸市は、男 9.1 秒、女 9.3 秒で、八戸市が上回って

いるが、国との比較（H19）では、男 8.9 秒、女 9.2 秒

に対し、八戸市は、男 9.1 秒、女 9.3 秒で、八戸市が

下回っている。 

【出典】教育指導課資料 

 

※出典データを基に、人口 10 万人当たりで独自計算 
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④ 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

１-⑦新たな時代に向けた人材の育成 1.10 1.19 1.31 ↑ 
（行政分野別の内訳） 
参加と連携の推進 1.35 1.40 1.54 ↑ 
義務教育の充実 1.20 1.33 1.47 ↑ 
文化財の保存と活用 1.12 1.18 1.27 ↑ 
国際理解の推進 0.74 0.84 0.96 ↑ 

 
 
■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ｂ Ｂ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

１－⑦ 

新たな時代に向けた人材の育

成 91.7% ― （Ｃ）→Ｂ ↑（1.31） 
Ｂ 

 
 個性豊かで、魅力にあふれ活力に満ちたまちづくりには、それぞれの分野で活躍する人材の育成が不可

欠である。複雑多様化する社会経済情勢のなかで、家庭、学校、地域における教育力を高めるとともに、

そこで育った人材が地元で活躍できるような環境づくりが必要である。 
マニフェストは、新たな時代に向けた人材の育成のため、６つの公約事業を掲げ、八戸市は12の実施事

業に取り組んできた（65,603千円）。 
 なかでも、平成19年度に柏崎小学校及び第一中学校をモデル校として、「地域学校連携協議会」を設置し

、地域ぐるみによる学校運営を試行した。平成20年度は、７地域本部、12小・中学校で学校支援コーディ

ネーターを中心とした地域密着型教育を推進しており、現在検討中である「学生ボランティアネットワー

クの構築」をのぞいて、公約事業はすべて実施されている（実施率91.7％）。 
これに対して、「人口10万人当たりのALT人数」は、平成17年度からほとんど変化はないが、青森市、

弘前市と比較し多くなっている。「子ども（小６）の体力・運動能力平均（50m走）」については、平成20
年度は男性9.1秒、女性9.3秒で、平成17年度と比較して各々0.1短縮してきている。県平均とは、概ね同水

準にあるが、全国平均には至っていない。 
満足度は、年々上昇傾向にあり、平成21年は1.31で、平成19年と比較して0.21ポイント上昇している。

関連する全ての分野で上昇しており、特に「義務教育の充実」の分野は、平成21年の満足度が高く、また、

平成19年と比較した上昇率も高くなっている。 
 以上、公約事業は概ね実施されており、関連指標も一定の水準を上回っていることから、マニフェスト

項目全体の評価はＢといえる。 
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１-⑧ 多文化都市の推進とスポーツの振興 

 
■マニフェスト本文 

 文化芸術とスポーツの分野において、世界的にも誇るべき人々がわが八戸で活躍していることを十分に

認識し、行政がことさら前面にでることなく、これらの人々の活動を強力にサポートするための体制を充

実させます。たとえば文化芸術の面においては、多文化都市を標榜し、多様な活動の場の整備やソフト事

業を充実させます。このため、平成 18 年度中に、行政が具体的にどのような役割を果たすべきかについ

て提案をしていただくための「多文化都市八戸推進会議」（仮称）を設置します。 

 また、スポーツの分野においては、市民の誰もが年齢や体力に応じてスポーツに親しみ、家庭や地域で

気軽にスポーツを楽しめるよう「一市民一スポーツ運動」を推進します。さらに、国の「スポーツ拠点づ

くり推進事業」を受け、「スケートの甲子園」や「レスリングの甲子園」などの誘致運動に早急に着手しま

す。 

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
42 （文化芸術）多文化都市を標榜し、多様な活動の場の整備やソフト事業を充実 

01 市民多文化支援事業 実施中 新規 15,516 文化ｽﾎﾟｰﾂ振興課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 多様で特色のある市民の自主

的な文化活動に対する補助 

・八戸市文化協会、八戸ジュニアオーケスト

ラ、八戸市民フィルハーモニー交響楽団、八

戸ウインドアンサンブル、国際大会・全国大

会や国民文化祭への出演団体へ補助 
・20 年度より公募による文化活動支援制度を

新たに実施(2 件交付決定) 

・公募による補助制度についての採

択数増を検討（21 年度：3 活動程度、

22 年度以降：10 活動程度） 

02 文化活動ワークショップ開催事業 実施中 新規 0 文化ｽﾎﾟｰﾂ振興課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 文化団体等が主催してワーク

ショップを開催する場合、市

が共催し、八戸市公民館また

は南郷文化ホールの使用料を

免除 

H19.4～10： 「多文化都市八戸推進会議」

での議論を参考に制度設計 
H19.12：実施要領・細則制定、募集開始 
H20.2：市民アートサポート・ICANOF 主催

の「デジタルカメラ・ワークショップ」を南

部会館において開催（参加者 20 名） 
H20.12：泉紫峰日本舞踊研究所主催の「親子

で楽しむおどりワークショップ」を南郷文化

ホールで開催（参加者 6 組 13 名） 

H21 年度：引き続きワークショップ

開催者を支援 
・ワークショップの中から生まれた

作品やアイデアが公開されたり新た

な団体設立に結びつくなど活かされ

るよう、有識者等から意見を伺いな

がら、当市の多文化推進という総合

的観点で推進 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
03 情報発信・交流推進事業 実施中 新規 0 文化ｽﾎﾟｰﾂ振興課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市内文化施設間の連携強化を

図り、イベント開催情報発

信・共同ＰＲ等の事業を行い、

市民の文化活動への参加・鑑

賞機会を増大 

H19.4～10：「（仮称）八戸市文化施設連絡会」

設立準備。各施設への打診、要綱作成等 
H20.4～H21.2：情報発信のための HP・チラ

シ等の検討、多文化都市八戸推進懇談会から

意見聴取 
H21.2：八戸市芸術文化施設連絡会創設 
H21.4：連絡会ＨＰを公会堂ＨＰ内に開設 
H21 年度： 
・市民への情報発信強化として、各施設共通

のイベント情報一覧表を作成し、公会堂のＨ

Ｐで公開 
・新たな共同事業（施設間利用調整、連絡会

文化事業開催等）について、検討・実施 

・引き続き、文化施設共同事業を実

施 
・市民の文化活動への参加・鑑賞機

会の増大に努める 

04 南郷文化ホール整備事業 実施済 継続 948,767 文化ｽﾎﾟｰﾂ振興課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 南郷区における生涯学習や文

化活動の拠点施設の整備 

H18 年度：実施設計 
H19.2：建設工事着工 
引渡し(竣工)：本棟工事関係 H20.3.14、外構

工事 H20.3.27(竣工) 
H20.6.1：落成記念式典・オープン記念イベ

ント 
H20.6.1～8.31：無料貸出キャンペーン 
愛称「スウィングベリーNANGO」 

H21 年度：指定管理者制度を導入

し、民間の手法を活用したホール運

営を行っている 

 
43 「多文化都市八戸推進会議」（仮称）の設置 

01 多文化都市八戸推進会議の開催 実施中 新規 1,514 文化ｽﾎﾟｰﾂ振興課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 多文化推進のあり方を検討

し、助言・提言する「多文化

都市八戸推進会議」の設置 

H18.11.28：「多文化都市八戸推進会議」設置

H19 年度：多文化都市八戸推進会議３回、ワ

ーキング会議３回開催 
H20.1：多文化都市八戸推進フォーラム開催

（参加者 74 名） 
H20.3：「多文化都市八戸推進のための提案

書」を市に提出 
H20.5：「多文化都市八戸推進懇談会」を設置

（3 回開催） 
21 年度：懇談会による多文化推進施策の検証

や修正、評価、再提案等を行う 

H22 以降：引き続き懇談会を開催

し、多文化推進施策の検証や修正、

再提案、評価等を実施、多文化推進

の状況を見極めながら、所期の目的

が達成されたと判断した時点で解散
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
44 「一市民一スポーツ運動」を推進 

01 第 20 回全国スポーツ・レクリエーション祭開催事業 実施済 新規 0 文化ｽﾎﾟｰﾂ振興課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 第 20 回全国スポーツ・レクリ

エーション祭（H19.9.22～
9.25）を契機としてスポーツ

の普及を図る 

H18 年度：種目別リハーサル大会の開催、開

催種目別普及事業、広報啓発事業 
H19.9.22～25：種目別大会開催、広報啓発事

業、交流事業、競技普及事業など、それぞれ

実施し、すべての事業を完了 

・スポーツ・レクリエーション祭を

受け、ニュースポーツ等の普及に取

組む 

02 「健康はちのへ２１の日」の周知 実施中 拡充 0 健康増進課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 「健康はちのへ２１の日」の

周知徹底 

H15.2：「健康はちのへ２１」計画策定 
H18 年度：8 月 21 日を「健康はちのへ２１

の日」と定め、市民健康づくり講座のポスタ

ーに掲載 
H19 年度：広報８月号にも掲載して周知 
H20 年度： 
・「健康はちのへ２１の日」にちなむ市民健

康づくり講座の開催（H20.8.21） 
・ポスターや広報、健康教室案内チラシ等へ

の掲載 
・各種健康教室等での周知・徹底 

・引き続き実施 
・日常の健康教室等において周知 

03 ニュースポーツ体験コーナー事業 実施済 新規 0 文化ｽﾎﾟｰﾂ振興課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 幅広くたくさんの市民の方に

手軽にスポーツを体験してい

ただくため、近年話題になっ

ているニュースポーツを体験

できるコーナーを設置する。 

H20.10.13：第 60 回八戸市総合体育大会の記

念イベントとして開催。大会 終日に東運動

公園陸上競技場芝生にて６種目（ビーンボウ

リング、スカットボール、ディスゲッター９、

公式ワナゲ、ペタンク、クロリティ）のニュ

ースポーツを設置し、スタンプラリー方式に

て開催。参加人数 約 100 名。 

・これを契機に、市民スポーツの振

興に努める 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
45 国の「スポーツ拠点づくり推進事業」を受け、「スケートの甲子園」や「レスリングの甲子園」などの誘致

運動 

01 スポーツ拠点づくり推進事業 検討中 新規 0 文化ｽﾎﾟｰﾂ振興課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 (財)地域活性化センターの「ス

ポーツ拠点づくり推進事業」

を活用した、小・中学生・高

校生が参加する全国大会の継

続的な開催 

H18 年度：日本スケート連盟フィギュア委員

会に対し「全日本フィギュアスケートノービ

ス選手権大会（参加選手対象：小学５，６年

生・開催形式：持ち回り開催）」の八戸市で

の継続開催提案 
H19.7：日本スケート連盟と青森県スケート

連盟との協議の結果、「当該ノービス大会は

スポーツ拠点づくり事業に適さない」との結

論により、誘致断念 
H19.8：既存体育施設を使用して全国大会を

開催することが可能な競技種目について、大

会誘致の可能性調査（結果：希望団体なし）

H19.8～H20.3：（社）青森県サッカー協会並

びに八戸市サッカー協会関係者と「小学生ビ

ーチサッカー大会」開催の可能性について協

議（H20 年度事業としての実施には至らず）。

H20 年度：「フリースタイルフットボール選

手権大会」の H21 年度開催を目指して申請

（結果：地域活性化センターより「承認され

なかった」との審査結果） 

・次年度の事業承認に向け、新たな

開催種目を検討 

 

事業費計 965,797  

 
 

着 手 率  実 施 率 

100％  88.9％ 
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■関連指標 

① 市文化施設入館者数（評価 Ｃ） ② 市体育施設利用者数（評価 Ｂ） 

関連指標①

182 196
179 173

100

200

300

400

H17 H18 H19 H20

（千人）

八戸市公会堂 青森市文化会館
弘前市民会館

※青森市文化会館のH18数値は、11月～3月の入館者数。

　（4月～10月は、改修工事のため閉館。）

（大ホール入場者数）  

関連指標②

126.2

116.1114.4112.8

40

60

80

100

120

140

H17 H18 H19 H20

（万人）

八戸市 青森市 弘前市

 
【出典】各市の施設所管課資料 【出典】各市の施設所管課資料 

【H20 増減率（対 H17）】 

八戸市公会堂△5.0、青森市文化会館△15.0、弘前市民

会館△3.6 で、八戸市公会堂は他団体施設の中位に位

置している。 

【H20 増減率（対 H17）】 

八戸市 11.9%、青森市 2.4%、弘前市△8.3%で、八戸市

が最も高くなっている。 

 
③ 市内公民館の自主クラブ数（参考） ④ 県内の総合型地域スポーツクラブ創設状況 

（参考） 

関連指標③

453

428
426

434432

410

420

430

440

450

460

H17 H18 H19 H20 H21

公民館自主クラブ数  

市町村
青森市
青森市
弘前市
弘前市
八戸市
黒石市

つがる市
外ヶ浜町
深浦町
大間町
五戸町

大間町総合型地域スポーツクラブ
五戸町スポーツクラブ

ＮＰＯ法人スポネット弘前
ヴァンラーレ八戸スポーツクラブ
ＮＰＯ法人くろいしアスリート＆エンジョイクラブ
いながきスポーツクラブ
東津軽郡スポーツクラブ
深浦町スポーツクラブ

青森総合スポーツクラブ
Ｗｉｌｌスポーツクラブ
ＮＰＯリベロ津軽スポーツクラブ

関連指標④
クラブ名（平成20年10月1日現在）

 
【出典】社会教育課資料 【出典】青森県広域スポーツセンターＨＰ 

 
④ 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

１-⑧多文化都市の推進とスポーツの振興 1.11 1.17 1.18 ↑ 
（行政分野別の内訳） 
芸術・文化活動の促進 0.91 1.03 1.05 ↑ 
スポーツの振興 1.30 1.31 1.31 ↑ 
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■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ｂ Ｃ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

１－⑧ 

多文化都市の推進とスポーツ

の振興 88.9% ― Ｃ ↑（1.18） 
Ｃ 

  
 生活水準の向上や自由時間の増大、価値観の多様化などを背景に、市民の芸術・文化・スポーツに対す

る関心が高まっており、誰もが気軽に楽しむことができる環境の整備を図ることが求められている。 
マニフェストは、多文化都市の推進とスポーツの振興のため、４つの公約事業を掲げ、八戸市は９つの

実施事業に取り組んできた（965,797千円）。 
なかでも、平成18年度に「多文化都市八戸推進会議」が設置され、市民の文化活動に対する補助・共催

支援制度などを創設するとともに、平成20年６月にオープンした南郷文化ホールなどの各種文化施設の連

携事業も推進している。また、第20回全国スポーツ・レクリエーション祭の開催や第60回市総合体育大会

の記念イベントを活用したニュースポーツ等の普及に取り組んでおり、実施にはいたっていない「スポー

ツ拠点づくり推進事業」をのぞいて、公約事業はすべて実施されている（実施率88.9％）。 
 これに対して、「市文化施設入館者数」は、平成18年度は増加したものの、平成19年度、平成20年度は、

改修工事や地震等の影響により減少している。「市体育施設利用者数」は、年々増加傾向にあり、特に平成

20年度は大きな伸びを見せている。平成17年度と比較した増減率では、県内三市のなかで も高くなって

いる。「総合型地域スポーツクラブ数」については、県内創設済の11クラブのうち、八戸市が１クラブ、青

森市、弘前市がともに２クラブとなっている。 
 満足度は、年々上昇傾向にあり、平成21年は1.18で、平成19年と比較して0.07ポイント上昇している。

関連する分野では、「スポーツの振興」、「芸術・文化活動の促進」ともに高い得点となっている。 
 以上、公約事業は概ね実施されており、関連指標も一定の水準にあることから、マニフェスト項目全体

の評価はＣといえる。 
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２２．．安安心心のの確確立立  
 

■市政評価委員会総括評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ｂ Ｂ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

２－① 

医療の充実 

80.0% ― （Ｃ）→Ｂ ↑（1.59） 

Ｂ 

 マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ Ｂ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

２－② 

市民健康維持連携システムの

創設 100% ― （Ｃ）→Ｂ ↑（1.51） 

Ａ 

 マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ Ｄ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

２－③ 

人にやさしい「福祉のまちづく

り」 100% ― Ｄ ↑（1.14） 

Ｃ 

 マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ Ｃ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

２－④ 

子育て支援の拡充 

100% ― Ｃ ↑（0.87） 

Ｂ 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ Ｂ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

２－⑤ 

循環型都市の推進・都市緑化の

推進 100% Ｂ（99.6%） （Ｃ）→Ｂ ↑（1.69） 

Ａ 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ Ｂ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

２－⑥ 

地域コミュニティの再生 

100% ― （Ｃ）→Ｂ ↑（1.40） 

Ａ 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ Ｃ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

２－⑦ 

防災・防犯対策の強化 

100% ― Ｃ ↓（1.19） 

Ｂ 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ ― 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

２－⑧ 

定期的な市政モニタリング調

査の実施 100% ― ― ↑（1.10） 

(Ａ)
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２ 安心の確立（総括） 

 
 市民一人ひとりが、安全・安心で快適な生活を送るためには、医療や福祉の充実とともに、地域コミ

ュニティの活性化や防災・防犯対策の強化が必要である。また、環境問題は、市民の日常生活と密接に

結びついていることから、環境負荷の低減や、限りある資源の有効活用が求められている。 
 マニフェストは、「安心の確立」のため、8つの項目を掲げ、28の公約事業に取り組んできた。 
 各項目における公約事業については、7項目で実施率がＡとなっており、ほぼ実施されている。公約

事業に対応する実施事業としては、ドクターヘリの導入や医師確保、ごみの減量化、住民自治推進懇談

会の開催、安全・安心のまちづくりなどに力を入れて取り組んだ結果、それぞれに成果が現れている。

 関連指標のうち、公約に含まれている数値目標である「市民１日当たりのゴミ排出量」については、

目標値には到達していないものの概ね達成されている。 
また、その他指標のうち、「人口1千人当たりの三大死因による死亡者数」や「水道管路耐震化率」が

他団体と比較して評価が高くなっているのに対し、「障がい者雇用率」は評価が低くなっている。 
 満足度については、H19年と比較して7項目で増加するとともに、4項目で平均を上回っている。なか

でも、「医療の充実」や「市民連携維持システムの構築」、「循環型都市の推進・都市緑化の推進」、「地

域コミュニティの再生」の満足度が高くなっている。一方、「子育て支援の拡充」に対する満足度が低

くなっている。 
 以上の取り組みの結果、公約全体の数値目標である「安心度と満足度」は、目標値である2.36点に対

して、 新値の平成21年は1.29点となっており、満足度は年々増加しているものの数値目標は達成でき

なかった。しかし、そもそも安心度・満足度を測定することは困難であり、数値目標として設定するこ

と自体に無理があるのではないかと考えられる。 
 公約全体を総括すると、7 項目で全体評価がＢ以上となっており、概ね達成されているものと考えら

れる。 
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２２．．安安心心のの確確立立  
 

■マニフェスト本文 

 ある調査によれば、八戸の「住みよさ」は全国で 300 位くらいです。この順位を高めなければならない

のは当然ですが、しかし、それはあくまでも客観的な指標による数値化された尺度であり、より必要なこ

とは、市民の方々の実感と確信に他なりません。このため、私は市政モニタリング制度を導入し、医療や

福祉、防災をはじめ、皆さまの日々の安心度、そして市政に対する満足度を知り、改善を図っていきたい

と考えます。そしてこの 4 年間で、安心度と満足度を 2 倍以上に引き上げられるよう、地域の安心の確立

に全力で取り組みます。 

 また、食の重要性に鑑み、学校教育に食育理念を早急に取り入れます。 

 
 
■関連指標 

① 地域の安心を確立し、４年間で安心度と満足度を２倍以上に引き上げます。 

【数値目標９（マニフェスト掲載）】

第 5次八戸市総合計画の進行管理の一環として、総合計画の各分野に対する市民の満足度を把握するため、

平成 19 年から有識者を対象としたアンケート調査を実施しています。マニフェストの「安心の確立」の分野

に対する市民の満足度は、平成 19 年は 1.18 点でしたが、平成 21 年は 1.29 点になりました。  
（出典：有識者アンケート調査） 

【データ】有識者アンケート調査 

【基準値】H19 年：1.18 点 

【目標値】H21 年：2.36 点（H19 年×2） 

【最新値】H21 年：1.29 点 

【達成率】54.7% 

【推 移】H19 年：1.18 点、H20 年：1.23 点、 

H21 年：1.29 点 

【参 考】有識者アンケートにおける安全・安心の分野に対す

る満足度（「十分満たされている」を 3点、「まあま

あ満たされている」を 2 点、「あまり満たされてい

ない」を 1 点、「満たされていない」を 0 点とし、

当該回答者数（「わからない」を除く）で割った平

均値で、3点満点。） 

関連指標①

2.36

1.291.231.18

0.00

1.00

2.00

3.00

H19 H20 H21

（点）
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２-① 医療の充実 

 
■マニフェスト本文 

 誰もが必要なときに、必要な医療を受けられることにすることこそ、行政の最も重要な責務の一つです。

私は八戸における医師の確保、とりわけ不足傾向がみられる産婦人科医、小児科医の確保に全力を尽くし

ます。また、2 年以内に国保南郷診療所と市民病院をオンラインで結び、市民病院の専門医が南郷地区に

おける救急患者の診断を行えるよう、遠隔医療システムを整備します。 

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
47 医師確保（特に不足傾向の産婦人科医、小児科医） 

01 医師確保対策事業 実施中 拡充 13,274  健康福祉政策課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 青森県国民健康保険団体連合

会が実施する県内医師確保対

策事業に係る負担金 
青森県策定の「産科医療体制

の将来ビジョン」にに基づき、

特に産科医療体制については

連絡会を開催し協議 

H17 年度：青森県が県内医師確保対策事業を

開始 
・医師修学資金支援事業 78 人（H17～H20
年度） 
 主に青森県出身者で、弘前大学医学部への

入学生に対して就学資金を支援（平成 20 年

度から募集定員枠 1 名増員） 
・医師研修派遣事業 
 県が設置している「あおもり地域医療・医

師支援機構」に属する医師等を、弘前大学医

学部附属病院等に研修派遣 
・研究開発事業 
 （社）青森医学振興会への委託による研究

開発 

・引き続き、医師修学資金支援事業、

医師研修派遣事業、研究開発事業を

実施 

02 ドクターヘリの導入 実施中 新規 0  管理課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 現場における早期治療の開始

により、救命率の向上や重度

後遺症の軽減、山間地や病

院・診療所が近くにない地域

の住民へ迅速な医療を提供可

能にするためドクターヘリを

導入する 

H18・19 年度： 
重点事業要望、三圏域連携懇談会 

 ①周辺自治体・医療機関・消防機関賛同書

 ②講演会、デモンストレーション等実施 
H18～20 年度：ドクターヘリ講習会参加（医

師、看護師） 
H20 年度： 重点事業要望 
H20.9：青森県が八戸市立市民病院を運航病

院としてドクターヘリの導入を決定 
・事業実施主体は青森県 
・八戸市は市民病院にヘリポートを整備 
H20.11：地域住民への説明会開催 
H20.12：市民病院敷地内にヘリポート・格納

庫の建設開始 
H21.3.25：ドクターヘリ運航開始 

・引き続き青森県からの委託により、

青森県ドクターヘリの運航病院とし

て、消防機関・医療機関と連携して

ドクターヘリを運航する。 
・より効果的な運航のため、関係機

関と協力して運航体制の整備を更に

進め、事後検証に努める。 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
03 青森県南地域産科医療体制強化推進事業 実施中 新規 40,000  管理課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 青森県南地域の産科医療の確

保に向けて、東北大学病院の

機能や人的資源を活用し、当

院と五戸総合病院・三沢市立

病院と連携の下、出産管理情

報ネットワーク構築研究事業

と産科専門医養成事業を行う 

H20.9.30：協定及び契約の締結 
H20.10.1：契約履行開始（産科医１名を市民

病院に配置） 
H21.2：青森県周産期医療協議会開催 
H21.3：連携病院と負担金協定の締結（各院

200 万円） 
H21.4：産科医 2 名を市民病院に配置 

・引き続き実施予定 

 
48 国保南郷診療所－市民病院オンライン遠隔医療システムの整備 

01 国保南郷診療所－市民病院オンライン遠隔医療シス

テムの整備 

未定 新規 0  市民生活課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 南郷診療所におけるオンライ

ン遠隔医療システムの整備 

H18.8：南郷区６カ所で「南郷区における医

療充実のための住民懇談会」を開催（計 38
名が参加） 

住民懇談会による意見聴取では当該

システムの整備に関する強い要望は

ないことから当該事業の整備予定は

ない 

02 南郷区まちづくり計画に基づく「健康に暮らせるま

ちづくり」の推進 

実施中 新規 0  市民生活課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 南郷区のまちづくり計画に基

づく「健康づくり」を住民と

の協働により推進 

H18.8：南郷区６カ所で「南郷区における医

療充実のための住民懇談会」を開催（計 38
名が参加） 
⇒南郷診療所の存続、耳鼻科医、眼科医の確

保、看護師増員、患者バス継続運行等の意

見・要望が出た 
H19.2：「南郷区まちづくり計画」の策定 
H19.8：南郷区地域協議会は「南の郷手づく

り未来計画」の H19 年度重点実施施策とし

て、健康づくりの推進「メタボリックシンド

ローム予防教室」を市と協働により開催する

ことを決定 
H19 年度：「メタボリックシンドローム予防

教室」開催（3 回） 
H20.5.13：「メタボリックシンドローム予防

教室」開催 

･地域協議会で策定した「南郷区手づ

くり未来計画」の中の「健康に暮ら

せるまちづくり」を実現するため、

協働により事業を推進する。 

 

事業費計 53,274  

 
着 手 率  実 施 率 

80.0％  80.0％ 
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■関連指標 

① 市内産科・小児科数（参考） ② 人口 10 万人当たりの医師数（評価 Ｃ） 

H17 H18 H19

病　院 3（3） 3（２）

診療所 10（4） 10（4）

病　院 8            8            

診療所 30           31           

21           21           21           

174         171         173         

※産科のうち（　）内にある数値は、分娩可能な施設数

一般診療所総数

関連指標①

産　科

小児科

病院総数

 

関連指標②

201.7192.9184.2

150

200

250

300

350

400

H14 H16 H18

(人)

八戸市 青森市 弘前市

県平均 全国平均  

【出典】健康福祉政策課資料 【出典】医師・歯科医師・薬剤師調査調査（厚生労働省） 

 【H18 数値の比較】 

八戸市 201.7 人、青森市 202.4 人、弘前市 394.7 人、

県平均 170.5 人、全国平均 206.3 人で、八戸市は他団

体の中位に位置している。 

 
③ 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

２-①医療の充実 1.49 1.46 1.59 ↑ 
（行政分野別の内訳） 
健康づくり活動の推進 1.31 1.32 1.45 ↑ 
地域医療体制の充実 1.68 1.60 1.73 ↑ 

 

※出典データを基に、人口 10 万人当たりで独自計算 
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■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ｂ Ｂ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

２－① 

医療の充実 

80.0% ― （Ｃ）→Ｂ ↑（1.59） 
Ｂ 

  
 市民が安心していつでも医療を受けることができるよう、地域医療体制の充実が求められており、とり

わけ全国的にも不足している産婦人科医、小児科医等の医師の確保が急務となっている。 
 マニフェストは、医療の充実のため、２つの公約事業を掲げ、八戸市は、５つの実施事業に取り組んで

きた（53,274 千円）。 
 平成 17 年度から、県と共同で医師修学資金の支援や医師研修派遣などの医師確保対策事業を実施してい

るが、平成 20 年度からは、東北大学病院との協定を締結し、平成 21 年度には産科医 2 名が市民病院に配

置されている。また、平成 21 年 3 月には、 重点事業として県に要望してきたドクターヘリが八戸市立

市民病院を運航病院として運用が開始されている。南郷区住民懇談会での意見聴取により強い要望のなか

った「国保南郷診療所における市民病院とのオンライン遠隔医療システムの整備」をのぞいて、公約事業

はすべて実施されている（実施率 80.0％）。 
 これに対して、「人口 10 万人当たりの医師数」は、年々増加しており、弘前市には大きく及ばないもの

の全国平均と同水準にある。 
満足度は、高水準で推移しており、平成 21 年は 1.59 で、平成 19 年に比較して 0.10 ポイント増加して

いる。分野別では、特に「地域医療体制の充実」で非常に高い得点となっている。 
 以上、公約事業は概ね実施されており、その他指標も一定の水準にあるほか、満足度が高い水準にある

ことから、マニフェスト項目全体の評価はＢといえる。 
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２-② 市民健康維持連携システムの創設 

 
■マニフェスト本文 

 健康の維持、疾病の防止・回復を願わない人はいません。しかし、これまでは、いわゆる縦割り行政の

弊害も手伝って、疾病予防、健康増進、社会復帰のための総合的な施策が講じられてきませんでした。医

療・福祉・介護の各サービス提供機関とボランティアとの連続的な提携が十分に図られてこなかったのも、

このためです。私は市民の皆さまの健康を維持するための連携の場として、「八戸市民健康維持システム協

議会」（仮称）を平成 19 年度までに設立します。 

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
46 食の重要性に鑑み、学校教育に食育理念の取り入れ 

※マニフェスト上では、「２．安心の確立」の前文に掲載されているが、公約事業の趣旨から、マニフェスト評価書では、

当該マニフェスト項目に掲載している。 

01 学校教育における食育の推進 実施中 新規 80,320  総合教育ｾﾝﾀｰ 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 食育の理念を各校の実態に応

じて推進する「食に関する全

体計画」を策定 

H18 年度：「八戸市学校教育の方針」に食育

を追加 
H18 年度：学校栄養職員、中学校教職員等に

対する啓発活動実施 
H19.4：栄養教諭の配置（青潮小学校） 
H19 年度：食育推進事業検討委員会（2 回）

H20.3：食育推進連絡協議会 
H20.8,2：食育推進連絡協議会(2 回） 
H20.11：学校給食実践発表会 
H21.1：児童生徒給食活動発表会 

H21 年度：市食育推進計画を踏まえ

た「食に関する全体計画」を策定予

定 
・教職員を対象とした食育研修講座

の開催 

02 食育推進事業 実施中 新規 3,008  健康増進課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 食を通して、健康な心身の育

成や、自らが望ましい食生活

をおくる能力、豊かな人間関

係づくりを図る食育を推進す

るため、市食育推進計画を策

定、実践 

H19.1：八戸市食育推進協議会設置要綱策定

H19.2～H20.1：八戸市食育推進協議会開催

（5 回） 
H19.4～5：「食育に関するアンケート」実施

H20.3：「八戸市食育推進計画」策定、「はち

のへ食育行動プラン」「はちのへ食事バラン

スガイド」作成 
H20 年度：「はちのへ食事バランスガイド」

配布（市内の全小中学生、保育･幼稚園児） 
H20.8～2：八戸市食育推進協議会開催（2 回）

H21 年度以降： 
・「はちのへ食事バランスガイド」の

普及活動 
H23 年度：「八戸市食育推進計画」

目標値評価アンケート実施 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
49 「八戸市民健康維持システム協議会」（仮称）の設立 

01 市民健康維持連携システム構築事業 実施中 新規 37  健康増進課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市民健康維持連携システム連

絡会の設置による、保健医

療・福祉・介護等のサービス

に係る包括ケアシステムの構

築 
県及び圏域において各サービ

スの提供機関も参加した協議

会の設置による包括ケアシス

テムが構築されていることか

ら、八戸市においては庁内関

係課による連絡会議を設置

（必要に応じて外部関係者を

加える）し、県及び圏域の協

議会と連携を図りながら、シ

ステムの充実を図る。 

H19.11～H20.1：庁内関係課連絡会議（3 回）

H20.3：第１回連絡会開催 
H20.8～2：連絡会開催（3 回） 
「八戸市保健・医療・福祉・介護相談窓口問

い合わせ先」リーフレット作成 
・サービス提供にかかわる関係者がお互いの

機能や役割の理解を深める 
・各分野で行っているケア会議やネットワー

クシステムの共有 
・市民の立場に立った、よりよい連携システ

ムの方策や周知について検討 

H21 年度以降：連絡会の開催（2～3
回） 
リーフレットの配布 

02 ＡＥＤの普及促進 実施中 拡充 10,847  健康福祉政策課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 ＡＥＤ講習会の開催、ＡＥＤ

マップの作成、市施設へのＡ

ＥＤ設置推進及び貸出用ＡＥ

Ｄ・貸出用ＡＥＤ体験キット

配備 

H16 年度～：市施設へのＡＥＤ設置 
H17.8：主なホテル、デパート、スーパーな

ど（33 カ所）へのＡＥＤ設置依頼 
H19.3：市広報にＡＥＤ設置施設リストを掲

載（随時更新） 
H19.5：市施設へのＡＥＤ設置（20 台）、Ａ

ＥＤ貸出制度開始（ＡＥＤ１台、講習用５台）

H20 年度：市施設へ AED20 台設置（合計 60
台借上） 
・市民ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｻｰｸﾙいのちの輪との協働事業 
H20.7～H20.12：ＡＥＤ講習会開催 4 回（211
人参加） 
設置施設訪問調査、ＡＥＤマップ作成、掲載

・市設置ＡＥＤ、貸出用ＡＥＤ・貸出用ＡＥ

Ｄ体験キットの管理 
H21.3 末時点で、市内 301 施設で設置済（市

把握分） 

・引き続き、ＡＥＤ講習会の開催、

ＡＥＤマップ更新、市設置ＡＥＤ・

貸出用ＡＥＤ・貸出用ＡＥＤ体験キ

ットの管理、AED 本体借上(60 台)
を実施 

 

事業費計 94,212  

 
着 手 率  実 施 率 

100％  100％ 
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■関連指標 

① 基本健康診査受診率（評価 Ｄ） ② 人口 1千人当たり三大死因による死亡者数 

（評価 Ｂ） 

関連指標①

27.627.2

39.8
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（％）

八戸市 県平均 全国平均

関連指標②

4.84.94.7
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5.5

6.0

6.5

7.0
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（人/千人）

全国平均 県平均 八戸市

青森市 弘前市

※青森県保健統計年報の数値を人口千人当たりで計算したもの 

【出典】健康増進課資料 【出典】青森保健統計年鑑 

【H19 数値の比較】 

全国平均 42.6%、県平均 37.4%、八戸市 27.6%で、八

戸市が最も低くなっている。 

【H19 数値の比較】 

全国平均 5.0 人（H18）、県平均 6.1 人、八戸市 4.8 人、

青森市 5.9 人、弘前市 6.2 人で、八戸市が最も低くな

っている。 

 
③ 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

２-②市民健康維持連携システムの創設 1.36 1.42 1.51 ↑ 
（行政分野別の内訳） 
保健・医療・福祉・介護・教育等の連携の推進 0.98 1.03 1.15 ↑ 
消防・救急体制の充実 1.75 1.82 1.87 ↑ 
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■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ Ｂ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

２－② 

市民健康維持連携システムの

創設 100% ― （Ｃ）→Ｂ ↑（1.51） 
Ａ 

  
近年、食生活の変化や運動不足などを背景に生活習慣病が増加し、市民の健康を脅かしている。青森県

民の平均寿命が全国 下位（平成17年）にあるなか、八戸市においても、市民の健康に対する意識の向上

や一次予防を重視した総合的な対応が求められている。 
 マニフェストでは、市民健康維持連携システムの創設に向け、前文に掲載されている食育関連も含め２

つの公約事業を掲げ、八戸市は４つの実施事業に取り組んできた（94,212千円）。 
平成19年度から保健・医療・福祉・介護の関係課が連絡会を開催し、各分野の情報を共有している。そ

の中で、平成20年度は、市民への一体的かつ効率的なサービス提供のため、総合的な窓口案内リーフレッ

トを作成した。また、市内301施設（平成21年３月末現在）に設置されているAEDのマップを作成するな

ど、NPOと協力してAEDの普及を図っている。さらに、「八戸食事バランスガイド」を市内全小中学生、

園児に配布し食育理念の普及も図られ、公約事業は全て実施されている（実施率100％）。 
 これに対して、「基本健康診査受診率」は、平成18年度の制度改正に伴い、65歳以上の対象者が拡大さ

れたことにより、平成18年度以降は全体として低下しており、全国・県平均より低くなっている。「人口１

千人当たり三大死因による死亡者数」は、平成17年度から平成19年度までは、ほぼ横這いで推移しており

、全国・県平均及び青森市、弘前市より少なくなっている。 
満足度は、平成21年は1.51で、平成19年と比較し0.15ポイント上昇している。分野別では、「保健・医療

・福祉・介護・教育等の連携の推進」の上昇率が高く、特に「消防・救急体制の充実」が高い得点となっ

ている。 
以上、公約事業は全て実施されており、満足度が高得点であり、関連指標が一定の水準にあることから、

マニフェスト項目全体の評価はＡといえる。 
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２-③ 人にやさしい「福祉のまちづくり」 

 
■マニフェスト本文 

 人間、誰しも障害者になる可能性はあり、高齢者の方にも、そして障害者の方にも「やさしい八戸」を

築き上げなければなりません。私はこの 1 年の内に、まず、八戸の福祉への取組みを謳う「福祉のまちづ

くり条例」（仮称）の制定を目指します。さらにバリアフリー化（段差解消）の推進、ヘルパー派遣事業所

の育成支援、高齢者と子どもとの対話の促進を図ります。また、全国各地の構造改革特区計画も参考にし

ながら、高齢者本位、障害者本位の施設利用とそのための「まちづくり」を展開してまいります。 

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
50 八戸の福祉への取組みを謳う「福祉のまちづくり条例」（仮称）の制定 

01 八戸市健康と福祉のまちづくり条例制定事業 実施中 新規 674  健康福祉政策課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 健康、福祉、その他関連分野

が連携し、総合的に福祉のま

ちづくりを推進するため、市

の福祉への取組みの指針とな

る条例の制定 

H18.7：条例検討委員会設置（福祉団体関係

者、学識者等で組織） 
H19.3.28：「八戸市健康と福祉のまちづくり

条例」制定 
H19.4.1：条例施行 
H19 年度：条例の周知（条例に関する冊子

300 部作成、ホームページ掲載、広報はちの

へ 6 月号掲載） 

条例に基づき各種施策を展開 
必要に応じて改正 

 
51 バリアフリー化（段差解消）の推進 

01 新井田白銀線交通安全施設等整備事業 実施済 継続 127,438  道路建設課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市道新井田白銀線を拡幅し、

歩道設置により歩行者の安全

を確保するとともに段差解消

を行う。(L=180m･W=12m) 

～H19 年度：用地買収・補償交渉 
H19 年度：用地買収・補償（5 件）、道路改

良工事（道路拡幅部にある都市下水路保護工

事） L=18.0m 
H20 年 度 ： 道 路 改 良 工 事 （ 歩 道 含 む ）

L=180m・W=12m、完成 

－－－ 

02 交通安全施設整備事業（くらしのみちゾーン） 実施中 継続 489,938  道路建設課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市道上組町湊線及び鷹匠小路

線の電線共同溝整備、歩道拡

幅及びバリアフリー化（十一

日町～十六日町、鷹匠小路） 

H16 年度：「くらしのみちゾーン基本計画」

策定 
H17 年度～：市道上組町湊線の整備開始 
H19 年度： 
・市道上組町湊線における電線共同溝整備

（L=153m、完了）、歩道整備（L=116m、完

了） 
H19～20 年度： 
・市道鷹匠小路線における電線共同溝整備

（H19：L=93m、H20：L=157m) 

H21 年度： 
・市道上組町湊線における電線共同

溝整備（L=157m）、電線協働溝詳細

修正設計（L=330m）、車道の切削オ

ーバーレイ（L=184m) 
・市道鷹匠小路線における電線共同

溝の引込管、連係管路、連係設備の

施工実施 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
03 バリアフリー化推進事業 実施中 新規 580  健康福祉政策課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 バリアフリー店舗、安全・安

心な散策コースなどの情報提

供、バリアフリー講習会の開

催、体験学習の推進 

H18～19 年度：民間ボランティア団体による

ＨＰ上でのバリアフリー店舗情報の提供、Ｎ

ＰＯ法人及び市社会福祉協議会による散策

支援のための四輪駆動電動車椅子の無料貸

出 

H19.11～12：バリアフリー講習会開催（5 回、

87 名参加） 
H20 年度：バリアフリー講習会開催（5 回、

101 名参加） 

H21 年度以降： 
障害者による講義、実技体験（高齢

者疑似体験、車椅子操作体験）を引

続き実施予定 

04 市道一日市矢沢２号線交通安全施設整備事業 実施中 継続 451,812  道路建設課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市道一日市矢沢２号線を拡幅

し、歩道設置により歩行者の

安全を確保するとともに段差

解 消 を 行 う 。 (L=550m ･

W=13．5m) 

～H20 年度：390m 完成供用済 H21 年度： 
・用地買収、補償交渉（5 件） 
・L=160m 完成供用予定 

 
52 ヘルパー派遣事業所の育成支援 

01 介護サービスの実態調査等の実施 実施済 拡充 0  介護保険課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 介護サービスの充実を図るた

めの介護サービスの実態に関

するアンケート調査の実施 

H19.12：アンケート対象者抽出（第１号被保

険者 5,000 人） 
H20.1.11：アンケート送付  
H20.2.3：アンケート集計、分析（回答数

2,976 件、回収率 59.5％） 
H20.6.7：アンケート集計、分析結果を健康

福祉審議会 介護・高齢福祉部会に報告し、

第 4 期介護保険事業計画の策定資料とする。

ホームページ上での公表 
H21.1：上記審議会で計画の了承 
H21.3：第 4 期介護保険事業計画（高齢者福

祉計画）策定 

第 4 期介護保険事業計画に反映 
計画期間：平成 21 年度～平成 23 年

度 
介護保険料基準月額 4,800 円（据え

置き） 
低所得者の保険料の引き下げ 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
53 高齢者と子どもとの対話の促進 

01 三世代交流事業 実施中 継続 1,259  高齢福祉課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 児童館等における、昔遊び・

かるた会・餅つき会等、地域

の高齢者と子ども・保護者と

の交流会の実施 

H14 年度～：「生きがいと健康づくり」推進

事業の一環として実施 
H18 年度：市内児童館６館・児童センター９

館及び老人福祉センター南郷において、延べ

22 日、1,239 人(高齢者 380 人、児童 615 人、

保護者 244 人)が参加(南郷区事業開始) 
H19 年度：16 地区で 24 回実施（参加者数 児

童 655 人、保護者 251 人、高齢者 434 人の

1,340 人） 
H20 年度：16 地区で 28 回（5 地区で複数回）

実施（参加者数 児童 800 人、保護者 321 人、

高齢者 501 人の 1,622 人） 
・企画運営は地区社会福祉協議会が中心とな

り、ボランティアが協力して運営 
・市内各児童館・児童センター等を会場に、

年１回以上開催(複数回開催あり) 

H22 年度以降：事業開催地区での複

数回実施など、事業規模を拡大 

02 ふれあい交流事業 実施中 拡充 0  社会教育課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 幼児から大学生までの若い世

代が、地域の親世代や高齢者

と交流を行い、社会性や思い

やりの心を学ぶため、地域の

集会場所を利用し、世代間の

交流を行う 

H19 年度：全館 23 館(南郷公民館含む)中、

10 館、34 講座、共催 1 事業実施、参加者延

べ人数 3,551 人 
H20 年度：14 館、272 講座、参加者延べ人数

16,895 人 

・引き続き実施予定 

 
54 高齢者、障害者本位の施設利用とそのためのまちづくり（構造改革特区も参考に） 

01 高齢者バス特別乗車証支給事業 実施中 拡充 1,827,715 高齢福祉課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 高齢者の社会参加の促進と生

きがいの増進のため、特別乗

車証及びバス回数券を交付 
H19.7 から市営バスに限定し

ていた乗車証の利用を南部バ

スに拡大、また交付対象を南

郷区に拡大 

H19.7.1～：特別乗車証を市営バスと南部バ

スで共通化 
・高齢者自己負担：2,400 円→4,000 円／年 
・所得超過者：全額自己負担→8,000 円／年

H19 年度：交付件数 16，346 人 
H21.1.1：南部バスの市外利用改善 
・全乗車区間分の自己負担→市外分のみの自

己負担 
H20 年度：交付件数 16，136 人 

・引き続き実施予定 

02 障害者バス特別乗車証支給事業 実施中 拡充  障がい福祉課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 障がい者の社会参加の促進と

生きがいの増進のため、特別

乗車証及びバス回数券を交付 
H19.7 から市営バスに限定し

ていた乗車証の利用を南部バ

スに拡大、また交付対象を南

郷区に拡大 

H19.7.1～：特別乗車証が市営バスと南部バ

スで共通化 
・障がい者自己負担：無料→1,000 円／年 
・所得超過者：全額自己負担→2,000 円／年

H19 年度：交付件数 3,762 人 
H21.1.1：南部バスの市外利用改善 
・全乗車区間分の自己負担→市外分のみの自

己負担 
H20 年度：交付件数 3,869 人 

・引き続き実施予定 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
03 障害者就労支援団体ネットワーク化事業 実施中 新規 360  障がい福祉課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 働きたいと考えている障がい

者の就労を支援するため、就

労支援関係団体及び受け入れ

企業によるネットワークを構

築し、情報の共有化や支援体

制の強化を図る 

H19.5.24～H20.3.27：障害者就労支援ネット

ワーク会議（6 回） 
H19.9.30：ボランティアフェスティバルにお

いて市民ＰＲ用チラシ配布（500 枚） 
H19.10：市民ＰＲ用ポスター作成 
H20.2.18：研修会開催 
H20 年度：ジョブコーチ養成事業との連携を

図るため、八戸市社会福祉協議会へ事業委託

H20.5.30～H20.3.18：障害者就労支援ネット

ワーク会議（6 回） 
・第５回会議（H21.2.4)では、ジョブコーチ

養成講座修了者との意見交換会を実施 
H21.3.19：研修会開催 

・引き続き実施予定 

 

事業費計 2,899,776  

 
着 手 率  実 施 率 

100％  100％ 

 
 
■関連指標 

① 無電中化市道延長（評価 Ｄ） ② 八戸公共職業安定所管内の障がい者雇用率 

（評価 Ｄ） 

関連指標①
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【出典】道路建設課資料 【出典】商工労政課資料 

【H20 数値の比較】 

八戸市 183ｍ、青森市 1660ｍ、弘前市 1696ｍで、八戸

市が最も低くなっている。 

【H20 数値の比較】 

全国平均 1.59%、県平均 1.57%、八戸市 1.45%、青森市

1.54%、弘前市 1.62%で、八戸市が最も低くなっている。
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③ 地域包括支援センター及び在宅介護支援センタ

ー相談件数（参考） 

 

H18 H19 H20

地域包括支援センター 277件 395件 483件

在宅介護支援センター 7,200件 8,581件 8,879件

計 7,477件 8,976件 9,362件

関連指標③

 

 

【出典】高齢福祉課資料  

 
④ 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

２-③人にやさしい「福祉のまちづくり」 1.03 1.03 1.14 ↑ 
（行政分野別の内訳） 
参加と連携の推進 1.35 1.40 1.54 ↑ 
心のバリアフリー化の推進 1.27 1.23 1.33 ↑ 
介護サービスの充実 1.10 1.02 1.09 ↑ 
社会参加の促進（高齢者） 1.14 1.07 1.14 → 
就労促進のための環境づくり 0.74 0.75 0.78 ↑ 
社会参加の促進（障がい者） 0.70 0.73 0.73 ↑ 
国民健康保険の充実 1.11 1.02 1.30 ↓ 
交通安全対策の充実 0.86 1.03 1.15 ↑ 
生活交通の充実 1.03 1.07 1.21 ↑ 
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■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ Ｄ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

２－③ 

人にやさしい｢福祉のまちづく

り｣ 100% ― Ｄ ↑（1.14） 
Ｃ 

  
 すべての市民が住み慣れた地域社会とのつながりのなかで、安心して暮らすことができるよう、可能な

限り自立し、生きがいを持てる環境づくりや社会参加の促進を図ることが求められている。 
マニフェストは、人にやさしい「福祉のまちづくり」に向けて、５つの公約事業を掲げ、八戸市は11の

実施事業に取り組んできた（2,899,776千円）。 
 なかでも、平成19年4月に「八戸市健康と福祉のまちづくり条例」を施行し、福祉のまちづくりを総合

的に推進する指針を定めるとともに、市道上組町湊線の電線地中化やＮＰＯとの協働によるバリアフリー

店舗情報の提供、散策支援用の四輪駆動電動車椅子の無料貸出など、バリアフリー化の推進に努めている。

さらに、高齢者・障害者バス特別乗車証の利便性を高めるなど、高齢者や障がい者の社会参加の促進を図

り、公約事業はすべて実施されている（実施率100％）。 
 これに対して、「無電中化市道延長」は、青森市、弘前市より低くなっており、「障害者雇用者数及び雇

用率」も、平成17年と比較して上昇傾向にあるが、全国・県平均及び青森市、弘前市より低くなっている。

 満足度は、平成21年は1.14で、平成19年、平成20年と比較して0.11ポイント上昇している。分野別では

「参加と連携の推進」の分野が高い得点となっており、次いで、「心のバリアフリー化の推進」分野が続い

ている。 
 以上、公約事業はすべて実施されているものの、関連指標は一定の水準を下回っていることから、マニ

フェスト項目全体の評価はＣといえる。 
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２-④ 子育て支援の拡充 

 
■マニフェスト本文 

 少子化に歯止めをかけるため、また女性の社会進出を後押しするためには、国や県のみならず、市とし

ても積極的に子育て支援策を講じていかなければなりません。私は 4 年以内に休日夜間保育・病後保育の

実施や「ファミリーサポートセンター」（仮称）の設置など、保育園・幼稚園を通じた就学前児童対策を実

施します。また、就学児童のための学童保育所・クラブを新設し、親が安心して働ける環境も整備します。

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
55 休日夜間保育の実施 

01 休日保育支援事業 実施中 拡充 33,138  子ども家庭課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 保護者の就労形態の多様化に

対応するため、休日保育を実

施する保育所に対し支援を行

う 

H13：2 カ所、H14：2 カ所、H15：5 カ所、

H16：6 カ所、H17：7 カ所、H18：7 カ所、

H19：8 カ所、H20：9 カ所 
H20 年度：旭ヶ丘保育園、大久喜保育園、大

杉平保育園、江陽保育園、たいなか保育園（分

園いちごみるく含む）、日計保育園、三島保

育園分園木の実園、明星保育園、エンゼル子

どもの家保育園、H21.3 月末現在延べ利用児

童数 3,214 人 

・地域バランス及び需要を勘案し配

置 

 
56 病後保育の実施 

01 病児・病後児保育の実施 実施中 拡充 32,665  子ども家庭課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 病気の回復期にある児童、あ

るいは、回復期には至ってい

ないが症状の急変が認められ

ない児童を専用スペースで一

時的に預かる病児・病後児保

育の実施 

H13～20 年度：病後児保育 1 カ所（明星保育

園） 
H19 年度：年間延べ利用児童数 445 人 
H20 年度：年間延べ利用児童数 487 人 

H21 年度：2 カ所で実施 
・病後児保育 明星保育園 
・病児保育  村上こども医院（新規）

H22 以降：引き続き、病児保育の定

員増員等の体制整備に努める 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
57 「ファミリーサポートセンター」（仮称）の設置 

01 ファミリーサポートセンター事業 実施中 新規 24,000  子ども家庭課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 育児の援助を行いたい者と育

児の援助を受けたい者が、相

互に援助活動を行うことによ

り、市民が仕事と育児を両立

できる環境を整備する 

H18.7.1 ファミリーサポートセンター開設

H18 年度：会員数 289 人（提供会員 98
名、依頼会員 176 名、両方会員 15 名）、

活動件数 244 件 
H19 年度：会員数 444 人（提供会員 157
名、依頼会員 266 名、両方会員 21 名）、

活動件数 1,053 件 
H20.3：会員数 516 人（提供会員 179 名、

依頼会員 320 名、両方会員 17 名）、活動

件数 1,165 件 
・依頼会員、提供会員の登録推進 
・相互援助活動の調整 
・相互援助活動に必要な知識を付与するため

の講習会の開催 
・会員との交流を深め、情報交換の場を提供

するための交流会の開催 
・広報紙ふれあい新聞発行（4 回） 
・PR 活動の充実 

・引き続き実施予定 

 
58 就学児童のための学童保育所・クラブの新設 

01 放課後児童健全育成事業 実施中 拡充 234,594  子ども家庭課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 放課後児童クラブの設置・運

営 

H20 年度：現在 27 クラブで実施 
・旧市内：23 カ所（八戸市子ども会育成連合

会に委託） 
・南郷区：4 カ所（公設公営で運営） 
・現在の登録児童数 約 1,200 名 

H21 年度：31 クラブで実施（4 クラ

ブ増） 
・登録児童が 71 人以上の学区にク

ラブを新設（2 クラブ） 
・上長集会所の老朽化に伴い、上長

仲良しクラブを廃止し、新たに 3 ク

ラブ設置 

 

事業費計 324,397  

 
着 手 率  実 施 率 

100％  100％ 
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■関連指標 

① 人口 10 万人当たりの保育所(園)の待機児童数 

（評価 Ｃ） 

② 休日保育実施保育所数及び延べ利用児童数 

（参考） 

 

関連指標①
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【出典】厚生労働省資料 【出典】子ども家庭課資料 

【H20 数値の比較】 

全国平均 15.5 人、県平均 2.4 人、八戸市 5.3 人、青森

市 2.9 人、弘前市 0.0 人で、八戸市は他団体の中位に

位置している。 

 

 
③ 放課後児童クラブ開設箇所数及び登録児童数 

（参考） 

 

関連指標③
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【出典】子ども家庭課資料  

 
④ 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

２-④子育て支援の拡充 0.77 0.88 0.87 ↑ 
（行政分野別の内訳） 
子育て家庭への支援の充実 0.61 0.73 0.77 ↑ 
子育て環境の整備・充実 0.93 1.02 0.97 ↑ 

 

※出典データを基に、人口 10 万人当たりで独自計算 
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■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ Ｃ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

２－④ 

子育て支援の拡充 

 100% ― Ｃ ↑（0.87） 
Ｂ 

 
 全国的に少子化が進展するなか、八戸市の合計特殊出生率も1.31％（平成17年）まで落ち込んでおり、

女性就労の増大や就労形態の多様化に伴う、さまざまな子育てニーズへ対応していくことが課題となって

いる。 
 マニフェストでは、子育て支援の拡充のため、４つの公約事業を掲げ、八戸市は４つの実施事業に取り

組んできた（324,397千円）。 
休日保育（平成20年度：９施設、延べ利用児童数3,214人）や病後児保育（平成20年度：１施設、延べ

利用児童数487人）を実施する保育所への補助を行っているほか、放課後児童クラブ（平成20年度：27ヵ
所、登録児童数1,180人）の運営を委託している。また、平成18年７月にファミリーサポートセンターを開

設し、育児援助の有償ボランティアを組織化（平成20年度：提供会員179人、依頼会員320人、活動件数1,165
件）するなど、全ての公約事業を実施している（実施率100％）。この結果、「休日保育実施保育所数及び

利用児童数」及び「放課後児童クラブ開設箇所数及び登録児童数」は全体的に増加傾向にある。 
「人口10万人当たりの保育所（園）の待機児童数」は、平成18年７月の保育所の定員増や平成19年４月

の新設に伴い平成19年大きく減少しているが、平成20年は5.3人と、全国平均より少ないものの県平均、青

森市及び弘前市よりは多くなっている。 
満足度は、平成21年は0.87で、平成19年と比較して0.10ポイント上昇しているものの、低位で推移して

いる状況であり、特に「子育て家庭への支援の充実」が低い得点となっている。 
 以上、公約事業は全て実施されているものの、関連指標は一定の水準にとどまっていることから、マニ

フェスト項目全体の評価はＢといえる。 
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２-⑤ 循環型都市の推進・都市緑化の推進 

 
■マニフェスト本文 

 八戸の一人当たりのゴミ排出量は、一日当たり 1200 グラムを超えています。私は早期に「循環型都市

宣言」を行い、ゴミの排出抑制・分別の細分化と徹底を図ることを目指します。また、ゴミ問題について

の情報提供や意見・要望を聴取するための「クリーン八戸推進員」（仮称）を市民の方に委嘱して循環都市

の推進にご協力いただき、これからの 4 年間で市民一日当たりのゴミ排出量を 1000 グラム以内とするこ

とを目標とします。また、馬淵川や種差海岸など、重点的に自然保護を図るべき地域を平成 18 年度中に

調査し、これらの地域における自然保護の強化にも取り組みます。八戸市は緑の少ない街と良く言われま

す。私は市内緑化の実態調査を早急に実施するとともに、市民と行政が共同で緑化を推進するための八戸

市緑化条例（仮称）を 2 年以内に制定し、緑とうるおいのある八戸の実現を目指します。 

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
59 「循環型都市宣言」を行う 

01 循環型都市宣言の実施 実施済 新規 0  環境政策課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 限りある資源を有効に利用

し、持続可能な循環型社会の

構築を目指す「循環型都市宣

言」の実施 

H18.7：「循環型都市宣言」の実施 

H19 年度：新たに資源物として「その他紙」

を回収開始。それまで横ばいであった家庭ご

み排出量が減少。 

H20 年度：新たに事業系紙ごみ搬入規制の実

施により、一般廃棄物排出量の減少とリサイ

クル率の向上に大きな成果を上げた。 

・引き続き、ごみ減量・リサイクル

を推進するための啓発事業を実施 

 
60 ゴミの排出抑制・分別の細分化を図る 

01 電動式生ごみ処理機購入費補助事業 実施中 継続 750  環境政策課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 生ごみ減量化のための電動生

ごみ処理機の購入費に対する

一部補助 

H11 年度：77 基助成／H12 年度：77 基 
H13 年度：123 基／H14 年度：25 基 
H15 年度：37 基／H16 年度：39 基 
H17 年度：35 基／H18 年度：16 基 
H19 年度：15 基／H20 年度：11 基 
累計 455 基（H11～20 年度） 

・調査の結果、電動式生ごみ処理機

の市内での需要が減少していること

から、今後、事業の見直しを検討 
・減額分を段ボールコンポスト事業

へ振り替え、より一層の生ごみ減量

に努める 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
02 ダンボールコンポストモニター事業 実施中 継続 1,001  環境政策課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 ダンボールコンポストモニタ

ーに対する用品（土壌改良剤、

温度計、ゴム手袋）の配布、

実践状況の調査 

・モニターアンケート結果 
 H16 H17 H18 H19 H20
①名 100 100 117 120 140
②％ 83 89 85 89 93
③t 1.7 2.2 3 3 2.4
④％ 42 49 49 56 55

①モニター数(名)／②ごみ減量を実感(％) 
③ごみ減量効果(t)／④今後も続けたい(％) 
H16～19 年度 モニター数：100 名 
H20 年度：モニター数を 150 名に増員して実

施 

・H23 まで継続して実施し、事業を

検証 

03 たい肥化生ごみリサイクルシステム推進事業 実施中 継続 0  環境政策課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 「段ボールコンポスト」や「電

動式生ごみ処理機」を使用し

て作られた堆肥化した生ごみ

を自家処理できない市民のた

め、市民が堆肥引き取り協力

店へ持ち込み農地等に還元す

る仕組みを推進する 

・協力店：H21.4 月現在 5 店舗 ・市民に対する堆肥化生ごみリサイ

クルシステム及び協力店の周知 
・農作物産地直送販売店が新たに開

業された場合の堆肥引き取り協力店

への登録の促進 

04 事業系ごみ減量促進事業 実施中 新規 1,784  環境政策課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 「事業系ごみ処理マニュア

ル」の作成・配布 
事業系紙ごみの搬入規制の実

施 

H19.7：H20.4 からの事業系紙ごみ搬入規制

を発表 
H19.11.12～12.21：事業系紙ごみリサイクル

システム導入試験事業実施（対象 110 社、

回収量 約 3,200kg） 
H20.4：事業系紙ごみ搬入規制開始 
H20 年度：一般廃棄物収集運搬事業者の車両

を対象に開放検査を実施（11 月末までに 15
回）、古紙のリサイクルを行っていない事業

者を個別訪問（3 月末までに 132 社） 

・引き続き、「事業系ごみ処理マニュ

アル」を配布 
・環境保全に積極的に取り組む事業

所の各種マスメディアによる紹介 
・事業系紙ごみ搬入規制の実効性の

確保のための訪問指導及び周知活動

・事業系ごみの排出量の推移を見据

えながら、事業を継続予定 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
61 ゴミ問題についての情報提供や意見・要望を聴取するための「クリーン八戸推進員」（仮称）を設置 

01 ごみ減量推進員配置事業 実施中 継続 1,863  環境政策課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 各町内に「八戸市ごみ減量推

進員」を配置し、各地区公民

館において懇談会を開催し、

不正排出や不法投棄などの情

報提供やごみ問題についての

意見・要望を聴取 

H7 年度：「八戸市清掃指導員」を全市配置（18
地区、432 町内） 
H15 年度：「八戸市ごみ減量推進員」に名称

変更 
H19 年度：616 名配置 
H19.8～11：「ごみ減量推進員との懇談会」開

催 
H20.10：推進員 627 名 
H21 年度： 
・「ごみ減量推進員との懇談会」を開催（6～
11 月） 
・品目別ごみ分別ガイドの作成、配布（800
冊） 
・ごみ減量や集積所利用のマナーを呼びかけ

るチラシの作成 
・ラミネート加工によるＡ４の看板の作成、

希望に応じ配布 
・各種トラブルに対する対応 

・引き続き実施予定 

 
62 馬淵川や種差海岸など、重点的に自然保護を図るべき地域を平成 18 年度中に調査し、これらの地域におけ

る自然保護の強化に取り組む 

01 自然保護に関する事務 実施中 新規 0  環境政策課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 重点的に自然保護を図るべき

地域の調査と自然保護の強化 

・美保野地区（水芭蕉群）：H19.1 月、4 月に

現地確認 
・五戸町境界（メダカ生息地）：H19.1 月、7
月に現地確認 
・桔梗野工業団地内の湿地帯（カワセミ、カ

イツブリが見られる）：H19.1 月、H20.1 月

に現地確認 
・陸奥市川駅付近湿地（冬鳥越冬地）：H19.1
月に現地確認 

・環境政策課が窓口となり、八戸自

然環境フォーラムと庁内関係部署

で、定期的に連絡会議を開催し、フ

ォーラムの持つ情報を市の施策に反

映することにより、継続的に自然保

護を推進 

02 馬淵川水辺の楽校プロジェクト 実施中 新規 2,959  港湾河川課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 子どもや地域住民が、川を活

用して自然体験や水生生物の

観察ができるよう、馬淵川の

浅瀬に「水辺の楽校」として、

自然な状態を極力残しながら

自然に親しむ親水空間を整備 

H17～18 年度：馬淵川大橋下流両岸に「水辺

の楽校」整備（国土交通省） 
H18.7.30：開校式（供用開始） 
H19 年度：野鳥観測会、親子川下り、放水路

トンネルウォーク、花壇の整備、ゴミ拾い等

のイベント実施 
H20 年度：野鳥観測会、親子川下り、ゴミ拾

い等のイベント実施 
・日常的な管理は NPO 法人「水辺の楽校ま

べち」、それ以外は国土交通省、市はイベン

トの告知等を支援 

・イベント等については、引き続き

実施予定 



２．安心の確立 

⑤循環型都市の推進・都市緑化の推進 

79 

 
公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
03 「八戸市種差海岸観光ビジョン」策定事業 実施中 新規 0  観光課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 三陸海岸との連携を視野に入

れた種差海岸の観光振興ビジ

ョンの策定し、自然環境を計

画的に保全・維持しながら、

観光地としての施設整備を進

める 

H18.12.19：策定済 
H20 年度：「名勝・県立自然公園種差海岸の

整備」により種差海岸施設等改修事業を実

施、「渚ミュージアム魅力ブラッシュアップ

事業」によりトレッキングイベント等を実施

H21 年度：「名勝・県立自然公園種

差海岸の整備」により種差海岸遊歩

道改修を実施予定、「渚ミュージアム

魅力ブラッシュアップ事業」により

トレッキングイベント等を実施予定

 
63 市内緑化の実態調査 

01 緑化実態調査実施事業 実施中 新規 4,888  公園緑地課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市内における緑化の実態調査

の実施と保存樹の指定 

H19 年度：八戸市条例策定委員会（4 回） 
H19.5～7：市内にある樹木の調査 
H20.4.1：「八戸みどりの環づくり基本条例」

施行 
H20 年度： 
・緑の審議会開催 
・保存樹対象樹木の調査、保存樹指定、名板

設置 
H21 年度： 
・保存樹対象樹木調査、樹勢診断 
・樹木マップ作成等 

・毎年、保存樹の指定の審査を行う

審議会を開催し、保存樹を指定追加

と樹勢診断を行う 

 
64 市民と行政が共同で緑化を推進するための八戸市緑化条例（仮称）の制定 

01 八戸市緑化条例制定事業 実施中 新規 1,726  公園緑地課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市民と行政が共同で緑化を推

進するための（仮称）「八戸市

緑化条例」の制定 

H18.8：街路の緑化ワークショップ開催 
H18.9～12：他都市の状況等調査 
H19.5～10： 八戸市条例策定委員会開催（4
回） 
H19.5～7：市内にある樹木の調査 
H19.8：パブリックコメント募集 
H20.4：「八戸みどりの環づくり基本条例」施

行 

H21 年度：条例に基づき、保存樹の

指定を継続して実施 

 

事業費計 14,971  

 
着 手 率  実 施 率 

100％  100％ 
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■関連指標 

① 八戸市の一人当たりのゴミ排出量は、1日当たり 1,200 グラムを超えています。そこで、４年間で市民

一人１日当たりのゴミ排出量を 1,000 グラム以内にします。 

【数値目標 10（マニフェスト掲載）】

平成 15 年度の市民一人１日当たりのゴミ排出量は 1,220 グラムでしたが、平成 20 年度は 1,004 グラムと

なっており、年々着実に減少しています。  

（出典：清掃事業概要） 

【データ】市民１日あたりのゴミ排出量 

【目標値】H21 年度：1,000 グラム以内 

【最新値】H20 年度：1,004 グラム 

【達成率】99.6% 

【推 移】H15 年度：1,220 グラム、H16 年度：1,173 グラム

 H17 年度：1,152 グラム、H18 年度：1,128 グラム

     H19 年度：1,096 グラム、H20 年度：1,004 グラム

関連指標①

1,000

1,128
1,152

1,173

1,220

1,004

1,096

950

1,000

1,050

1,100

1,150

1,200

1,250

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

（グラム）

市 県平均 全国平均

 
② 人口一人当り都市公園面積（評価 Ｃ）  

関連指標②

9.3 9.5 9.6

8

9

10

11

12

13

14

15

H17 H18 H19

（㎡/人）

八戸市 青森市 弘前市

県平均 全国平均

※全国平均には、特定地区公園（カントリーパーク）を含む。

 

【出典】県都市計画課資料  

【H19 数値の比較】 

全国平均 9.4 ㎡、県平均 15.1 ㎡、八戸市 9.6 ㎡、青森

市 13.2 ㎡、弘前市 10.5 ㎡で、八戸市は他団体の中位

に位置している。 

 

 
③ 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

２-⑤循環型都市の推進・都市緑化の推進 1.46 1.58 1.69 ↑ 
（行政分野別の内訳） 
環境意識の醸成 1.37 1.49 1.59 ↑ 
自然との共生 1.75 1.71 1.80 ↑ 
ごみの減量・リサイクルの推進 1.28 1.58 1.76 ↑ 
良質な都市空間の整備（緑化） 1.45 1.55 1.60 ↑ 
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■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ Ｂ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

２－⑤ 

循環型都市の推進・都市緑化の 

推進 100% Ｂ（99.6%） （Ｃ）→Ｂ ↑（1.69） 
Ａ 

  
 今日、温暖化などの地球規模の環境問題は、人々の日常生活に密接に結びついている。八戸市の豊かな

自然環境や良好な生活環境を次代に引き継ぐため、市民、事業者及び行政が一体となって、環境負荷を軽

減し、限りある資源を有効に活用していくことが求められている。 
マニフェストは循環型都市の推進・都市緑化の推進のため、６つの公約事業を掲げ、八戸市は11の実施

事業に取り組んできた（14,971千円）。 
 なかでも、平成18年7月の「循環型都市宣言」に基づき、市民一人当たりのごみ量1,000グラム以内を目

標とするプロジェクト・アンダー1000の全市的な運動が積極的に展開されている。平成19年度から「その

他紙」の資源物回収を開始し、家庭ごみの減少につながっている。また、平成20年度から事業系紙ごみ搬

入規制を実施し、一般廃棄物排出量の10％の減少とリサイクル率15％から16.5％への向上につながってい

る。また、平成19年度の市内樹木調査の結果等を踏まえ、平成20年４月に「八戸みどりの環づくり基本条

例」を施行し、保存樹の指定等を進めるなど、これら公約事業はすべて実施されている（実施率100％）。

 これに対して、数値目標「市民１日当たりのゴミ排出量」は目標値1,000グラムに対して、 新値の平成

20年度は1,004グラムで、平成17年度との比較では148グラム減少している。現時点でわずかに目標値に届

かないものの、年々着実に減少し、平成18年度の時点で県平均や全国平均の水準に達し、さらに、平成20
年度は上記の事業の効果もあり、大幅に減少していることから、概ね数値目標は達成されているといえる。

「人口一人当たり都市公園面積」は、年々微増しており、全国平均よりは若干高くなっているが、県平

均、青森市、弘前市の水準よりは低くなっている。 
満足度は、高い水準において年々上昇しており、平成21年は1.69で、平成19年と比較して0.23ポイント

増加している。関連する全ての分野で高得点であり、特に、「ごみの減量・リサイクルの推進」の分野の上

昇率が高くなっている。 
 以上、公約事業はすべて実施されており、また、数値目標は概ね達成され、満足度も高い水準で上昇傾

向にあることから、マニフェスト項目全体の評価はＡといえる。 
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２-⑥ 地域コミュニティの再生 

 
■マニフェスト本文 

 八戸が都市化するに伴い、身近な地域社会の連帯感は薄れていっています。確かに隣近所との付き合い

が面倒である場合もありますが、日々の生活に相互に安心を提供するのは、地域社会、つまりコミュニテ

ィに他なりません。私は、現在公民館が設置されていない地区に公民館を新設するとともに、各地の公民

館機能を強化しながらコミュニティの中心に位置づけ、行政への要望の取りまとめや身近な問題の処理を

担ってもらいます。市民の皆さまに、まずこの意識を高めてもらい、具体的な機能を検討するため、平成

18 年度中に全公民館で対話集会を開催いたします。 

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
65 現在公民館が設置されていない地区に公民館を新設 

01 地区公民館の新設 実施中 新規 344,588  社会教育課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 中学校が開校する公民館未設

置地区への新設 

・白山台公民館の新設に向けて、施設の規模、

用地、財源などについて検討 
H20.2：都市再生機構と（仮）白山台公民館

の整備及び土地の譲渡に関する覚書締結 
H20.3：債務負担行為設定 
H20.10：都市機構と設計業務委託 
H21.3：用地譲渡契約 

H21 年度：完成予定 

66 各地の公民館機能を強化しながらコミュニティの中心に位置づけ、行政への要望のとりまとめや身近な問

題の処理を担う 

01 地区公民館の機能強化 実施中 新規 3,435  広報市民連携課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 地域づくり会議の開催（地域

づくり活動のきっかけづく

り） 
地域担当職員制度の導入（地

域と行政のつなぎ役） 

H18 年度：先進地事例調査、骨子案作成 
H19 年度：原案検討、制度実施準備 
H20 年度：制度開始 
H21.3 月末現在実績 
・町内会長からの問合せ 119 件（月平均 10
件） 
・地域への出張回数 87 回（月平均 7 回） 
・地域づくり会議開催回数 20 回（11 地域）

・21 年度は、「元気な八戸づくり市

民奨励金」の拡充策である「地域づ

くり応援コース」と連動した効果的

な施策とするため、地域コミュニテ

ィ計画の策定を目的とした地域づく

り会議の開催や地域づくり支援を展

開 
・22 年度は第 2 期新体制となるた

め、地域づくり活動拠点として、地

区公民館を積極活用すべく制度改善

を図る 
・他の地域コミュニティ振興・関連

施策との庁内連携を図り、担当職員

が活動しやすい環境を整えるととも

に、担当職員が得た地域情報を市の

施策に反映 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
02 地域コミュニティ計画策定事業 実施中 新規 2,068  広報市民連携課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 地域の自主的な勉強会や、地

域コミュニティ計画の検討作

業の支援のための、イ）地域

づくりアドバイザーの派遣、

ロ）地域づくり出前講座、ハ）

地域コミュニティ計画策定の

支援の実施 

・地域づくりアドバイザーの派遣 
H18：5 件、H19：2 件、H20：1 件 
・地域づくり出前講座 
H18：実績なし、H19：2 回、H20：3 回 
・地域コミュニティ活動促進事業 
H19：3 地域の計画策定を支援（大館、小中

野、白銀） 

H20：2 地域の計画策定を支援（江陽、豊崎）

・H21 年度から実施の「元気な八戸

づくり」市民奨励金地域づくり応援

コースと連動させ事業展開 
・引き続き①ア）～ウ）を拡充して

実施 

 
67 全公民館で対話集会を開催（地域コミュニティの意識を高め、具体的な機能を検討） 

01 住民自治推進懇談会開催事業 実施中 新規 2,031  広報市民連携課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市長が市内全地区公民館(23
カ所)に出向き、市民と直接、

地域コミュニティの振興につ

いて話し合う懇談会の開催 

H18 年度：23 カ所で開催（市内全地区） 
H19 年度：12 カ所で開催 
H20 年度：11 カ所で開催 
・懇談会を契機として起こった主な地域の動

き 
市川：地域が主体となってまちづくり基本構

想及び基本方針を策定、積極的な活動を展開

（21 年度実施予定事業：教育副読本編集、

市川中グラウンド整備、緑化推進） 

上長：三条中学校のグラウンドを市と地域が

協働で整備（市は材料を提供、住民がボラン

ティアで施工） 

白銀：白銀駅駐輪場及び公衆トイレを市が設

置し、地域住民及び利用者団体が協働で管理

豊崎：公園を市と地域が協働で整備（地域住

民が土地を寄附、市が施工、地域が管理） 

多賀台：公園の遊具の補修を市と地域が協働

で実施（市は材料を提供、住民がボランティ

アで補修） 

大館：地域コミュニティ計画を策定し、地域

の名所案内板を設置するなど、地域づくり活

動を積極的に展開 

・H21,22 年度で全地区公民館で三

巡目の開催予定 

 

事業費計 352,122  

 
着 手 率  実 施 率 

100％  100％ 
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■関連指標 

① 自治会等世帯加入率（評価 Ｃ） ② 公民館利用者数及び一人当たり利用回数（参考）

関連指標①

62.462.063.4
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関連指標②

89.086.2
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【出典】自治体ベンチマークシステム「比べジョーズ」 【出典】社会教育課資料 

【H20 数値の比較】 

八戸市 62.4％、つくば市 55.1％、松本市 84.0％、沼

津市 87.4％、呉市 83.8％、佐世保市 87.7％で、八戸

市は他団体の中位に位置している。 

 

 
③ 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

２-⑥地域コミュニティの再生 ― 1.30 1.40 ↑ 
（行政分野別の内訳） 
地域コミュニティの振興 － 1.40 1.55 ↑ 
社会教育の充実 1.07 1.20 1.25 ↑ 
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■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ Ｂ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

２－⑥ 

地域コミュニティの再生 

 100% ― （Ｃ）→Ｂ ↑（1.40） 
Ａ 

 
 近年の核家族化や価値観の多様化、情報社会の進展などを背景に、地縁にもとづく人間関係が希薄化し

ているなか、住民が主体となって地域課題を解決し、個性豊かなまちづくりができるよう、地域コミュニ

ティの活性化を図る必要がある。 
マニフェストは、地域コミュニティの再生に向け、３つの公約事業を掲げ、八戸市は４つの実施事業に

取り組んできた（352,122千円）。 
 平成18年度から市内全地区公民館において、市長と住民が直接地域づくりの話し合いを行っている。そ

れを契機に、いくつかの地区で地域コミュニティ計画の策定が進められるとともに、大館地区独自の活動

が活性化したほか、上長及び市川地区の中学校グラウンド整備、白銀及び豊崎地区での公共施設の整備・

管理など、市と地域の協働のまちづくりが進んできている。さらには、平成20年度から地域担当職員制度

を導入するなど、公約事業はすべて実施されている（実施率100％）。 
 これに対して、「自治会等世帯加入率」は、平成19年には若干回復しているが、集合住宅の加入率の低下

等が影響し、類似団体平均の約８割に比較すると、約６割と低位となっている。 
 満足度は、平成21年は1.40と高い水準にあり、平成20年と比較して0.10ポイント上昇している。特に、

「地域コミュニティの振興」の分野で高い得点となっている。 
 以上、公約事業は全て実施されており、満足度が高得点であり、その他指標が一定の水準にあることか

ら、マニフェスト項目全体の評価はAといえる。 
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２-⑦ 防災・防犯対策の強化 

 
■マニフェスト本文 

 市民の皆さまの最も大きな不安は、災害であり、犯罪です。私は、市の危機管理能力を強化するため、

平成 18 年度中のできるだけ早い時期に、部長級職員を危機管理担当として配置し、組織化を図ります。

さらに地震に備えた避難路・避難施設の確保、耐震補強のための無利子融資制度の創設とともに、市を挙

げた独自の防災訓練を実施します。また、同年度中に、市と警察、ボランティアによる協議会を設置し、

地域コミュニティも活用した、災害・犯罪に強い「まちづくり」を目指します。 

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
68 市の危機管理能力を強化するため、部長級職員を危機管理担当として配置し、組織化を図る 

01 防災安全推進室の新設 実施中 新規 0  人事課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 部長級職員を危機管理担当と

して配置し、防災安全推進室

を設置 

H18 年度：機構改革にて、防災安全推進室を

新設し、室長に部長級職員を配置 
また、室内に防災対策、くらしの安全（H21
年度から地域安全に名称変更）、交通安全の 3
グループを組織 

－－－ 

02 危機管理体制の整備 実施済 新規 0  人事課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 災害時における市長職務代理

者の明確化 
副市長を危機管理担当として

明確化 

H19.3：関係条例案上程 
H19.4：八戸市地域防災計画において、副市

長が災害対策本部副本部長として、市長職務

代理者となる旨規定、副市長（2 名）の選任

及び担当事務の決定 

－－－ 

 
69 地震に備えた避難路・避難施設の確保 

01 避難路・避難施設の確保 実施中 拡充 652  防災安全推進室

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 地震等に備えた避難路・避難

施設の確保 

H17.5：津波避難計画の津波浸水予想区域内

全世帯への配布による避難路、避難施設の周

知 
H17～H20 年度：地区津波避難訓練による津

波避難路等の周知（10 地区） 
H18～H20 年度：指定避難所の追加（8 カ所）

H19.5：土砂災害避難訓練の実施による避難

路、避難所の周知徹底（根岸地区） 
H20.3：公共施設掲示・ホームページ周知用

に地震･津波防災マップ作成 

H20 年度：県予算による土砂災害防災地図・

原図 22 箇所完成、腐食した指定避難所看板

の整備（3 カ所） 

・避難施設については、公共施設の

ほかに障害者など災害時要援護者に

対応した民間社会福祉施設の確保を

引き続き推進 
・広報・ホームページ、講習会や地

区防災訓練を通じて、避難施設の周

知を進める 
・腐食した指定避難所看板について

計画的に整備 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
70 耐震補強のための無利子融資制度の創設 

01 八戸市木造住宅耐震診断支援事業 実施中 新規 7,392  建築指導課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 国・県の耐震診断支援制度の

要件となる「八戸市耐震改修

促進計画」を策定し、耐震診

断支援制度（耐震診断費用 12
万円のうち、自己負担 8 千円

を引いた額を、国 1/2、県 1/4、
市 1/4 負担）を創設 

H18 年度：他都市における建築物の耐震化助

成制度調査、当市における耐震化制度の検討

※融資制度でなく、国・県補助を活用できる

耐震診断補助制度を検討 
H19.5.1：「八戸市耐震改修促進計画」策定・

公表 
・県耐震診断補助制度創設 
H19.11：八戸市木造住宅耐震診断支援事業開

始 
H19 年度：12 戸で耐震診断実施（うち 8 戸

で補強工事の意向） 
H20 年度：24 戸の耐震診断実施 

H21 年度：耐震診断希望者を 30 戸

募集予定 
1 戸当たり診断費用は総額 12 万円、

うち所有者自己負担 8,000 円で、残

りは国 1/2・県 1/4・市 1/4 の協調負

担 
・事業期間：H19～26 年度まで 
・全体で総数 200 戸の住宅耐震診断

を予定 

 
71 市を挙げた独自の防災訓練の実施 

01 総合防災訓練・地区防災訓練の実施 実施中 拡充 5,558  防災安全推進室

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 地震や津波などの大規模災害

に備えた防災訓練の実施 
従来の実動訓練に加えて、図

上訓練・災害時要援護者の避

難訓練など新たな訓練方法を

導入 

H18 年度 
・防災関係機関と連携した図上訓練実施 
・八戸市総合防災訓練（南郷区） 
・津波避難訓練（江陽地区） 
・状況付与型図上訓練（市担当職員・消防）

H19 年度 
・土砂災害防災訓練（要援護者避難含む） 
・防災担当者地震災害イメージトレーニング

訓練 
・馬淵川洪水危機管理演習（図上訓練） 
・八戸市総合防災訓練（白銀・鮫地区） 
・災害時ホームページ作成演習（市関係課、

交通部、市民病院、水道企業団） 
H20.10：八戸市総合防災訓練 
・町内会や自主防災組織が主催する地区防災

訓練の助言・支援 
・八戸テレビの緊急地震速報モニター実験を

活用した速報受信対応訓練 

H21 年度：石油コンビナート区域で

の災害に備える石油コンビナート等

特別防災区域総合防災訓練、防災関

係機関と連携した総合防災訓練の実

施及び地区ごとの防災訓練の実施を

支援、土砂災害防災訓練、状況付与

型図上訓練、状況予測型図上訓練、

三圏域市町村情報伝達訓練を実施予

定 
H22 年度以降：・新たな対応が必要

な状況が発生しているため、訓練の

実施とあわせて、防災体制の検証を

行う 
・災害時要援護者の避難支援訓練 
・緊急地震速報が発表された場合の

公共施設での対応訓練（市施設、学

校等） 

02 災害時応援協定の締結 実施中 拡充 0  防災安全推進室

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 地震や津波などの大規模災害

に備えた他自治体及び医療機

関・民間事業者との応援協定

の締結 

H18.7：災害時における特例市間相互応援協

定(39 都市) 
H18.9：大規模災害時の青森県市町村相互応

援協定（40 市町村） 
H19.6：三圏域市町村相互応援協定（16 市町

村） 
H19.11～H20.2：民間事業者等との協定（12
協定） 
締結協定数（H20.4.28 現在）：県・市町村 7、

医療機関 1、民間事業者 14、その他（郵

便局） 1 計 23 協定 

・今後も応援協力や連絡体制を整え、

防災ネットワークの強化を図る 
・特に医薬品の確保や、医療支援な

ど関係する団体との協定締結を検討

する 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
72 市と警察、ボランティアによる協議会の設置 

01 八戸市安全・安心まちづくり推進協議会開催事業 実施中 新規 649  防災安全推進室

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 「八戸市安全･安心まちづく

り推進協議会」を開催し、市

民、連合町内会、地域ボラン

ティア団体、事業者、市、教

育委員会、警察、消防、その

他関係機関・団体と、安全で

安心な「まちづくり」につい

ての意見交換や情報交換を行

う 

H18.11.7：まちづくり推進協議会設置・開催

（会長：八戸市長、構成：150 団体、出席者

71 団体、93 名） 
H19.10.29：まちづくり推進協議会開催（出

席者 81 団体、99 名） 
H20.11.11：まちづくり推進協議会開催（出

席者 85 団体 219 名） 
※年 1 回、八戸市公会堂文化ホール）、専門

部会の設置 
H21.2.23：専門部会開催（出席者 4 団体 11
名） 

・引き続き年 1 回、公会堂文化ホー

ルにおいて協議会開催（10 月頃）予

定 
・専門部会開催（防災、防犯各 3 回

程度） 

 

事業費計 14,251  

 
着 手 率  実 施 率 

100％  100％ 

 
 
■関連指標 

① 上水道管路耐震化率（評価 Ｂ） ② 人口 10 万人当たりの刑法犯認知件数 

（評価 Ｃ） 

関連指標①

30.3%
28.3%

25.9%

0%

10%

20%

30%

40%

H17 H18 H19

全国平均 県平均 八戸市

※総管路延長（口径50mm以下の配水管を除く）に占める、耐震管（耐震型継手を有する

ダクタイル鋳鉄管）の割合。各年度の数値は、（社）日本水道協会『水道統計』より算出。

算式：（耐震管延長）÷（総管路延長）×100

 

関連指標②

870

1798

1626
1514 1443

934940
1,098

500

1000

1500

2000

H17 H18 H19 H20

(件)

全国平均 県平均 八戸市

青森市 弘前市  

【出典】八戸圏域水道企業団資料 【出典】防災安全推進室資料 

【Ｈ19 数値の比較】 

全国平均 6.4%、県平均 15.7%、八戸市 28.3%で、八戸

市が最も高くなっている。 

【Ｈ20 数値の比較】 

全国平均 1443 件、県平均 772 件、八戸市 870 件、青森

市 1064 件、弘前市 970 件で、八戸市は他団体の中位に

位置している。 

※出典データを基に、人口 10 万人当たりで独自計算 
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③ 自主防災組織率（評価 Ｃ）  

関連指標③

45.7%
52.6%

44.0%47.6%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

H17 H18 H19 H20

全国平均 県平均 八戸市

青森市 弘前市

 

 

【出典】防災安全推進室資料  

【Ｈ20 数値の比較】 

全国平均 71.7%、県平均 25.6%、八戸市 45.7%、青森市

19.4%、弘前市 8.2%で、八戸市は他団体の中位に位置

している。 

 

 
④ 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

２-⑦防災・防犯対策の強化 1.23 1.28 1.19 ↓ 
（行政分野別の内訳） 
市民主体の安全・安心ネットワークづくり 1.18 1.20 1.26 ↑ 
災害に強い都市基盤の整備 1.00 1.09 1.13 ↑ 
災害応急体制の充実 1.21 1.22 1.22 ↑ 
迅速な災害復旧 1.53 1.62 1.16 ↓ 
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■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ Ｃ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

２－⑦ 

防災・防犯対策の強化 

 100% ― Ｃ ↓（1.19） 
Ｂ 

  
 八戸市は、過去に水害や地震など、幾多の災害を経験してきている。また、近年では、犯罪の広域化、

凶悪化、低年齢化などが進行している。災害による被害を 小限に抑え、犯罪の起こりにくい社会づくり

のため、総合的な危機管理能力が問われている。 
 マニフェストでは、防災・防犯対策の強化のため、５つの公約事業を掲げ、八戸市は７つの実施事業に

取り組んできた（14,251千円）。 
なかでも、平成18年度から、防災対策、くらしの安全、交通安全の３グループからなる防災安全推進室

を新設したほか、警察・消防等の関係機関や地域団体との情報交換等を行う協議会が組織され、安全・安

心なまちづくりの推進体制が構築された。また、平成19年度には「八戸市耐震改修促進計画」を策定し、

木造住宅耐震診断費用の補助制度を創設したほか、避難施設等の確保や防災訓練の強化、災害時応援協定

の締結など、公約事業は全て実施されている（実施率100％）。 
これに対して、「上水道管路耐震化率」は年々着実に上昇し、平成19年は30.3％と全国・県平均の水準よ

り高くなっている。また、「人口10万人当たりの刑法犯認知件数」では、全国的な減少傾向と同様に八戸市

でも年々減少し、平成20年度は870件となっている。「自主防災組織率」は、平成20年45.7％となっており

、県内の水準よりは高くなっているが、依然として全国平均を下回っている。 
満足度は、平成21年は1.19で、平成19年と比較し0.04減少している。分野別では、特に「市民主体の安

全・安心ネットワークづくり」の満足度が高くなっている一方、「迅速な災害復旧」の満足度は大きく低下

している。 
 以上、公約事業は全て実施されているが、関連指標は一定の水準にとどまることから、マニフェスト項

目全体の評価はＢといえる。 
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２-⑧ 定期的な市政モニタリング調査の実施 

 
■マニフェスト本文 

 市民の皆さまが市政に対して強い意思表示ができるのは、4 年に 1 回の市長選挙と市議会議員選挙です。

しかし、4 年の間、市長が無為無策であったとしても、怒りと不満を募らせるだけで、なかなか行動に移

すことはできません。私は就任早々、任意の市民の方 100 から 200 名程度に市政モニターを委嘱し、定期

的に市政に対する評価や不満を調査し、その結果を公表するとともに、批判や不満に対しては、できるだ

け早期に改善するよう努めます。 

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
73 任意の市民の方 100～200 名程度に市政モニターを委嘱し、定期的に市政に対する評価や不満を調査し、そ

の結果を公表するとともに、批判や不満に対しては、できるだけ早期に改善するように努める 

01 市政モニター運営事業 実施中 新規 1,409  広報市民連携課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市民 100 人に市政モニターを

委嘱（委嘱期間 4 年）し、定

期的に市政に対する評価を調

査・公表 

H18 年度 
・モニター委嘱 
・休日・夜間開庁アンケート調査実施 
・第 5 次八戸市総合計画有識者アンケート調

査実施 
H19 年度 
・八戸市 10 大ニュース投票実施 
H20 年度 
・第 5 次八戸市総合計画有識者アンケート調

査実施 
・八戸市 10 大ニュース投票実施 
随時：各課からの希望を募り、アンケート調

査等を実施 

H21 年度：第 5 次八戸市総合計画有

識者アンケート、八戸市 10 大ニュ

ース投票等調査の実施、集計結果公

表 
・市政モニターの任期は 21 年度ま

でのため、21 年度中に新たにモニタ

ーを募集、委嘱する 

 

事業費計 1,409  

 
着 手 率  実 施 率 

100％  100％ 
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■関連指標 

① 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

２-⑧定期的な市政モニタリング調査の実施 ― 1.00 1.10 ↑ 
（行政分野別の内訳） 
広報広聴体制の充実と行政サービスの向上 － 1.00 1.10 ↑ 

 
 
■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ ― 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

２－⑧ 

定期的な市政モニタリング調

査の実施 100% ― ― ↑（1.10） 

(Ａ)

  
 自治体経営における顧客は市民であり、市の提供するサービスに対する市民満足度を高めるために、広

く市民の声を吸い上げ、市民参画の機会を充実させる必要がある。 
 マニフェストでは、定期的な市政モニタリング調査の実施に向け、１つの公約事業を掲げ、八戸市は市

政モニター運営事業に取り組んできた（1,409千円）。 
 この事業では、平成18年度に公募した18歳以上の市民100名を市政モニターとして委嘱し、各種調査を

定期的に実施してきた。調査内容として、平成18年度は休日・夜間開庁に関するアンケートを実施したほ

か、平成19年度からは、市の施策の成果を把握するための第５次総合計画有識者アンケートや八戸市10大
ニュース投票を定期的に実施しており、公約事業は着実に実施されている（実施率100％）。 
 これに対して、満足度は、「広報広聴体制の充実と行政サービスの向上」において、平成21年は1.10とな

っており、平成20年と比較して0.10ポイント上昇している。 
 以上、参考となる適切な指標は設定していないが、公約事業は実施されており、満足度は上昇傾向にあ

ることから、マニフェスト項目全体の評価は（Ａ）といえる。 
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３３．．行行革革とと参参画画  
 

■市政評価委員会総括評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ ― 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

３－① 

周辺自治体との連携と合併の

推進、中核市指定 100% ― ― ↑（1.29） 

(Ａ)

 マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ｂ Ｂ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

３－② 

行革大綱の策定･無駄の削減と

民間委託の推進 87.5% Ｂ（85.1%） Ｂ ↑（1.18） 

Ｂ 

 マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ｅ Ｂ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

３－③ 

必要な行政投資の推進 

0.0% ― （Ｃ）→Ｂ ↑（1.20） 

Ｄ 

 マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ｃ Ｃ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

３－④ 

電子自治体の推進 

62.5% ― Ｃ ↑（1.13） 

Ｃ 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ ― 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

３－⑤ 

｢出前市役所｣の開催 

100% ― ― ↑（1.10） 

(Ａ)

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ Ａ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

３－⑥ 

ボランティア・ＮＰＯとの連携

強化 100% Ａ（236.2%） （Ｃ）→Ｂ ↑（1.36） 

Ａ 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ ― 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

３－⑦ 

行財政諮問委員会の設置と地

元大学等との連携強化 100% ― ― ↑（1.10） 

(Ａ)

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ ― 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点）

３－⑧ 

市役所の利便性向上と市政ア

ドバイザーの新設 100% ― ― ↑（1.10） 

(Ａ)
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３ 行革と参画（総括） 

 
 限られた財源の中で、多様化・高度化する市民ニーズに対応するためには、行政は効率的な財政運営

のもと、市民満足度の高い柔軟な行政運営を行う必要があるとともに、市民やNPO、事業者と役割を分

担し、連携・協力していく必要がある。 
 マニフェストは、「行革と参画」のため、8つの項目を掲げ、19の公約事業に取り組んできた。 
 各項目における公約事業については、5項目で実施率がＡとなっており、概ね実施されているものの、

「必要な行政投資の推進」については、「ミニ公募債の発行」と「PFIの活用」は、手法として検討はさ

れたものの実施には至っておらず、実施率はＥにとどまっている。公約事業に対応する実施事業として

は、定住自立圏の形成や行財政改革、協働のまちづくりに力を入れて取り組んできた一方で、電子自治

体の推進については思うように進んでいない状況にある。 
関連指標のうち、その他指標については、「人口1,000人当たり職員数」が、他団体と比較して評価が

高くなっている。「３ 行革と参画」については、他団体と比較し水準の特定を行うことが可能なその

他指標を設定できなかった項目が多いため、公約事業の実施率に対する評価が、そのまま全体評価にな

る傾向にある。 
 また、満足度については、H19年と比較してすべての項目で増加するとともに、2項目で平均を上回

っている。なかでは、「ボランティア・NPOとの連携強化」の満足度が高くなっている。 
 以上の取り組みの結果、公約全体の数値目標のうち、「経費節減等の財政効果」については、目標値

には到達していないものの、平成 21 年度には達成の見込みとなっている。また、「行政を補完してもら

うボランティア数」については、すでに達成済みであり、目標を大きく上回っている。 
 公約全体を総括すると、6 項目で全体評価がＢ以上となっており、「必要な行政投資の推進」について

は公約事業の実施率が低いため全体評価がＤとなっているものの、公共投資自体は年々増加しているこ

とから、概ね達成されているものと考えられる。 
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３３．．行行革革とと参参画画  
 

■マニフェスト本文 

 厳しい財政状況と行政需要の多様化・高度化の中で市政を運営していくには、何よりも市長の危機感と

経営感覚が必要とされ、思い切った行政改革の断行が求められます。同時に、もはやすべてを行政が担う

ことは難しく、市民の方々に積極的な参画をお願いしなければなりません。私は可能なかぎり行政の質を

下げないことに留意しつつ、また、不要な予算は思い切って削り、必要な予算は増やすことを原則としな

がら、この 4 年間で市の経常歳出を 2 割削減することを目途とします。さらに、市民の皆さまに積極的に

呼びかけ、行政を補完してもらうボランティアを延べ 1 万人にしたいと考えます。 

 
■関連指標 

① ４年間で市の経常歳出を２割削減します。 

【数値目標 11（マニフェスト掲載）】

数値目標は、平成 16 年度の経常的経費 290 億円を基準として計算しています。この場合、目標値は 58 億

円となりますが、平成 17 年度に策定した第４次八戸市行財政改革大綱及び集中改革プランでは、平成 16 年

度を基準に、平成 17 年度から平成 21 年度の５年間で総額約 62 億 7 千万円、平成 18 年度から平成 21 年度の

４年間では総額約 59 億円の削減効果を目指しています。よってマニフェストにおける目標値を 59 億円（単

年度当たり 14.75 億円）に設定します。平成 16 年度と比較した経費節減等の財政効果は、平成 18 年度から

平成 19 年度の累計で 25.1 億円となっています。  
（出典：第４次八戸市行財政改革大綱、集中改革プラン） 

【データ】経費節減等の財政効果（集中改革プラン） 

【基準値】H16 年度：経常的経費 290 億円 

【目標値】H18～19 年度累計：29.5 億円 

【最新値】H18～19 年度累計：25.1 億円削減 

【達成率】85.1% 

【推 移】H17 年度： 3.9 億円削減 

H18 年度：10.4 億円削減 

H19 年度：14.6 億円削減 

関連指標①
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② 行政を補完してもらうボランティアを延べ１万人にする「市民ボランティア１万人計画」を実現しま

す。 
【数値目標 12（マニフェスト掲載）】

平成 18 年度の行政を補完してもらうボランティア数は既に 10,000 人を越えましたが、引き続き 10,000 人

以上を維持します。  
(出典：広報市民連携課調べ) 

【データ】行政を補完してもらうボランティア数（延べ人数）

【目標値】H21 年度：10,000 人 

【最新値】H21 年度：23,617 人（H21.5 公表） 

【達成率】236.2% 

【推 移】H17 年度： 8,503 人、H18 年度：10,477 人 

     H19 年度：16,364 人、H20 年度：23,617 人 

【参 考】行政を補完してもらうボランティアとは、市民活

動サポートセンターでの受付や、市民病院での施

設案内など、行政を支援するボランティア。 
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３-① 周辺自治体との連携と合併の推進、中核市指定 

 
■マニフェスト本文 

 三八地域に合併協議会が設置されたとき、圧倒的多数の市民の皆さまは大きな期待を膨らまされました。

行政経費の大幅な節約だけでなく、中核市として地域力を結集し、大きな発展も遂げられると期待したか

らです。しかし、この期待は裏切られ、相互に根強い不信感を残しました。中核市は、全国約 750 の市の

中で、14 ある政令指定都市の次に位置づけられ、現在 35 市が指定されています。東北地方では、秋田、

郡山、いわきの各市が指定済みであり、青森、盛岡の両市も近年中に指定を受ける見込みです。八戸の中

核市指定は、「北東北の雄」として地域間競争を生き抜き、勝ち抜いていくための必須の条件であり、この

地域における最大の政治課題に位置づけるべきものです。 

 私はこの 1 年間を周辺自治体・住民との「対話と相互理解の期間」に位置づけ、信頼の再構築を図りな

がら、段階的に合併を進め、近い将来における中核市指定を目指します。このためにも、先に合併を実現

した南郷区を合併のモデルとして発展・振興を図り、合併の意義を積極的に示してまいります。 

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
74 この 1 年間を周辺自治体・住民との「対話と相互理解の期間」に位置づけ、信頼の再構築を図りながら、

段階的に合併を進め、近い将来における中核市指定を目指す 

01 三圏域連携推進事業 実施中 新規 4,200  政策推進課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 三圏域（参集範囲：八戸市、

久慈市、二戸市、三八地域県

民局、久慈地方振興局、二戸

地方振興局）の連携による地

域振興策の検討 
「専門部会」 
１ 防災協力体制  ２ 広

域観光  ３ 産業経済活性

化 ４ 食を活かす ５ 三

圏域交流事業  ６ 畜産廃

棄物活用 ７ 木質バイオマ

ス利活用 ８ 図書館連携 

H18.7.24：三圏域連携懇談会設置 
H18 年度：懇談会開催（3 回） 
H19 年度：懇談会開催（2 回） 
H20 年度：懇談会開催（2 回）、専門部会に

よる連携事業の検討と実施 
・ドクターヘリのデモンストレーションフラ

イト（同日に 3 市） 
・災害時相互支援協定締結（圏域内全 16 市

町村） 
・鳥インフルエンザ発生対応マニュアルの作

成 
・三圏域連携音楽会の開催（久慈市で 2 回・

二戸市で 1 回） 
・青森岩手秋田 3 県際「ものづくり企業交流

会」開催（共催） 
・産学官連携フォーラム開催（八戸市）  
・観光モニターツアー開催（仙台～二戸～八

戸～仙台） 
・三圏域連携地域活性化講演会（八戸市） 
・「ふるさと祭り東京」への出展（東京都） 
・図書館等相互利用に関する協定締結 等 

H21 年度：懇談会の開催（2 回） 
専門部会による連携事業の検討と実

施を継続 
・三圏域連携音楽会の開催（第九：

八戸市） 
・北のコナモン博覧会の開催 
・青森岩手秋田 3 県際「ものづくり

企業交流会」開催（共催） 
・三圏域観光ルートマップの作成 
・三圏域防災協定に係る情報伝達訓

練の実施 
三圏域の名称決定 
全国県境地域シンポジウムの開催 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
02 北奥羽開発促進協議会 実施中 継続 3,722  政策推進課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 岩手県北、秋田県北東、青森

県南地域における総合的な発

展を目指し、各県への要望活

動を行うとともに、研修会や

各種交流事業の実施により地

域間連携の促進を図る 

S43.3.4：北奥羽開発促進協議会設立 
H19.6：北奥羽開発促進協議会総会 
H20.1：岩手県青森県への要望活動 
H20.2：秋田県への要望活動、:ガイドマップ

「北奥羽みどころ MAP」の作成 
H20.6：北奥羽開発促進協議会総会 
H20.10：岩手県・青森県・秋田県への要望活

動 

・引き続き交流事業を促進するとと

もに、周辺自治体との相互理解に努

める 

03 定住自立圏の形成 実施中 新規 5,000  政策推進課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 中心市である八戸市と周辺町

村が、それぞれの魅力を高め、

補完・連携の関係に立ちなが

ら、総合力を高めていくこと

で、豊かな暮らしの実現と、

魅力・活力あふれる定住自立

圏の形成を目指す。 
具体的な取り組みとしては、

地域医療体制の整備、地域公

共交通の維持・確保、学官連

携地域シンクタンクの活用な

どを想定。 

H20 年度 
・先行実施団体への応募 
・総務省が八戸圏域を定住自立圏構想の先行

実施団体に選定 
・第 1 回 8 市町村担当課長会議開催 
・第 2 回 8 市町村担当課長会議開催 
・第 1 回ワーキング会議を開催（医療、公共

交通ワーキング会議） 
・第 1 回 8 市町村長会議開催 
・八戸市議会において、形成協定締結のため

の議決条例の制定を採択 

・八戸市長が中心市宣言 

・周辺町村（三戸町、五戸町、田子

町、南部町、階上町、新郷村、おい

らせ町）と、協定締結に向けた協議

を行う 

 
75 南郷区を合併のモデルとして発展・振興を図り、合併の意義を積極的に示す 

01 南郷区住民自治推進事業 実施中 新規 2,667  企画総務課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 地域自治区である南郷区の住

民が、市との協働により自ら

まちづくりを進め、住民自治

の推進及び地域活性化を目指

す 
・「南の郷 手づくり未来計

画」の策定と実践 
・住民意見を反映するシステ

ム構築の検討 
・地域サービスを担う住民組

織構築の検討 

H18 年度 
・「まちづくり策定委員会」設置 

・「南の郷 手づくり未来計画」策定 
H19 年度 
・地域協議会の中に、計画実施委員会と意見

集約委員会を設置 
・地域協議会委員が説明者となって、説明会

を開催（区内８カ所） 
・意見集約委員会において、各団体や自治会

などから意見・要望を募集し、提出のあった

ものについては、現状等を調査し、対応策に

ついて協議（12 団体 17 件） 
・計画実施委員会の５つの部会において、そ

れぞれ今年度重点実施施策を１つずつ選定

し、実践（12 施策） 
H20 年度 
・計画実施委員会（新規 7 施策、継続 12 施

策） 
・意見集約委員会（7 団体 7 件） 

・意見集約委員会において、意見の

反映システム拡充の検討を行う 
・計画実施委員会において、各施策

の実践を行う 
・計画の実践を通じて、地域サービ

スを担う住民組織の構築を検討する
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
02 合併後の新市の検証 実施中 新規 0  政策推進課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 合併後の新市の状況について

検証 

H18.3.9：南郷区地域協議会において、「合併

に係る事務事業調整内容の調査結果につい

て」報告 
H20 年度：H21 年に予定している合併の検証

に向けた準備を行う（新市建設計画含む） 

H21 年度：事務事業調整や新市建設

計画の進捗状況調査を通じて、合併

後の行財政や市民サービスの状況に

ついて、検証を行う 

 

事業費計 15,589  

 
着 手 率  実 施 率 

100％  100％ 

 



３．行革と参画 

①周辺自治体との連携と合併の推進、中核市指定 

99 

 
■関連指標 

① 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

３-①周辺自治体との連携と合併の推進、中核市指定 ― 1.05 1.29 ↑ 
（行政分野別の内訳） 
拠点機能の強化 － 1.02 1.19 ↑ 
都市間・地域間交流の促進 － 1.08 1.40 ↑ 

 
 
■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ ― 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

３－① 

周辺自治体との連携と合併の

推進、中核市指定 100% ― ― ↑（1.29） 

(Ａ)

  
 日常生活圏の広域化に対応するために、八戸都市圏における中心都市としての拠点機能強化と、広域行

政サービスのより効果的・効率的な提供が求められている。 
マニフェストは、周辺自治体との連携と合併の推進、中核市指定に向け、２つの公約事業を掲げ、八戸

市は５つの実施事業に取り組んできた（15,589千円）。 
 平成17年３月の南郷村との合併に伴い、地域自治区として設置された南郷区において、地域住民で組織

する地域協議会が中心となり、「南郷の郷 手づくり未来計画」が平成18年3月に策定され、その実践のた

め、意見集約委員会及び計画実行委員会を設置し、住民自治の推進及び地域活性化を目指している。また、

八戸市、岩手県久慈市及び二戸市を中心とした三圏域連携懇談会が平成18年３月に設置され、８つの専門

部会において地域振興策が検討されている。このほか、平成20年８月には、八戸圏域が定住自立圏構想の

先行実施団体に選定され、中心市である八戸市と周辺７町村が補完・連携の関係に立ちながら、地域医療

体制の整備や地域公共交通の維持・確保など、安心して暮らせる地域の形成を目指しており、公約事業は

すべて実施されている（実施率100％）。 
 これに対して、満足度は、平成21年は1.29となっており、平成20年と比較して0.24ポイント増加してい

る。分野別では、「拠点機能の強化」「都市間・地域間交流の促進」ともに、平成20年と比較し上昇してお

り、特に「都市間・地域間交流の促進」で高い上昇率となっている。 
 以上、参考となる適切な指標は設定していないが、公約事業はすべて実施されており、満足度得点も上

昇傾向にあることから、マニフェスト項目全体の評価は（Ａ）といえる。 
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３-② 行革大綱の策定・無駄の削減と民間委託の推進 

 
■マニフェスト本文 

 厳しい財政状況を受けて、すでに行財政改革が進められてきたことは率直に認められます。しかし、ま

だまだ無駄はあります。平成 18 年度中に新たな行政改革大綱を策定し、債務削減を含めた行政改革の具

体的なスケジュールを示します。私はこの 4 年間を「財政再建集中期間」とし、予算の配分方法の見直し

を推進します。さらに市の事務事業・サービスの「市場化テスト」を行い、指定管理者制度の導入による

民間委託を進め、併せて委託契約の見直しも行います。そしてこの 4 年間で市の経常歳出を 2 割削減しま

す。 

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
76 新たな行政改革大綱を策定し、債務削減を含めた行政改革の具体的なスケジュールを示す 

01 第４次八戸市行財政改革大綱の策定と推進 実施中 新規 0  行政改革推進課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 今後の行財政改革の道標とな

る「第 4 次八戸市行財政改革

大綱」とその工程表となる「八

戸市集中改革プラン」の策定

と推進 

H18.2：「第 4 次八戸市行財政改革大綱」「八

戸市集中改革プラン」策定（効果額 62.7 億

円） 
H18.9：「八戸市集中改革プラン（ver.2）」策

定 
H19.10：「八戸市集中改革プラン（ver.3）」
策定 
H20.11：「八戸市集中改革プラン（ver.4）」
策定（ver.4 までの効果額 69.1 億円） 

H21 年度 
集中改革プランの進行管理（ver.5）
第 5 次八戸市行財政改革大綱及び実

施計画策定 
H22 年度以降 
第 5 次八戸市行財政改革大綱及び実

施計画に基づく各取り組みの推進及

び進行管理 

02 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ・各種印刷物等への民間企業広告の掲載 実施中 拡充 0  行政改革推進課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市の保有する財産を有効に活

用するとともに、市の自主財

源を確保するため、民間事業

者に対し、広告掲載のための

広告媒体を提供（ウェルカム

チケット、広報誌、市ホーム

ページなど） 

H17.6：「八戸市有料広告掲載に関する基本方

針」、「八戸市有料広告審査委員会設置要綱」

制定 
H17.8：「八戸市有料広告掲載基準」制定 
H18.5「八戸市広告パートナー制度」制定、

H21.3.31 現在 29 社登録 

H19.10：各種印刷物の民間企業からの寄附方

式の導入 
H20 年度：寄付方式による民間企業からの広

告掲載事業を開始 
・広告料収入額：H17 年度：1,254,350 円／

31 件、H18 年度：1,996,150 円／115 件、H19
年度：2,480,200 円／160 件、H20 年度：

2,310,400 円／148 件 

・新規広告掲載媒体の拡大による歳

入確保 
・広告パートナー登録企業の掘り起

こし 

03 特別職給与の引下げ 実施中 新規 0  人事課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 特別職給与の引下げ H18.4～H22.3：二役 10%、その他特別職 8%

の減額を実施 

減額期間の終了する H21 年度に再

度検討 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
04 特別職の退職手当の見直し 実施済 新規 0  人事課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 特別職退職手当の見直し H19.7～：支給率を 20％引下げ －－－ 

 
77 この 4年間を「財政再建集中期間」とし、予算配分方法の見直しを推進 

01 予算配分方法の見直し 実施中 新規 0  財政課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 ｢枠配分方式｣等、予算配分方

式の見直しを検討 

H18 年度：枠配分予算実施の先進地視察など

を調査 
H19 年度：20 年度当初予算編成から一部枠

配分方式を取り入れた予算編成を実施 
・全ての経費について経費区分の仕分けを行

い、その区分のうち管理経費及び行政経費に

ついてシーリングを設定 
・シーリングは、各課レベルの遵守を原則と

するが、やむを得ない場合は部局単位で調整

H20 年度：H21 年度当初予算編成で、H19
年度と同様、一部枠配分方式を取り入れた予

算編成を実施 

・今後も予算編成方法の評価・検討・

見直しを継続 

 
78 市の事務事業・サービスの「市場化テスト」を行う 

01 市場化テストの導入 検討中 新規 0  行政改革推進課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市の事務事業・サービスにお

ける市場化テストの導入 

H18 年度：情報収集 
H19 年度：対象事業の特定化に向け、手法を

検討（事務事業評価、事業仕分け、民間提案

募集等） 
H20 年度：公共サービス改革法に基づく窓口

業務への導入の可能性について検討 

・引き続き、国の動向等に注視して

いく 

 
79 指定管理者制度の導入による民間委託の推進 

01 指定管理者の計画的導入 実施中 拡充 0  行政改革推進課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 公の施設での指定管理者制度

導入による住民サービスの向

上と管理経費の縮減 

H17.3：指定管理者の導入方針策定 
H18 年度：76 施設に制度導入 
H19 年度：5 施設に制度導入 
H19.7：モニタリング制度に関する基本方針

策定 
H20 年度：40 施設に制度導入 
12 月及び 3 月議会で 21 年度から制度導入予

定施設の指定管理者について指定 
H21.4.1 現在の制度導入施設は 122 施設 

H21 年度：H22 年度制度導入予定施

設において新たな指定管理者選定を

実施（予定施設：青葉湖展望交流施

設、斎場、東霊園・西霊園） 
・引き続き集中改革プランに基づき

計画的に導入を進める 
・新たに導入可能な施設について検

討 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
80 委託契約の見直し 

01 委託契約の見直し 実施中 新規 0  行政改革推進課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 随意契約の見直し H19.8：平成 18 年度委託契約に関する調査

（各課照会） 
H19.10：委託業務の点検 
H20.4：委託契約に関する執行方針を各課へ

通知 
H21.3：保全業務の仕様書の統一化について

検討 

執行方針に基づき、引き続き見直し

を実施 
見直しの進捗状況調査を実施 

 

事業費計 0  

 
着 手 率  実 施 率 

100％  87.5％ 

 
 
■関連指標 

① ４年間で市の経常歳出を２割削減します。 

【数値目標 11（マニフェスト掲載）】

数値目標は、平成 16 年度の経常的経費 290 億円を基準として計算しています。この場合、目標値は 58 億

円となりますが、平成 17 年度に策定した第４次八戸市行財政改革大綱及び集中改革プランでは、平成 16 年

度を基準に、平成 17 年度から平成 21 年度の５年間で総額約 62 億 7 千万円、平成 18 年度から平成 21 年度の

４年間では総額約 59 億円の削減効果を目指しています。よってマニフェストにおける目標値を 59 億円（単

年度当たり 14.75 億円）に設定します。平成 16 年度と比較した経費節減等の財政効果は、平成 18 年度から

平成 19 年度の累計で 25.1 億円となっています。  
（出典：第４次八戸市行財政改革大綱、集中改革プラン） 

【データ】経費節減等の財政効果（集中改革プラン） 

【目標値】H18～19 年度累計：29.5 億円 

【最新値】H18～19 年度累計：25.1 億円削減 

【達成率】85.1% 

【推 移】H17 年度： 3.9 億円削減 

H18 年度：10.4 億円削減 

H19 年度：14.6 億円削減 

関連指標①

10.4 10.4

14.6

59.0

0

20

40

60

H18 H18
～19

H18
～20

H18
～21

（億円）

H18 H19 目標値
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② 市職員数及び人口 1,000 人当たり職員数 

（評価 Ｂ） 

③ 経常収支比率（評価 Ｂ） 

関連指標②

2,117
2,130

2,1652,166

2,225
2,281

5.39
5.25 5.18 5.22

2,000

2,050

2,100

2,150

2,200

2,250

2,300

H16 H17 H18 H19 H20 H21

(人)

5.00

5.50

6.00

6.50

7.00

7.50

8.00

8.50

(人)

市職員数 八戸市 全国平均 県平均
 

関連指標③

88.588.5

89.589.5

86.0

87.0

88.0

89.0

90.0

91.0

92.0

93.0

94.0

H16 H17 H18 H19

(％)

八戸市 全国平均 県平均
 

【出典】財政課資料 【出典】財政課資料 

【H19 数値の比較】 

八戸市 5.22 人、全国平均 7.82 人、県平均 7.75 人で、

八戸市が最も少なくなっている。 

【H19 数値の比較】 

八戸市 88.5％、全国平均 92.0％、県平均 93.4％で、

八戸市が最も低くなっている。 

 
④ 実質公債費比率（評価 Ｄ）  

関連指標④

17.7
17.4 17.4

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

17.0

18.0

H17 H18 H19

(％)

八戸市 全国平均 県平均
 

 

【出典】財政課資料  

【H19 数値の比較】 

八戸市 17.4％、全国平均 12.3％、県平均 17.2％で、

八戸市が最も高くなっている。 

 

 
⑤ 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

３-②行革大綱の策定・無駄の削減と民間委託の推進 ― 1.10 1.18 ↑ 
（行政分野別の内訳） 
組織内部の見直し － 1.12 1.16 ↑ 
事務事業の見直しと健全な財政運営の推進 － 1.08 1.20 ↑ 

 

(基準)

(基準)
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■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ｂ Ｂ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

３－② 

行革大綱の策定・無駄の削減と

民間委託の推進 87.5% Ｂ（85.1%） Ｂ ↑（1.18） 
Ｂ 

  
 厳しい財政状況や社会経済情勢の変化などに対応するため、持続可能な行財政基盤の確立に向け、より

今後一層の行財政改革の推進が求められている。 
マニフェストは、５つの公約事業を掲げ、八戸市は８つの実施事業に取り組んできた（事業費なし）。 

 平成18年２月に「第４次八戸市行財政改革大綱」及びその工程表となる「八戸市集中改革プラン」を策

定し、平成18年度から４年間で総額約59億円の削減効果を見込んでいる。具体的には、市のホームページ

や各種印刷物等への民間企業広告を掲載し、広告料収入を確保するほか、特別職給与の減額（二役10％・

その他8％）や特別職退職手当支給率20％カットを実施している。また、平成18年度から市の施設に順次

指定管理者制度を導入し（平成21年４月現在、122施設）、民間委託を進めており、手法や対象事業の特定

に時間を要している「市場化テストの導入」をのぞいて、公約事業はすべて実施されている（実施率87.5
％）。 
 これに対して、数値目標である「経費節減等の財政効果」は、目標値59.0億円（単年度当たり14.75億円

）の削減に対して、 新値の平成19年度累計値は25.1億円で、２年目における目標値換算29.5億円に対す

る達成率は85.1％となっている。集中改革プランの計画どおり、今後も引き続き人件費関連や市営バス事

業への補助金削減などにより、平成20年度18.7億円、平成21年度21.5億円を削減する予定となっており、

平成21年度には目標を達成する見込みとなっている。 
 また、「市職員数」は年々減少傾向にあり、「人口1,000人当たり職員数」では全国・県平均を大きく下回

っている。財政状況として、「経常収支比率」も減少傾向にあり、全国・県平均を下回っているが、「実質

公債費比率」は、全国平均より高く、県の平均とほぼ同水準となっている。なお、「経常収支比率」「実質

公債費比率」は、いずれも法令の是正措置基準を下回っている。 
 満足度は、平成21年は1.18で、前年と比較して0.08ポイント増加している。分野別では、「事務事業の見

直しと健全な財政運営の推進」の分野で上昇し、「組織内部の見直し」の分野と同じ水準になっている。 
 以上、公約事業は概ね実施されており、現時点で数値目標は達成されていないが、平成21年度には達成

の見込みであり、その他指標も一定の水準を上回っていることから、マニフェスト項目全体の評価はＢと

いえる。 
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３-③ 必要な行政投資の推進 

 
■マニフェスト本文 

 現在、八戸市の公共事業が減少の一途をたどっています。徹底した行政改革を推進するとともに新たな

財源の捻出方法としてミニ公募債方式、PFI 法を活用するなどして必要な投資事業を推進します。 

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
81 ミニ公募債方式を活用するなどして必要な投資事業を推進 

01 ミニ公募債の発行 検討中 新規 0  財政課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 ミニ公募債発行による新たな

資金調達 

H18 年度：検討の結果、他の資金調達方法と

発行コスト面で比較すると、必ずしも有利と

はいえないと判断 

・引き続き、ミニ公募債の導入を念

頭に置きながら、有利な資金調達方

法を検討 

 
82 ＰＦＩ法を活用するなどして必要な投資事業を推進 

01 ＰＦＩの活用（制度） 検討中 継続 0  政策推進課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 設計・建設費が 10 億円以上の

事業について、ＰＦＩ推進検

討部会及び行政経営連絡会議

で可能性を検討 

H15.10：是川市営住宅建替事業について、民

間活用制度導入調査業務委託報告書を受け

て検討した結果、ＰＦＩではなく、買取方式

により事業を実施することとした 
H17.12：(仮称)是川縄文博物館建設(運営)事
業について、合併特例債を使う建設方式と

し、ＰＦＩ方式では実施しないこととした 

・今後も引き続き、ＰＦＩの活用を

検討 
（該当事業があればＰＦＩを活用し

ていく） 

 

事業費計 0  

 
着 手 率  実 施 率 

100％  0.0％ 
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■関連指標 

① 人口 10 万人当たりの投資的経費決算額 

（評価Ｃ） 

② 投資的経費構成比（評価 Ｃ） 

注目指標①

52
5557

37

32
28

20

30

40

50

60

H17 H18 H19

（億円）

県平均 八戸市 青森市 弘前市

 

注目指標②

8.5

9.5
10.8

6

8

10

12

14

16

H17 H18 H19

（％）

県平均 八戸市 青森市 弘前市

【出典】財政課資料 【出典】財政課資料 

【H19 数値の比較】 

県平均 52 億円、八戸市 37 億円、青森市 51 億円、弘前

市 33 億円で、八戸市は他団体の中位に位置している。

【H19 数値の比較】 

県平均 12.5％、八戸市 10.8％、青森市 14.2％、弘前

市 9.1％で、八戸市は他団体の中位に位置している。 

 
③ 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

３-③必要な行政投資の推進 ― 1.08 1.20 ↑ 
（行政分野別の内訳） 
事務事業の見直しと健全な財政運営の推進 － 1.08 1.20 ↑ 

 

※出典データを基に、人口 10 万人当たりで独自計算 
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■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ｅ Ｂ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

３－③ 

必要な行政投資の推進 

 0.0% ― （Ｃ）→Ｂ ↑（1.20） 
Ｄ 

 
 地方自治体の経営は、経済・社会情勢の影響により、税収の伸び悩みや扶助費の増大など、依然として

厳しい財政状況にある。事務事業の選択と集中のもと、民間資金等を活用したメリハリのある自治体経営

が求められている。 
 マニフェストでは、必要な行政投資の推進に向け、２つの公約事業を掲げ、八戸市は２つの実施事業に

取り組んできた（0千円）。 
 いずれも事業に着手はされているものの、「ミニ公募債」では発行コストや売れ残りの問題があること、

また、「PFIの活用」については、10億円以上で財政上有利と認められる該当事業がなかったことから、い

ずれも検討段階であり、公約事業は実施に至っていない（実施率0.0％）。 
 これに対して、「人口10万人当たりの投資的経費決算額」は、県全体が減少するなか年々上昇し、平成

19年度は37億円で、平成17年度と比較し９億円増加している。「投資的経費構成比」では、平成19年で10.8
％となっており、構成比でも上昇傾向にあるが、県平均よりは低い割合となっている。 
満足度は、「事務事業の見直しと健全な財政運営の推進」において、平成21年は1.20で、平成20年と比

較して0.12ポイント上昇している。 
 以上、公約事業は実施されていないことから、関連指標は一定の水準以上となっているものの、マニフ

ェスト項目全体の評価はＤといえる。 
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３-④ 電子自治体の推進 

 
■マニフェスト本文 

 市民の方々ができるだけ庁舎に足を運ばなくて済むよう、この 2 年間で、市政に関する情報のより一層

の提供・開示、施設利用予約の電子化を順次図ります。また、平成 19 年度までに、市役所 OB を活用した

コールセンターを開設し、市民の皆さまからのご質問に、休日・夜間でも電話でお答えできるようにいた

します。利用頻度の高い窓口については、休日・夜間開庁とします。 

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
83 市政に関する情報のより一層の提供・開示 

01 市政主要情報の掲示 実施中 新規 0  市民課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市主要情報の支所・公民館へ

の掲示（支所 8 カ所、中央公

民館、公民館 23 カ所で、主要

情報を印刷したファイルを設

置） 

H18.8～：インターネットを利用できる環境

にない方に対しても、 新の市政情報の迅速

な提供が図られた。 

・今後も引き続き実施 

02 ホームページ管理運営事業 実施中 拡充 5,811  広報市民連携課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市ホームページへのＣＭＳ

（コンテンツ・マネジメン

ト・システム）の導入 
（ＣＭＳ導入により、デザイ

ンの統一や内容の充実が図ら

れ、より利用しやすくなる。） 

H19.7.3～5：ＣＭＳの操作研修（参加者 87
名） 
H19.7.11～9.21：各課によるホームページデ

ータ移行 
H19.10.1：CMS システムによる市ホームペ

ージの公開 
H20.8：ＣＭＳの操作研修（基礎研修 1 回、

応用研修 2 回、参加者 62 名） 

H21 年度：ユーザビリティの高いペ

ージにするよう各課へ働きかける 
・広報ディレクター等対象の操作研

修（年 1 回） 
・携帯ホームページ内容の検討 
H22 年度：デザインガイド（マニュ

アル）作成 

03 メールマガジン配信事業 実施予定 新規 1,229  広報市民連携課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 パソコンや携帯電話へのメー

ルマガジン配信によるメッセ

ージ性の高い市政情報の提供 

H19 年度まで：東奥日報社のふるさとメール

（ｆメール）配信事業を委託し、市に関する

情報・新聞記事を登録者へ配信（配信登録者

数：H18.3.31：404 人、H19.3.31：467 人、

H20.3.31： 490 人） 
H20 年度は事業実績なし。 

H21 年度：（株）まぐまぐ提供の携

帯電話向けメールマガジン配信サー

ビス「ミニまぐ」を活用について検

討 
主に広報はちのへや、ホームページ

等に掲載してあるような市政情報・

地域情報に興味関心を持ってもらう

きっかけとして配信を行う。 
・費用：無料（ただし広告付） 
・配信回数：月２回程度（臨時情報

は、随時配信。） 
・配信内容：お知らせしたい情報を

件名程度（1 件 30 文字）にまとめ配

信 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
04 類似自治体との行財政比較の公表 実施済 新規 0  行政改革推進課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 本市及び類似自治体 9 市の行

財政指標の比較分析及び公表 

H18.9：「八戸市と類似自治体との行財政比較

分析」を策定・公表 
H18.10：市広報、市ホームページで公表 

・今後の更新時期、内容等について

検討 

05 審議会等における少数意見・提案の明示 実施中 新規 0  行政改革推進課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 審議会等における少数意見・

提案の明示 

H18.7：「八戸市附属機関等の設置及び運営に

関する要綱」改正 
・市要綱第６条（会議録等の公開）に会議内

容の市民等への情報提供と会議録への少数

意見等の記載についての規定を追加 
H20.3：「附属機関等の会議の公開等に関する

取扱い」策定 
H20 年度：試行的に、会議録公開を含め会議

の開催状況について、市ホームページ等に順

次公開 

H21 年度から、会議録公開を含めた

会議の開催状況の市ホームページ等

での公開を実施 
・会議録は、会議の公開・非公開に

関わらず作成 
・会議録・会議資料は、市ホームペ

ージ及び市政情報コーナーで公開 

 
84 施設利用予約の電子化 

01 公共施設利用予約システムの導入 検討中 新規 0  情報ｼｽﾃﾑ課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 インターネットによる公共施

設の予約システムの導入 

H18.5：公共施設利用予約システム導入ワー

キング会議の設置・開催 
H19.5：関係課へのヒアリング 
H19.6：他市運用システムのデモ実施 
H19.10～：システム仕様および対象施設の検

討 
H20.8：八戸市体育振興公社が管理するスポ

ーツ施設について、施設の予約状況をホーム

ページで公開 

H21 年度：ホームページでの市直営

体育施設（南郷区の体育館、屋内運

動場及び野球場等）の空き情報の提

供 
・他都市の導入・運用状況やシステ

ムの再調査 

 
85 市役所ＯＢを活用したコールセンターを開設（休日・夜間でも電話対応） 

01 コールセンター開設事業 検討中 新規 0  広報市民連携課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市役所のサービス・手続きの

案内に関するＦＡＱシステム

を核とした（仮称）インター

ネットコールセンターの開設 

H18.8：先進地視察実施 
H19 年度：当市に適合したコールセンターの

形態等の検討 
H20 年度：当初予算査定において、経費圧縮

し再検討の指示があったことから、ＦＡＱシ

ステムを核とした（仮称）インターネットコ

ールセンターの開設について、他都市の導入

状況調査、関係各課による導入ソフトの検討

を実施 

開設に向けた導入ソフトの検討 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
86 利用頻度の高い窓口の休日・夜間開庁 

01 休日・夜間開庁の実施 実施中 新規 5,085  市民課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 利用頻度の高い窓口の休日・

夜間開庁 

H18 年度 
・各課窓口事務調査実施 
・市民アンケートの実施 
・市民アンケートの集計・分析 
・庁内検討委員会での検討 
H19 年度 
・休日・夜間開庁試行案を決定 
・休日・夜間開庁の試験実施 
（毎週土曜日の午前中と平日の午後７時ま

で） 
・平均利用回数：休日 83 件、夜間 10．9 件

H20 年度 
・休日・夜間開庁の試験実施 
（毎週土曜日の午前中と平日の午後６時ま

で） 
・庁内検討委員会での検討 
・21 年度実施案（本実施）の決定 
・事業周知. 

H21 年度以降：本実施に移行 
・休日（年末年始を除く毎週土曜日

8:15～12：00） 
・夜間（平日 17：15～18：00） 
・印鑑登録、住民票の写し・印鑑証

明書交付 
・戸籍抄本交付（休日のみ） 

 

事業費計 12,125  

 
着 手 率  実 施 率 

100％  62.5％ 
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■関連指標 

① 市ホームページアクセス件数（参考） ② ｅ都市ランキング総合得点（評価 Ｃ） 

関連指標①

707

842

1,251

906

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

H17 H18 H19 H20

（万件）

市ホームページアクセス件数
 

関連指標②

53.955.654.5

59.2

40

45

50

55

60

65

70

75

80

H17 H18 H19 H20

（点）

八戸市 青森市 弘前市

盛岡市 秋田市

【出典】情報システム課資料 【出典】日経ＢＰガバメントテクノロジー 

 【H20 数値の比較】 

八戸市 53.9 点、青森市 44.4 点、弘前市 45.5 点、盛岡

市 62.3 点、秋田市 73.0 点で、八戸市は他団体の中位

に位置している。 

 
③ 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

３-④電子自治体の推進 ― 1.06 1.13 ↑ 
（行政分野別の内訳） 
組織内部の見直し － 1.12 1.16 ↑ 
広報広聴体制の充実と行政サービスの向上 － 1.00 1.10 ↑ 
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■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ｃ Ｃ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

３－④ 

電子自治体の推進 

62.5% ― Ｃ ↑（1.13） 
Ｃ 

 
いつでもどこでも行政に関する各種手続きを行うことができる窓口サービス等、利便性の高い市民サー

ビスの提供のためには、情報技術の利活用が求められている。 
 マニフェストでは、電子自治体の推進に向け、４つの公約事業を掲げ、八戸市は８つの実施事業に取り

組んできた（12,125千円）。 
 なかでも、平成19年度から市ホームページにCMS（コンテンツ・マネジメント・システム）を導入し、

各種行政情報、附属機関等の会議録、スポーツ施設の予約状況の公開など、内容の充実を順次図っている。

また、市民課窓口の休日・夜間開庁の試行を経て、平成21年度から本実施に移行している。一方、携帯電

話向けの「メールマガジン配信事業」は平成21年度に実施予定となっており、また、費用対効果が課題と

なっているインターネットによる「公共施設利用予約システムの導入」、及び運用方法を検討中の「コール

センター開設事業」はまだ検討の段階にあることから、実施には至っておらず、公約事業はある程度の実

施にとどまっている（実施率62.5％）。 
 日経ＢＰガバメントテクノロジーによる自治体アンケート調査に基づいた「ｅ都市ランキング総合得点

」では、平成20年において100点満点中53.9点となっており、減少傾向にあるものの、北東北の主要都市

の間では中間に位置している。特に、「情報・サービス」「アクセスビリティ」「情報化政策」の項目で比較

的高い得点となった。 
満足度は、平成21年は1.13で、前年と比較し0.07ポイント上昇しており、特に「組織内部の見直し」の

分野で得点が高くなっている。 
 以上、公約事業は実施されていないものがいくつかあるものの、関連指標が一定の水準を維持している

ことから、マニフェスト項目全体の評価はＣといえる。 
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３-⑤ 「出前市役所」の開催 

 
■マニフェスト本文 

 新しい時代の市政は、市民の方々との対話から発想が生まれ、市民の皆さまの後押しを受けなければな

らないものです。同時に、市民の皆さまへの協力も、対話を通じて行われなければなりません。私は、平

成 18 年度から、それぞれの地域コミュニティで半年に 1 回、「出前市役所」（仮称）を開催し、市民の皆

さまとの忌憚のない対話の機会を設け、単に聞きっぱなしにするだけでなく、その対応をご報告申し上げ

ます。 

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
87 それぞれの地域コミュニティで半年に１回、「出前市役所」（仮称）を開催し、市民との忌憚のない対話の

機会を設け、単に聞きっぱなしにするだけでなく、その対応を報告する 

01 出前市役所の開催 実施中 新規 493  広報市民連携課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 各地域が抱えている問題の解

決策を探るとともに、地域か

ら出された要望・意見の回答

について報告を行うため、担

当課の職員が公民館等に出向

き、住民と一緒に話し合いを

行う 

H18 年度：公民館 23 カ所、延べ 42 回開催（参

加者数：932 人、関係課：168 課） 
H19 年度：公民館 23 カ所で開催（参加者数：

482 人、関係課：148 課） 
H20 年度：開催方法を連合町内会の希望によ

る開催へ変更。2 地区で試験的に実施（21 年

3 月 鮫地区、田面木地区） 

H21 年度：新出前市役所 
・連合町内会長からの開催依頼を受

けて開催する 
・広報市民連携課職員が出向き相談

を受ける形式 
・22 年度以降、希望開催方式の結果、

地域担当職員制度の浸透度や地域づ

くり会議の開催状況を踏まえなが

ら、事業のあり方を引き続き検討し

ていく 

 

事業費計 493  

 
着 手 率  実 施 率 

100％  100％ 
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■関連指標 

① 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

３-⑤「出前市役所」の開催 ― 1.00 1.10 ↑ 
（行政分野別の内訳） 
広報広聴体制の充実と行政サービスの向上 － 1.00 1.10 ↑ 

 
 
■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ ― 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

３－⑤ 

「出前市役所」の開催 

100% ― ― ↑（1.10） 

(Ａ)

 
 地域の課題が複雑・多様化するなか、満足度の高い公共サービスの提供を目指し、市民と行政がともに

地域の課題について話し合う場が必要となってきている。 
 マニフェストでは、出前市役所の開催に向けた公約事業を掲げ、八戸市は当該事業に取り組んできた（

493千円）。 
 この事業では、平成18年度に、23公民館で延べ42回開催し、地域から出された意見・要望について関係

課職員と住民が一緒に話し合った。平成20年度からは、地域担当職員制度の開始に伴い、連合町内会の要

請を受けて随時開催する方式に変更した。また、地域住民個人が抱える市行政に関する困りごとや疑問の

相談を受ける方式での開催についても試験的に実施され、公約事業は着実に実施されている（実施率100
％）。 
 これに対して、満足度は、「広報広聴体制の充実と行政サービスの向上」において、平成21年は1.10で、

前年と比較して0.10ポイント上昇している。 
 以上、参考となる適切な指標は設定していないが、公約事業は着実に実施され、満足度得点も上昇傾向

にあることから、マニフェスト項目全体の評価は（Ａ）といえる。 
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３-⑥ ボランティア・NPO との連携強化 

 
■マニフェスト本文 

 行政サービスの維持・向上を図っていくには、率直に申し上げて、市だけでは対応できません。市が行

政サービスの提供者ではなく、ボランティアや NPO の方々の調整役になることも必要とされます。私は、

市民の方々、とりわけ「団塊の世代」の方々が積極的にボランティア活動に参加くださることをお願いす

るとともに、個々別々ではなく、体系だったボランティアを展開していただけるよう、平成 18 年度中に

ボランティア登録制度を設け、「市民ボランティア 1 万人計画」の実現を目指します。その上で、NPO な

どとの連携を強化しながらその有効活用を図り、「市民が支える八戸」を築き上げてまいります。 

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
88 市民の方々、とりわけ「団塊の世代」の方々の積極的なボランティア活動参加と、体系だったボランティ

アを展開していただけるよう、ボランティア登録制度を設ける 

01 シニア地域回帰事業 実施中 新規 4,015  健康福祉政策課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 団塊の世代を主な対象者とし

たライフデザイン基礎講座や

地域活動ステップアップ講座

の開催（登録制：50 名程度） 

H18 年度：市社会福祉協議会が「元気な八戸

づくり市民提案制度」で「シニア地域回帰事

業」を提案・採択 
講座内容：記念講演、ライフプラン、ＮＰＯ

法人、ボランティア活動、八戸の観光、高齢

者擬似体験、そばうち体験、福祉施設体験、

健康運動 等 
H19 年度：13 講座開催 参加延人数 423 人

（登録者数 44 名） 
H20 年度：13 講座開催 参加延人数 259 名

（登録者数 78 名） 

・協働の相手先である社会福祉協議

会と十分協議のうえ、前年度の講座

内容・回数を基本に、毎年、内容の

見直し 

02 地域づくりボランティアの促進 実施中 継続 1,240  広報市民連携課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 ボランティア活動支援補助金

の交付（ボランティア活動保

険料の一部助成、市外在住者、

市の業務に参画しているボラ

ンティアは対象外（各課で全

額負担））・ボランティアデー

タベースの作成・「ボランティ

ア協働マニュアル」の作成 

H19 年度： 
・補助金交付額 343,000 円（補助金交付対

象者数：2,450 人） 
・市ホームページにボランティアに関するペ

ージを新規作成 
H20.3.26：「ボランティア協働マニュアル」

の作成 
H20.5：行政活動ボランティア受入実績調査

の実施、ボランティアデータベースの更新、

充実 

H21 年度： 
・ボランティア活動支援補助金の交

付 
・行政活動ボランティア活動状況の

調査 
・職員のボランティア活動参加状況

の調査 
・ボランティアデータベースの更新、

充実 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
89 ＮＰＯなどとの連携を強化しながら、その有効活用を図り、「市民が支える八戸」を築き上げる 

01 協働のまちづくり推進基金 実施中 新規 9,391  広報市民連携課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市民活動や地域コミュニティ

活動を、奨励金制度等を通じ

て資金支援する財源として設

置 
（寄附額と同額を市も積み立

てるマッチングファンド方

式） 

・基金現在高 5,771,150 円(H21 年 3 月末現

在) 
PR 強化 
・広報やホームページで運用状況や

支援した団体の活動を積極的に紹介

し、基金の普及を図る。 
・事業採択を受けた団体との連携 
団体の資料・チラシ等への基金ロゴ

掲載等。また、基金運用方法や市民

活動促進などについての意見交換会

を開催し、事業の充実を図る。 

02 「元気な八戸づくり」市民奨励金制度 実施中 新規 12,354  広報市民連携課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市民活動団体や地域コミュニ

ティ活動団体の育成及び活動

を支援するため、奨励金を交

付 
 初動期支援コース（上限：

10 万円） 
 事業拡大支援コース（上

限：50 万円） 
地域コミュニティ計画実現に

むけ、地域が主体的に実施す

る事業を支援するため、奨励

金を交付 
 地域づくり応援コース（1
計画につき6年間で30万円上

限） 

H18 年度：7 団体、総額 172 万円 
H19 年度：5 団体、総額 89 万円 
H20 年度：8 団体、総額 200 万円 

21 年度 
・現行制度の枠組みを維持し、定着

を図る 
・制度拡大により、地域づくり応援

コースを設置 
22 年度 
・事業検証しながら、市民活動団体、

地域コミュニティ活動団体に対する

支援策を継続実施 

03 「元気な八戸づくり」市民提案制度 実施中 新規 2,571  広報市民連携課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市民と行政による協働のまち

づくりを推進するため、市と

協働で実施する政策、事業等

の提案を受け、事業実現に向

けた協議を実施（市設定テー

マ部門、自由提案部門） 

Ｈ18 年度事業化提案 
・シニア地域回帰事業（八戸市社会福祉協議

会） 
H19 年度事業化提案 
・八戸市・消防との協働による AED 及び心肺

蘇生法普及啓発事業（市民ボランティアサー

クル「いのちの輪」） 
H20 年度事業化提案 
・協働で創り上げる新しい「みなとまち八戸」

推進事業（NPO 法人 ACTY） 
・総合型地域スポーツクラブ PR&モニター募

集（マンタ健康クラブ） 
※事業化協議中 
・外国語を母国語とする児童・生徒に対する

日本語教育支援 

・21 年度：引き続き実施予定 
・22 年度以降：多くの協働事業実現

を契機として、各課の恒常的な協働

事業実践を促進 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
04 市民活動サポートセンターの運営 実施中 継続 24,593  広報市民連携課

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 まちづくり活動やボランティ

ア活動など、市民の自主的・

自発的な活動を支援する拠点

の設置・運営 

Ｈ14 年度：市民活動サポートセンター「ふれ

あいセンターわいぐ」開設 
Ｈ18～20 年度：指定管理者制度の導入 
H19.7.7：わいぐ開設５周年記念フォーラム

開催（市と協働） 
H20 年度事業実績（指定管理者）：情報誌発

行（4 回）、市民活動パネル展（4 回）、わい

ぐ交流会開催（2 回）、市民活動ハンドブック

の作成、NPO 入門講座（2 回）、NPO・ボラ

ンティアミニ講座（3 回） 
・20 年度利用状況：情報交流サロン 4,080
人、ワークステーション 1,942 人、登録団

体 170 団体 

・（仮称）八戸市中心市街地地域観光

交流施設の動向を注視しながら、中

心市街地における市民活動支援につ

いて検討予定 

 

事業費計 54,164  

 
着 手 率  実 施 率 

100％  100％ 

 
 
■関連指標 

① 行政を補完してもらうボランティアを延べ１万人にする「市民ボランティア１万人計画」を実現しま

す。 
【数値目標 12（マニフェスト掲載）】

平成 18 年度の行政を補完してもらうボランティア数は既に 10,000 人を越えましたが、引き続き 10,000 人

以上を維持します。  
(出典：広報市民連携課調べ) 

データ】行政を補完してもらうボランティア数（延べ人数）

【目標値】H21 年度：10,000 人 

【最新値】H21 年度：23,617 人（H21.5 公表） 

【達成率】236.2% 

【推 移】H17 年度： 8,503 人、H18 年度：10,477 人 

     H19 年度：16,364 人、H20 年度：23,617 人 

【参 考】行政を補完してもらうボランティアとは、市民活

動サポートセンターでの受付や、市民病院での施

設案内など、行政を支援するボランティア。 

3-②

23,617

16,364
10,477

8,503 10,000

7,000

12,000

17,000

22,000

27,000

H17 H18 H19 H20 H21

（人）

 

関連指標① 
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② 人口 10 万人当たりのボランティアセンター登

録団体数（評価 Ｃ） 

③ 市民活動サポートセンター登録団体数（参考）

関連指標①

35.7

86.2
91.2 98.1
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140
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（団体）

八戸市 青森市 弘前市 全国平均

関連指標③
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160
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180
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（団体）

市民活動サポートセンター登録団体数
 

【出典】広報市民連携課資料 【出典】広報市民連携課資料 

【H19 数値の比較】 

八戸市 91.2 団体、青森市 26.7 団体、弘前市 35.4 団体

（H18）、全国平均 116.4 団体で、八戸市は他団体の中

位に位置している。 

 

 
④ 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

３-⑥ボランティア・NPO との連携強化 ― 1.28 1.36 ↑ 
（行政分野別の内訳） 
協働のまちづくりの推進 － 1.34 1.37 ↑ 
地域コミュニティの振興 － 1.40 1.55 ↑ 
市民活動・NPO 活動の促進 － 1.33 1.39 ↑ 
社会参加の促進（高齢者） 1.14 1.07 1.14 → 

 

※出典データを基に、人口 10 万人当たりで独自計算 
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■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ Ａ 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

３－⑥ 

ボランティア・ＮＰＯとの連携

強化 100% Ａ（236.2%） （Ｃ）→Ｂ ↑（1.36） 
Ａ 

  
 価値観の多様化や自己実現意欲の高まりに伴い、市民のボランティア活動に対するニーズが高まりを見

せている。一方、これからの自治体には、限られた財源のなかで、多様化・高度化する市民ニーズに応え

ていくことが求められている。公平性・平等性を重視する行政や営利を目的とする事業者では対応しきれ

ないサービスの担い手として、ボランティアやNPOの活動が注目されている。 
マニフェストは、ボランテイア・NPOとの連携強化に向け、２つの公約事業を掲げ、八戸市は６つの実

施事業に取り組んできた（54,164千円）。 
 平成18年度にマッチングファンド方式による「協働のまちづくり推進基金」を設置し、「元気な八戸づく

り」市民奨励金制度を創設・運用している。また、「元気な八戸づくり」市民提案制度により、NPO等か

ら市との協働事業の提案を受け、シニア地域回帰事業（団塊世代を主な対象とした登録制のライフデザイ

ン講座）をはじめ、４提案を事業化につなげている。さらに、平成20年３月に「ボランティア協働マニュ

アル」を作成するなど、ボランティアが市の業務へ参画しやすい環境を整えており、これら公約事業はす

べて実施されている（実施率100％）。 
 これに対して、数値目標である「行政を補完してもらうボランティア数」は、目標値10,000人に対して、

新値の平成20年度は、23,617人となっており、現時点で目標を大きく上回っている。平成19年度大きく

伸びた理由として、新規導入事業及び活動人数が増加した事業が合わせて14事業となっていることが大き

な要因である。また、社会福祉協議会が設置している「人口10万人当たりのボランティアセンター登録団

体数」は上昇傾向にあり、平成18年からは、全国集計の関係で主目的がボランティア以外のNPOも含めて

いるため、全国と比較しても大幅な増加率となっている。 
 満足度は、平成21年は1.36で高い水準にあり、前年と比較して0.08ポイント上昇している。特に、「市民

活動・NPO活動の促進」の分野で、上昇率が高くなっている。 
 以上、公約事業はすべて実施されており、数値目標は高い水準で達成され、満足度も高い水準にあるこ

とから、マニフェスト項目全体の評価はＡといえる。 
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３-⑦ 行財政諮問委員会の設置と地元大学等との連携強化 

 
■マニフェスト本文 

 行財政改革の具体的な方法や市政の重点分野の設定、行政の評価、さらには他地域における先進的な事

例との比較検討を行う市長の諮問機関として、平成 18 年度早々に、八戸市内外の有識者から構成される

「行財政諮問委員会」（仮称）を設置し、1 年間、このマニフェストの具体的内容・方法などを集中的に議

論・検討します。また、八戸工業大学、八戸大学、八戸高専を「まちづくり」「くらしづくり」における市

のシンクタンクと位置づけ、あらゆる行政分野で積極的に連携を強化します。 

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
90 八戸内外の有識者から構成される「行財政諮問委員会」（仮称）を設置する 

01 八戸市行財政諮問会議の開催 実施済 新規 242  政策推進課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市内外の有識者で構成し、重

点施策及び行財政改革を強く

推進することを目的とした会

議の設置 

H18.4：八戸市行財政諮問会議を設置 
H18.4.22～H19.3.20：八戸市行財政諮問会議

開催（5 回） 
H19.3.23：八戸市行財政諮問会議報告書提出

H19.11.29：第 6 回八戸市行財政諮問会議（東

北新幹線青森延伸に対して市の取り組むべ

き施策について） 
H20. 3.18：第 7 回八戸市行財政諮問会議（「八

戸市行財政諮問会議の提言・意見に対する対

応状況について」報告） 

・行財政諮問会議での提言・意見に

基づいた事業を展開中 

 
91 八戸工業大学、八戸大学、八戸高専を「まちづくり」「くらしづくり」における市のシンクタンクと位置づ

け、あらゆる行政分野で積極的に連携を強化 

01 （仮称）都市研究検討会の設置 実施中 新規 2,000  政策推進課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 八戸工業大学、八戸大学、八

戸工業高等専門学校の 3 校と

八戸市が連携して、地域が有

する政策課題等について、質

の高い調査研究活動や提言等

を行うことを目的として、シ

ンクタンクを設置する 

H19.10：八戸工業大学、八戸大学、八戸高専

の３校が、学術交流協定締結 
H20.1～：市から３校へシンクタンク構想案

を説明 
H20 年度：シンクタンク設置に向けた「組織

体制」や「研究分野の方向性」等を協議 
H20.11：学術交流協定締結１周年記念フォー

ラム 
H21.2：シンクタンク構想懇談会開催（３校

と市による合意形成） 

H21 年度： 
・（仮称）都市研究検討会の開催 
・プロジェクトチーム（PT）の設置

（シンクタンクの組織） 
（仮称）都市研究検討会 
・八工大学長、八大学長、高専校長、

市長の４名で構成 
・地域の政策課題を協議、調査研究

のテーマを選定 
プロジェクトチーム（PT） 
・シンクタンクは常設機関ではなく、

テーマ毎の PT 
・３校及び市から選出された職員で

構成（兼務体制） 
・テーマ毎の調査研究期間は１～２

年を基本とし、終了後、その成果を

検討会へ報告 
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公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
02 人材育成支援事業 実施中 拡充 0  産業政策課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 高等教育機関（八戸高専、八

工大）、(株)八戸インテリジェ

ントプラザと連携した地元企

業の人材育成 

H18 年度：事業開始 
H19 年度： 
イ）高専等を活用した中小企業人材育成事業

（事業主体：八戸 IP・HC・八戸高専）、主に

機械設計・加工業の技術者を対象とした

CAD/CAM 講座開催（全 6 コース 177 名受

講） 
ロ）地域再生人材創出拠点の形成プログラム

（事業主体：八戸工業大学・青森県）、液晶

関連産業（FPD 関連産業）の研究開発技術者

の養成（被養成者 8 名） 
ハ）青森県県南・下北地域産業活性化人材養

成等支援事業（事業主体：八戸 IP）、地域の

産業活性化を担う人材を養成するために必

要なプログラムの検討、機械加工業の技術者

を対象にした生産改善及び技術研修会等の

実施 
H20 年度： 
イ）高専等を活用した中小企業人材育成事業

（事業主体：八戸 IP・HC・八戸高専）（全 2
コース 30 名受講） 
ロ）地域再生人材創出拠点の形成プログラム

（事業主体：八戸工業大学・青森県）（被養

成者 5 名） 
ハ）青森県県南・下北地域産業活性化人材養

成等支援事業（事業主体：八戸 IP） 

H21 年度： 
・青森県県南・下北地域産業活性化

人材養成等支援事業を継続 
・国の公募事業を活用し、事業終了

後は、各機関の役割を分担しながら

関係機関に対する支援を検討 

 

事業費計 2,242  

 
着 手 率  実 施 率 

100％  100％ 
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■関連指標 

① 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

３-⑦行財政諮問委員会の設置と地元大学等との連携

強化 
― 1.00 1.10 ↑ 

（行政分野別の内訳） 
広報広聴体制の充実と行政サービスの向上 － 1.00 1.10 ↑ 

 
 
■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ ― 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

３－⑦ 

行財政諮問委員会の設置と地

元大学等との連携強化 100% ― ― ↑（1.10） 

(Ａ)

 
 地域活力の創出と市民主役の自治体経営の観点から、市内外の専門家の意見・視点を取り入れ、効率的

な行財政運営や重点施策の戦略的な推進を図る必要がある。 
 マニフェストでは、行財政諮問委員会の設置と地元大学等との連携強化のため、２つの公約事業を掲げ、

八戸市は３つの実施事業に取り組んできた（2,242千円）。 
 平成18年度に、市長及び市内外の有識者７名による行財政諮問会議を設置し、平成19年度までに計７回

の会議を開催した。企業誘致をはじめ、中心市街地再生、海の活用、協働、行財政改革、東北新幹線青森

延伸に対する市の対応等について、86件の提言を受け、51件について対応している。また、八戸工業大学

、八戸大学、八戸工業高等専門学校の３校が平成19年10月に学術交流協定を締結するなか、地域の政策課

題の調査研究活動の母体となるシンクタンク構想について、３校と市の間で合意形成が図られるなど、公

約事業は全て実施されている（実施率100％）。 
 これに対して、満足度は、「広報広聴体制の充実と行政サービスの向上」において、平成21年は1.10で、

前年と比較して0.10ポイント上昇している。 
 以上、参考となる適切な指標は設定していないが、公約事業は着実に実施され、満足度得点も上昇して

いることから、マニフェスト項目全体の評価は（Ａ）といえる。 
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３-⑧ 市役所の利便性向上と市政アドバイザーの新設 

 
■マニフェスト本文 

 市役所はあくまでも市民の皆さまのものであり、「使い勝手」が良くなければなりません。これまで市職

員の対応に不満を抱かれたり、憤りを感じられたりした方もいると思います。そこで市役所の「使い勝手」

を良くするため、平成 18 年度中に、市役所 OB に「市政アドバイザー」（仮称）を委嘱し、来訪や電話、

メールなどによる相談に対応することにします。寄せられた不満およびその対応方法も、皆さまに公表い

たします。 

 
 
■公約事業の取組状況 

公約事業名 

実施事業名 進捗状況 事業区分 H18～21 事業費(千円) 関係課 No. 

①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 
92 市役所ＯＢに「市政アドバイザー」（仮称）を委嘱し、来訪や電話、メールなどによる相談に対応 

01 市民相談アドバイザ－の配置 実施中 継続 8,103 生活相談課 

 ①事業内容 ②実施状況 ③今後の予定 

 市の業務について幅広い知

識・経験を有する市役所退職

者に市民相談アドバイザーを

委嘱し、市民からの各種の相

談に対応（平日の 9:15～16:15
まで） 

H12 年度：市民相談業務を行う嘱託相談員を

配置 
H18 年度：市民相談アドバイザーに改称 
・市民相談における職員及び市民相談ｱﾄﾞﾊﾞｲ

ｻﾞｰ相談件数 
（総件数は専門家による相談を加えた件数）

H16 年度：2,303 件（総件数 2,640 件） 
H17 年度：2,298 件（ 〃   2,774 件）

H18 年度：2,093 件（ 〃   2,816 件）

H19 年度：1,580 件（ 〃   2,394 件）

H20 年度：1,839 件（ 〃   2,666 件）

・今後も引き続き実施予定 

 

事業費計 8,103  

 
着 手 率  実 施 率 

100％  100％ 
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■関連指標 

① 満足度アンケート調査結果 H19 H20 H21 推移 

３-⑧市役所の利便性向上と市政アドバイザーの新設 ― 1.00 1.10 ↑ 
（行政分野別の内訳） 
広報広聴体制の充実と行政サービスの向上 － 1.00 1.10 ↑ 

 
 
■マニフェスト項目の評価 

 

マニフェスト項目 公約事業 関連指標 全体評価

Ａ ― 

実施率 数値目標（達成率） その他指標 満足度（得点） 

３－⑧ 

市役所の利便性向上と市政ア

ドバイザーの新設 100% ― ― ↑（1.10） 

(Ａ)

  
 市民サービスに対する満足度を高めるためには、利用者の立場に立った、親切でわかりやすく、利便性

の高い市民サービスの提供が基本である。 
 マニフェストでは、市役所の利便性の向上と市政アドバイザーの新設に向け、１つの公約事業を掲げ、

八戸市は「市民相談アドバイザーの配置」に取り組んできた（8,103千円）。 
 この事業では、平成18年度から市民相談室の嘱託相談員１名を新たに市民相談アドバイザーと位置づけ、

市役所退職者の知識・経験を有効に活用し、市民からの様々な相談に対応することで、市民の利便性の向

上に努めており、公約事業は着実に実施されている（実施率100％）。 
 これに対して、満足度は、「広報広聴体制の充実と行政サービスの向上」において、平成21年は1.10で、

前年と比較して0.10ポイント上昇している。 
 以上、参考となる適切な指標は設定していないが、公約事業は着実に実施され、満足度得点も上昇して

いることから、マニフェスト項目全体の評価は（Ａ）といえる。 
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